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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年６月１５日 

自  午前１１時５５分 

至  午前１１時５９分 

於  委 員 会 室 １ 

 
 

 

２、出席委員の氏名 

初手 安幸 委員長（分科会長） 

永安 健次 副委員長（副会長） 

山口 初實 委 員 

近藤 智昭  〃   

大場 博文  〃   

山下 博史  〃   

赤木 幸仁  〃   

本多 泰邦  〃   

白川 鮎美  〃   

畑島 晃貴  〃   

虎島 泰洋                〃  〃   

３、委員外出席議員の氏名 

な  し  

 
 

４、審査の経過次のとおり 

 

― 午前１１時５５分 開会 ― 

 

【初手委員長】 ただいまから、総務委員会を開

会いたします。 

これより議事に入ります。 

まず会議録署名委員を、慣例によりまして私

から指名させていただきます。 

会議録署名委員は、山下 委員、赤木 委員の

ご両人にお願いいたします。 

次に、審査の方法についてお諮りいたします。

本日の委員会は、令和８年６月定例会におけ

る本委員会の審査内容等を決定するための委

員間討議であります。 

それでは、審査方法について、お諮りいたし

ます。審査の方法は、委員会を協議会に切り替

えて行いたいと思いますが、ご異議ございませ

んか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。 

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。 

しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時５６分 休憩 ― 

― 午前１１時５９分 再開 ― 
 

【初手委員長】委員会を再開いたします。 

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、理事者へ正式に通知することといたし

ます。 

ほかに、ご意見等はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

ほかにご意見等がないようですので、これを

もちまして、本日の総務委員会を終了いたしま

す。 

お疲れさまでした。 
 

― 午前１１時５９分 散会 ― 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 １ 日 目 
 

 

 



令和８年６月定例会総務委員会・予算決算委員会総務分科会（６月２９日） 

- 2 - 

１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年６月２９日 

自  午前１０時 ０分 

至  午前１１時４７分 

於  委 員 会 室 １ 
 
 

２、出席委員の氏名 

初手 安幸 委員長（分科会長） 

永安 健次 副委員長（副会長） 

山口 初實 委 員 

近藤 智昭  〃   

大場 博文  〃   

山下 博史  〃   

赤木 幸仁  〃   

本多 泰邦  〃   

白川 鮎美  〃   

畑島 晃貴  〃   

虎島 泰洋  〃   
 

 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し 
 

 
 

５、県側出席者の氏名 

水田 隆三 警 務 部 長 

緒方良一郎 首 席 監 察 官 

松尾 文則 警 務 課 長 

俵屋 義雄 総 務 課 長 

相川友理子 広 報 相 談 課 長 

野原 昌明 会 計 課 長 

金子龍太郎 装 備 施 設 課 長 

山本 耕平 監 察 課 長 

永田 謙二 厚 生 課 長 

坂瀬 俊成 留 置 管 理 課 長 

松本 武敏 生 活 安 全 部 長 

松尾 和人 生活安全企画課長 

末竹 範彦 人身安全対策課長 

近藤 俊秀 生活安全捜査課長 

奥野 春夫 サイバー犯罪対策課長 

下田 健一 地 域 部 長 

松田 博喜 地 域 課 長 

山崎 博之 刑 事 部 長 

吹田 守孝 刑 事 総 務 課 長 

松尾 英樹 捜 査 第 一 課 長 

能宗 佑圭 捜 査 第 二 課 長 

田川 国広 組織犯罪対策課長 

宮﨑 秀樹 交 通 部 長 

奥野  勝 交 通 企 画 課 長 

小川 隆博 交 通 指 導 課 長 

田中 勝憲 交 通 規 制 課 長 

宮園  清 運転免許管理課長 

一瀬 永充 警 備 部 長 

古賀 新一 公 安 課 長 

多田 修二 警 備 課 長 

追塚 理紀 外 事 課 長 
 
 

大瀬良 潤 会 計 管 理 者 

園田 雄二 会 計 課 長 

元村真粧美 物 品 管 理 室 長 

 
 

入口 健治 監 査 事 務 局 長 

重井 健次 監 査 課 長 

 
 

小畑 英二 人事委員会事務局長 
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村﨑 佳代 職 員 課 長  

 
 

小畑 英二 労働委員会事務局長（併任）  

庄司 貴繁 調 整 審 査 課 長 

 
 

苑田 弘継 議 会 事 務 局 長 

田邑 聡子 次長兼総務課長 

佐藤 隆幸 議 事 課 長 

大宮 巌浩 政 務 調 査 課 長 
 

 
 

６、審査事件の件名 

◯予算決算委員会（総務分科会） 

第70号議案 

 令和8年度長崎県一般会計補正予算（第2

号）（関係分） 

第71号議案 

 令和8年度長崎県庁用管理特別会計補正予算

（第1号） 

第84号議案 

 令和8年度長崎県一般会計補正予算（第3

号）（関係分） 

報告第2号 

 令和7年度長崎県一般会計補正予算（第11

号）（関係分） 

報告第9号 

 令和7年度長崎県庁用管理特別会計補正予算

（第2号） 

報告第12号 

 令和7年度長崎県公債管理特別会計補正予算

（第2号） 
 
 

７、付託事件の件名 

◯総務委員会 

 （1）議案 

第72号議案 

 一般職員の特殊勤務手当に関する条例及び

警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一

部を改正する条例 

第73号議案 

 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び

市町村立学校県費負担教職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例

（関係分） 

第74号議案 

 ながさき未来人材育成基金条例 

第17号議案 

 長崎県税条例等の一部を改正する条例 

（2）請願 

な し 

（1） 陳情 

・離島地域における夜間の急患搬送体制の確

保に関する要望書 

・要望書（松浦市） 

・令和9年度 県の施策等に関する重点要望事

項（佐世保市） 

・国政・県政に対する要望書（長崎県市町村

会） 

・長崎奉行所西役所等遺跡群の調査・保存・

活用・公開・整備に関する陳情書ⅩⅩⅥ 
 
 

８、審査の経過次のとおり 
 
 

― 午前１０時 ０分 開会 ― 

 

【初手委員長】 ただいまから、総務委員会及び

予算決算委員会総務分科会を開催いたします。 

 それでは、これより議事に入ります。 

 今回、本委員会に付託されました案件は、第

72号議案「一般職員の特殊勤務手当に関する条

例及び警察職員の特殊勤務手当に関する条例の

一部を改正する条例」のほか3件であります。こ
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のほか、陳情5件の送付を受けております。 

 なお、予算議案及び予算に係る報告議案につ

きましては、予算決算委員会に付託されました

予算議案及び予算に係る報告議案の関係部分を

総務分科会において審査することになっており

ますので、本分科会として審査いたします案件

は、第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正

予算（第2号）」のうち関係部分ほか5件であり

ます。 

 次に、審査方法についてお諮りします。 

 審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、サイドブッ

クスに掲載をいたしております審査順序のとお

り行いたいと存じますが、これにご異議ござい

ませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。 

 なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員１回当たりの質問時間を理

事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した後、

審査時間が残っている場合に限って、再度の質

問ができることといたしますので、どうぞよろ

しくお願いをいたします。 

 これより警察本部関係の審査を行います。 

 審査に入ります前に、理事者側から、4月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった

新任幹部職員の紹介を受けることにいたします。 

【水田警務部長】 おはようございます。 

 本日出席しております警察本部の幹部職員の

中で、令和8年3月27日付の人事異動で異動した

幹部職員のうち、5月8日の総務委員会で紹介し

ておりませんでした幹部職員をご紹介いたしま

す。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 以上、幹部紹介でございます。どうぞよろし

くお願いをいたします。 

【初手委員長】 ありがとうございました。よろ

しくお願いいたします。 

 それでは、これより審査に入ります。 

【初手分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。 

 警務部長より予算議案及び予算に係る報告議

案の説明を求めます。 

【水田警務部長】 警察本部関係の議案について

ご説明いたします。 

 予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の警察本部の2ページ目をお開きください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、報告第2号、知事

専決事項報告「令和7年度長崎県一般会計補正予

算（第11号）」のうち関係部分であります。 

 初めに、第70号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち関係部分について、

ご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から重要な政策的経費を除いた骨格予

算として編成しておりましたので、今回の補正

において、具体的な諸施策に係る予算を計上し

ております。 

 補正予算額は、歳入予算3,325万1,000円の増、

歳出予算8億6,730万1,000円の増となっており

ます。 

 歳出予算の主なものについて、ご説明いたし

ます。一般施設整備費につきましては、大浦警

察署庁舎空調設備改修工事費等2億5,254万

4,000円の増であり、その他は記載のとおりであ
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ります。 

 次に、3ページ下段から6ページにかけて記載

しております報告第2号、知事専決事項報告「令

和7年度長崎県一般会計補正予算（第11号）」の

うち関係部分について、ご説明いたします。 

 これは、さきの3月定例県議会予算決算委員会

におきまして、専決処分により措置することに

ついて、あらかじめご了承をいただいておりま

した令和7年度予算の補正を令和8年3月31日付

で専決処分させていただいたもので、その概要

をご報告いたします。 

 補正予算額は、歳入予算1,242万2,000円の増、

歳出予算3億8,294万5,000円の減であります。 

 歳入予算の主な内容について、ご説明いたし

ます。 

 使用料及び手数料につきまして、自動車保管

場所証明手数料500万2,000円の増であり、その

他は記載のとおりであります。 

 次に、歳出予算の主な内容について、ご説明

いたします。 

 一般管理費につきまして、庁費その他一般経

費1億2,556万円の減であり、その他は記載のと

おりであります。 

 以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。よろしくご審議を賜りますようお願

いいたします。 

【初手委員長】 以上で説明が終わりましたので、

これより予算議案及び予算に係る報告議案に対

する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。よろしいですか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑・討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分、報告第2号のうち

関係部分については、原案のとおり可決・承認

することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は、

原案のとおりそれぞれ可決・承認すべきものと

決定されました。 

【初手委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 議案を議題といたします。 

 警務部長より総括説明を求めます。 

【水田警務部長】 警察本部関係の議案について

ご説明いたします。 

 今回ご審議をお願いしておりますのは、条例

議案1件であります。横長の総務委員会説明資料

警察本部の4ページ目をお開きください。 

 第72号議案「一般職員の特殊勤務手当に関す

る条例及び警察職員の特殊勤務手当に関する条

例の一部を改正する条例」のうち関係部分につ

きましては、国家公務員の特殊勤務手当の取扱

状況を踏まえ、警察職員の特殊勤務手当につい

て所要の改正をしようとするものであります。 

 次に、議案外の報告事項について、ご説明い

たします。 

 同資料の6ページ目をお開きください。 

 第180条専決事項報告は、損害賠償事案4件、

公用車による交通事故のうち、和解が成立いた

しました4件についてであります。 

 損害賠償事案の1件目は、警察署の職員が交通
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事故捜査中、相手方の車両のドライブレコーダ

ーを確認する際、助手席ドアをブロック塀に接

触させたことにより、相手方に損害を与えた事

案であり、3万2,362円を支払うためのものです。 

 2件目は、警察本部の職員が施設敷地の除草等

作業に係る作業委託に際し、受託業者に誤った

作業委託を行い、同業者に隣接する民有地に植

栽されていた木を伐採させたことにより、相手

方に損害を与えた事案であり、14万円を支払う

ためのものです。 

 3件目は、警察署の職員が故障車両を人力で道

路外の施設駐車場に移動する際、駐車場入口に

設置されたガードパイプ等に接触させたことに

より、相手方に損害を与えた事案であり、故障

車両の修理費用及びガードパイプの復旧費用の

総額18万4,000円のうち、ガードパイプの復旧費

用の一部である9万2,000円を支払うためのもの

です。 

 4件目は、警察署の職員が一般住宅において、

敷地内に置かれていたちりとりを誤って破損し

たことにより、相手方に損害を与えた事案であ

り、2,508円を支払うためのものです。 

 これら4件につきましては、5月22日付で専決

処分をさせていただいており、損害賠償金は全

額県費から支払われることになります。また、

公用車による交通事故のうち、和解が成立いた

しました4件の合計66万2,380円を支払うため、

5月22日付で専決処分をさせていただいており、

この損害賠償金は全額保険から支払われること

になります。公用車による交通事故を抑止する

ため、各部署に対し、公用車事故の発生状況や

事故防止の教養資料等を配信しているほか、安

全運転指導員による事故事例に基づいた運転訓

練を実施しています。 

 また、事故を起こした職員に対しては、交通

安全意識の高揚と運転技能の向上を目的とし、

公用車を運転するための検定を再度実施するな

どの交通事故防止対策にも取り組んでおります。

引き続き、交通事故をはじめとする損害賠償事

案を起こすことがないよう努めてまいります。 

 このほか犯罪の一般概況、人身安全関連事案

への取組状況、ニセ電話詐欺等被害防止対策、

暴力団対策、薬物対策、少年非行の概況、生活

経済事犯の取締り状況、サイバー犯罪の取締り

及び被害防止対策状況、交通死亡事故抑止対策

につきましては、縦長の総務委員会関係議案説

明資料の3ページ目から7ページ目に記載のとお

りであります。 

 続きまして、令和3年度から令和7年度までの

5年間で取り組んでまいりました長崎県行財政

運営プラン2025に掲げる警察本部関係の項目に

関して、その主な取組内容をご説明いたします。 

 行政手続のオンライン化促進について、令和

7年12月15日から政府が運営するポータルサイ

ト「ｅ－Ｇｏｖ」を経由した警察行政手続オン

ライン化システムの運用を開始しました。警察

庁が全国的に運用を開始した本システムにより、

警察が取り扱う約600の手続について、オンライ

ンによる申請等が可能となったほか、一部手続

については、その申請に対する許可証の交付も

オンライン上で完結することが可能となってお

ります。申請をされる方が警察署等へ足を運ぶ

労力が軽減され、手続に要する時間も短縮され

るといった効果がございます。 

 引き続き、デジタルを活用した行政サービス

の利便性向上についての検討を行い、よりよい

行政サービスの提供に努めてまいります。今後

も新たに策定する行財政運営に関する方針に基

づき、効率的かつ効果的な組織運営に取り組み、

各施策の実現に努めてまいります。 
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 以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。よろしくご審議を賜りますようお願

いいたします。 

【初手委員長】 以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。よろしいですか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので採決を行います。 

 第72号議案のうち関係部分については、原案

のとおり可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は原案のとおり可決すべきもの

と決定をされました。 

 次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。 

【水田警務部長】 政策等決定過程の透明性等の

確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関す

る決議に基づく資料について、ご説明いたしま

す。 

 横長の総務委員会提出資料、警察本部の2ペー

ジ目をお開きください。 

 1,000万円以上の契約状況につきまして、令和

8年3月から令和8年5月までの実績は、資料に記

載のとおり14件となっております。 

 横長の総務委員会提出資料、警察本部の14ペ

ージ目をお開きください。 

 今回、陳情・要望で回答するものは、陳情番

号11、令和9年度県の施策等に関する重点要望事

項のうち、相浦警察署統合後の地域の安全安心

の確保の1件であり、ご要望に対する回答につき

ましては、記載のとおりであります。 

 以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。よろしくご審議を賜りますようお願

いいたします。 

【初手委員長】 以上で説明が終わりました。 

 次に、陳情審査を行います。事前に配付をい

たしております陳情書一覧表のとおり、陳情書

の送付を受けておりますので、ご覧願います。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

【虎島委員】 おはようございます。私からは、

佐世保市から出ております相浦警察署統合後の

地域の安全安心の確保についてお伺いしたいと

思います。 

 これ毎年、佐世保市から出ているもので、統

合後の相浦警察署管内の防犯についてというこ

とだと思うんですけれども、県の対応としてパ

トロールをはじめとする警察活動を推進して、

安心安全の確保に努めるというようなご回答を

毎年行っていらっしゃいます。長崎市におきま

しては、警察署の再編統合というのを経験して

おりまして、長崎市の場合も同じような議論が

あったのかなとは思っております。そういう中

で、再編後、パトロール体制というのはどのよ

うに強化してきたかというのを教えてください。 

【松尾警務課長】 長崎署と稲佐署の統合に際し

てのパトロール体制のところのご質問というこ

とでお答えしたいと思います。 

 長崎警察署、稲佐警察署との統合につきまし

ては、旧稲佐警察署の管轄区域を長崎警察署と

浦上警察署に編入した際、長崎警察署と浦上警
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察署の人員をそれぞれ増強し、再編整備による

体制強化を行っております。なお、旧稲佐警察

署管内の交番、駐在所については、統合前の状

況と変更しておりませんので、統合後も変わら

ず警察本部の執行隊と協力するなどしてパトロ

ールや街頭活動などを徹底し、治安維持に努め

ている状況であります。以上となります。 

【虎島委員】 結果として、110番通報の対応時

間とか、犯罪件数がどうなったかというのをお

伺いしたかったんですけど、なかなか統計もな

いというようなことでございましたので、しっ

かりとそういった体制で安心安全を届けていた

だきたいと思います。お願いします。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はございませんか。 

【白川委員】 入札関係で一つご質問をしたいと

思います。資料の12ページ、長崎県警察機動隊

給食業務委託についての入札結果の一覧表です

けれども、こちらの方が県外事業者で、第1回目

から第3回目まで金額が掲載されており、落札と

なっております。県外事業者であるという点と、

あとこの1回目から3回目まで、このように行わ

れている点についてご説明を詳しくお願いいた

します。 

【野原会計課長】 まず、本件入札の経緯につい

てご説明をさせていただきます。 

 本件は、今回資料として出しておりますが、

その前に2回入札を実施しておりまして、令和8

年の2月から5月の間に3回の入札を行っており

ます。まず、令和8年の2月に1回目の入札を行っ

た際は、県内に本社を置く業者と当該契約業者、

２者が参加をいたしておりましたが、県内に本

社を置く業者は超過で、県外企業につきまして

は、最低制限価格を設定する契約でございます

が、それ以下の入札をしたということで失格と

いうことで、結果入札は成立しておりません。

3月に2回目の入札を行いましたが、この1回目の

結果を受けてか、県内に本社を置く企業は参加

をせず、県外に本社を置く業者のみが参加とい

うことですが、1回目と同様に最低制限価格を下

回った結果、失格ということで、こちらも成立

にならないということで、3回目に今回資料とし

てお示ししている入札を行って、同じく2回目に

参加した業者、今回の契約業者のみが参加で、

3回目の入札を実施し、3回目で落札に至ったと

いうことになっております。 

【白川委員】 前回の経緯についてもご説明をい

ただきました。ありがとうございます。3回入札

を行った結果、その中でも県内の業者さんも参

加されたということで、そちらについては金額

が大きかったということでのオーバーというこ

とと、今落札をされております企業については、

逆に低過ぎて失格となっていたということです

けれども、結果、今回の入札で落札という金額

が決定しておりますけれども、低く見積もって

入札されていたこの企業については、運営につ

いては問題なくされているということでしょう

か、ご説明をお願いします。 

【野原会計課長】 今回落札した業者につきまし

ては、前回の契約でも契約してる業者でござい

まして、そこの運営については、しっかりとや

っていただいてるということでございます。 

【白川委員】 やっていただいており、前回の落
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札者ということで継続ということでありますけ

れども、なるべく県内の企業さんに取っていた

だきたいなというところはある反面、今物価高

騰や人件費も上がっている中で、金額が折り合

わなかったということは理解をいたしました。

運営にも問題がないということですので、了と

したいと思います。ありがとうございます。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。 

【赤木委員】 お疲れさまです。幾つか議案外で

質問をさせていただきたいと思います。 

 私、長崎市選挙区選出でありまして、地元は

三重地区というところなんですけれども、その

地元の方で6月16日に一人ご高齢の方が失踪を

されました。それは認知症があってのことであ

ったんですけれども、そこに対して県警の皆さ

んが真摯に寄り添っていただいて、捜索にもご

協力いただいて、本当に感謝しております。あ

りがとうございます。その方は、まだ見つかっ

ておらず、ご家族の方も心身ともに疲労困憊で

はあるんですけれども、21日に大規模捜索、こ

れはもちろん県警の方もそうですし、地元の消

防団や地域の方々、もちろん私も参加した上で

捜索したんですけれども、それでも見つからず、

一応その大規模捜索は打切りとなりまして、ま

だご家族の方々は探している状況ではあります。

今回の件で私自身も捜索したんですけれども、

こういった事例ですね、ご高齢の方で認知症も

あって、すぐ見つかれば、特にご自宅に帰った

り、何かしら対応できるんでしょうけど、見つ

からないケース、これはご家族も心身ともに疲

労している状況ですけれども、高齢化社会の中

で増えていってるんじゃないかなと思うんです

が、件数等分かれば教えてください。 

【末竹人身安全対策課長】 お答えします。認知

症関係の方の行方不明についてですけれども、

統計上、二つをお示しさせていただきます。 

 令和8年の3月末現在としては、高齢者関係の

行方不明として170件を認知していますが、この

うち、認知症あるいは認知症が疑われる方の件

数につきましては30件になります。全体の約

18％ということです。前年同期に比べるとプラ

スの20件というふうな数字になっております。 

 それから令和7年中でいいますと、令和7年中

の高齢者行方不明認知件数で643件、このうち63

件が認知症または認知症の疑いがある方の行方

不明ということになります。全体の約10％です。

令和7年中を比較しますと、令和6年と比べてマ

イナス19件というふうな数字になります。 

【赤木委員】 ありがとうございました。件数も、

どちらかというと年度でばらつきがあるのかな

と、増えていってるというよりは、今のご答弁

ではそういった認識を持ちました。 

 こういったお話があったときに、やはりでき

るだけ早く地元の方々を含めて探すことがとて

も大事な取組かなと思っております。今回、補

正予算でも挙がりましたアプリですね、これ、

かなり高額ではあるんですけれども、こういっ

たアプリを駆使して地域の方々がすぐ通知が来

て、一緒に何か探す手だてができたならば、も

っと早く何かしら対応できたんじゃないかと今

回感じたところです。 

 先ほどのアプリの予算もこちらの中でお話が

ありましたけれども、これから事業者を決めた

り、内容も決めていくということですけれども、

やはり多くの方にダウンロードしていただいて、

地域の方々も何か一緒に動けるような仕組みに
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なっていただきたいなと思ってるんですが、こ

ういった、例えば失踪があったとき、高齢者の

方で多くの方の協力を得たいときに、そういっ

た通知機能も設けたりできないか、そういった

検討がされないかどうかお聞きしたいと思いま

す。 

【松尾生活安全企画課長】 ただいま委員からご

指摘がありましたとおり、防犯アプリの機能の

一つとしまして、行方不明事案が発生した際に、

そのエリアにおられるユーザーや、そのエリア

に関する情報を受けるように設定しているユー

ザーに対して、プッシュ通知をすることができ

るように今検討しているところでございます。

その通知をタッチすれば、地図情報の画面に遷

移して発生した場所や行方不明者の特徴を見る

ことができると、今このような機能をつけられ

ないかと検討しているところでございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。今のよう

な機能があれば、地元の方々もすぐ危機感です

とか、本当地元の知ってる方々が気にかけて一

緒に探すなり、また違った情報が県警の下に寄

せられたり、かなりメリットがあるんじゃない

かなと思っております。やはり多くの方にダウ

ンロードしていただくことが必要なアプリだと

思いますので、それは年代を問わず、防犯に使

われるだけではなくて、事故や通行止め、今み

たいな捜索など必要性を多くの方に、県民の皆

様に知っていただく必要があるのかなと思って

おります。総括質疑の中でインセンティブの話

もありましたけれども、一番は必要性をしっか

り県民の皆様に認知していただくということが

必要だと思いますので、その点はしっかりこだ

わっていただいて、日頃から使える、住民の方、

県民の皆さんが必要と思えるアプリ開発に取り

組んでいただきたいなと思っております。 

 次の質問に移ります。 

 自転車の件ですが、新たな法律が施行されて、

報道でありましたけど1件が取締りにあった、切

符が切られたと報道がありましたが、その後の

経過等についてお聞きしたいと思います。 

【小川交通指導課長】 委員お尋ねの自転車の交

通反則通告制度、4月から5月にかけて１件、委

員おっしゃったとおり検挙がございました。そ

の後、現在まで、交通違反、反則制度での検挙

はございません。 

【赤木委員】 では、1件ということで、警告は

まだあるのかなと思うんですが、そこの件数も

分かりますか。 

【小川交通指導課長】 指導、警告の数でござい

ますけれども、令和8年4月から5月にかけまして、

本県におきましては209件に対して指導・警告票

を交付しております。それ以外の口頭での警告

につきましては統計を取っておりませんので、

把握しておりません。 

【赤木委員】 ありがとうございます。私も車を

運転する身、自転車にはなかなか乗らないんで

すけれども、やはりこの法律の施行後、車道を

しっかり法律を遵守した形で自転車が通行して

いるケースをよく目にするようになりました。

ただ、運転する側の意識としては、それがやっ

ぱり今までよりも車道で法律に沿った形で自転

車を運転してることで危ないと思うケースも見

受けられるんですが、自転車の事故に何かつな

がったケースがあるのか、増えたかどうかとか、

こういった今までと違う運用の仕方になってま

すので、自転車の事故が増えたんじゃないかと、

自分が危ないと思ったので、そういったことが

あるのかどうか、件数等分かれば教えてくださ

い。 

【奥野交通企画課長】 法施行後の自転車関連事
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故の件数についてでございますけれども、自転

車関連事故の発生件数が11件、死者数がゼロ、

負傷者数については10名ということで、発生件

数で1件増加、負傷者数で2名増加となっており

ます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。大幅に増

えているわけではないというのを理解しました。

双方、自転車もそうですし、自動車運転側も気

をつけている部分はあるのかなと思いますが、

分かればでいいんですが、それが今回の自転車

法が変わったことで引き起こされたのかどうか

というのは分かりますか。 

【奥野交通企画課長】 現在、法改正と事故件数

の関係性というのは、委員からもありましたけ

れども、そんなに件数は変わっておりませんの

で、今のところ分からない状況でございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。まだ慣れ

てない部分があるのかなと思っています。それ

は、自転車も自動車側も、そして取り締まる側

もそうなのかもしれませんけど、前回の委員会

の質疑でもありましたように柔軟に見てほしい

という部分も山下委員からも前回ありましたけ

れども、今後やはり相互の理解が進んで、お互

いに安心安全に通行できるようにしていただき

たい、なってもらわないといけないので、引き

続き目を向けていきたいなと思っております。

ありがとうございます。 

 次の質問に移ります。 

 ちょっと個別具体の名前は避けますが、著名

な方が児童相談所からの通知で逮捕に至ったケ

ースが全国的に取り上げられました。それは娘

さんに酔っ払って暴力を振るって、それで娘さ

んがＡＩにその対処法を聞いて、児童相談所に

通知して、それが逮捕に至ったというケースで

ありましたが、これが全国的にも取り上げられ

ていろんな論点があったのかなと思っておりま

す。警察から児童相談所への通知というものは、

統計上に資料として出していただいてはいるん

ですけれども、その逆ですね、児童相談所から

警察へ通知があった件数、統計データはあるん

でしょうか、お尋ねいたします。 

【末竹人身安全対策課長】 お答えします。児童

相談所から警察に通知がされた案件につきまし

ては、本年、令和8年の3月末現在ですけれども、

この数については15件の通報を受理しておりま

す。前年同期と比べまして9件の増加、それから

昨年、令和7年中の通報の受理件数につきまして

は43件を受理しております。前年、令和6年度と

の比較を行うと5件の増加ということになりま

す。 

【赤木委員】 件数をお答えいただきましてあり

がとうございます。これは、児童相談所から警

察への通知ということで、児童相談所からかな

り緊急性があって警察に通知があったものと思

いますが、その中で逮捕に至った件数は何件で

しょうか。 

【末竹人身安全対策課長】 先ほどお示ししまし

た本年3月末の15件中の逮捕件数につきまして

は、7件を検挙しております。申し訳ありません。

訂正します。7件を検挙して、そのうち逮捕した

ものについては2件になります。令和7年中でい

いますと43件中8件を検挙して、このうちの逮捕

件数は5件となります。 

【赤木委員】 ありがとうございます。検挙、逮

捕に至るまで様々な事象があって、その時々で

警察の適切な対応が求められるのかなと思って

おります。今回、著名な方ということで、かな

り議論を呼んだ部分はあるんですけれども、そ

の時々で適切な対応が求められる警察の皆さん

の、まずは、その対象となった方というか、被
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害を受けられた方の安心安全を守ることを優先

されていると思いますが、今回の件で見たとき

にいろんな論点があって、やはり過剰に対応し

たんじゃないかということがよくメディアでも

ＳＮＳ上でもありました。あと、警察とマスコ

ミとの付き合い方も一つ論点となりました。や

はりこれが名前を公表してここまでに至ったこ

とを公にしたことで、実際、本当に社会的に議

論を呼んで、職を辞したり、もしくは被害に遭

った方もＳＮＳ上でバッシングを受けたりと、

かなり本筋とは違うところでも議論を呼んだと

ころだと思います。 

 そこで警察とマスコミ、これは何か圧力をか

けるとか全くそういうわけじゃないんですけど、

著名な方がこういった、何でもいいんですけど、

逮捕に至ったりとか、検挙に至ったりするとき

に名前を公表する何か基準というものはあるん

でしょうか。 

【相川広報相談課長】 ただいまの質問に関して

回答させていただきます。基準というものはご

ざいません。ただ、原則として犯人、被疑者を

逮捕した場合は、実名で報道、発表をしており

ます。しかし、特別な理由により、犯人、被疑

者の氏名を公表しない場合というのがございま

す。その理由の一つとしては、犯人、被疑者が

少年の場合、これは、少年法であったり、犯罪

捜査規範により少年の氏名、学校名、またはこ

れらを推察させるような事項は新聞、その他の

報道機関に発表してはならない旨、規定されて

おり、報道、発表する場合には、氏名を公表し

ておりません。その理由の二つ目は、犯人、被

疑者の精神的な障害が明らかな場合でございま

す。精神障害者による犯罪については、刑法上

の責任能力の存在に疑義を生じることから、こ

のような場合の氏名の公表を控えております。

一応このような状況で発表させていただいてお

ります。 

【赤木委員】 ありがとうございます。なので、

公表というものはマスコミの判断でされている

んだなということを改めて理解をいたしました。 

 今回の件でいろんな論点、ＡＩとの付き合い

方ももちろんなんですけれども、改めて警察の

皆さんがその現場、現場、切羽詰まったところ

で警察官は向き合っていただいていると思いま

すので、ちゅうちょすることなく、本当に安心

安全のために向き合っていただきたいなという

ことと、そして大きな観点から私自身もいろい

ろと考えさせられるケース、本当に子どもたち

のためであったり、警察の在り方というのはい

ま一度自分自身も考えさせられた事件でもあり

ましたので、適切に警察の皆さんは、本当に安

心安全のために日頃頑張っていらっしゃいます

ので、引き続き取り組んでいただきたいと思っ

ております。 

 今ありましたＡＩと警察の在り方ということ

でちょっと質問させていただきたいと思います。 

 過去議会の中で質問というか、警察側の答弁

でありましたが、警察内でのＡＩの使用という

ことで、何か会議をやったときに議事録作成は

ＡＩを使って今やっているというのを拝見はい

たしましたが、警察にもいろんな業務があって、

例えば調書を作ったりするときもかなり膨大な

やり取りがあり、そして資料を作るに当たって

もかなり分量が作られたりとかあるなと思うん

ですけれども、それが警察の業務改善にＡＩが

組み込まれたならば、もっと早く警察の業務改

善につながるんじゃないかと思うんですが、今

の警察業務とＡＩの取組状況についてお尋ねい

たします。 

【松尾警務課長】 警察におけるＡＩによる業務
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の効率化という話で答えたいと思います。 

 今、委員のご発言にありましたとおり、警察

内部では、各種会議の議事録の作成などに活用

しております。そのほかに具体例を挙げますと、

ＡＩを用いて防犯カメラ映像を解析し、条件に

適合した画像を抽出することで、迅速に捜査対

象の人や車を探し出したりするとか、あとはＳ

ＮＳに投稿された事件、事故、災害等に関する

大量の情報を自動で抽出・分析し、リアルタイ

ムで地図上に可視化しているようなことも取り

組んでおります。このようなＡＩをはじめとす

るデジタル技術を活用することにより、業務の

効率化と限られた人的資源の効果的な運用が可

能となりますので、引き続き、民間企業等の協

力も得ながら業務の効率化をさらに推進してい

きたいと考えているところであります。 

【赤木委員】 ありがとうございます。警察の扱

う情報というのは、かなり秘匿性というか、外

部に漏らしてはいけない情報をかなり扱ってる

と思いますので。一方、今おっしゃっていただ

いたようにＡＩでの業務効率化というのをどん

どん進めなければなりませんので、そのバラン

スを今取っていただいてると認識をしました。

引き続き、どんどんＡＩの世界というものは、

私自身も追いつくのがやっと、追いついている

のかどうかも分からないぐらい進んでおります

ので、そこは結構若手の方々、現場の方々の意

見をしっかりと吸い上げて業務効率化に取り組

んでいただきたいと思っております。 

【初手委員長】 ほかに質問ありませんか。 

【畑島委員】 先ほど赤木委員の方から自転車の

件のご質問がありましたけれども、私の方から

もそれに関連したご質問をさせていただきたい

と思います。 

 今、交通ルールの改正の浸透を県警の皆さん

も非常に頑張っていただいてるというふうに理

解しております。私の地元の対馬の方で、今非

常に韓国人の観光客の方々が多く訪れていただ

いておりまして、自転車で楽しんでいただいて

ると。レンタサイクルを借りての場合もあれば、

自分たちで自転車を持ち込んで乗られてるとい

った状況もございます。そうした中で、まずそ

もそもの確認なんですけれども、新しく今回改

正された自転車に関するルール、これは外国人

の観光客に対しても同様に適用されるという理

解でよろしいでしょうか。 

【奥野交通企画課長】 このたびの自転車に対す

る青切符の適用ですけれども、外国の方にも同

様に適用をされます。 

【畑島委員】 ありがとうございます。恐らくそ

うだろうなと思います。ただ、そうした中で努

力義務とはいえ、外国の方々がまだまだ正直ヘ

ルメットをかぶっていなかったりとか、なかな

か連なって歩道の方を走っていたりとか、そう

したところは正直私も直接目にしているところ

です。やはりまだまだ日本人といいますか、ま

だ我々としてもなかなかうまく浸透は、これか

ら図っていかないといけないなという中でも当

然外国の方々にも同じように周知をしないと、

やはりもともと分からない状態でしたら、彼ら

も悪意があるわけではございませんので、分か

らないものを分からないままにしてしまって、

また切符が切られるといったことになってしま

うと、彼らにとってもせっかく楽しみに来てい

ただいているのに、なかなか観光も楽しめない

と、満足いかないといった状況になってしまい

ますし、そこの住民の方々にとっても非常にリ

スクが高い、危機感を感じるといったところも

あるかなと思いますので、しっかりこのあたり

のルールの徹底を外国人観光客の方々に対して
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もしていかないといけないなというふうに思い

ますが、そうしたところに対する今の取組、あ

るいは今後の計画等あればお答えいただければ

と思います。 

【奥野交通企画課長】 外国人観光客に対する自

転車の交通ルールの周知でございますけれども、

具体的な取組といたしまして、日本の交通ルー

ルとか、それと道路標識の意味、こういったも

のを外国語で表記した交通安全チラシを作成い

たしまして、県警のホームページにも掲載して

おりますし、そういった外国人観光客の方が立

ち寄られるターミナル等に掲示をしております。

また、自転車の交通ルールを多言語で表記した

自転車の安全ガイドというものがございますけ

れども、これもホームページに表記するととも

に、ＱＲコード表記をチラシにつけて、そこに

アクセスできるようにして、そういったものも

配布をしております。 

 委員からご指摘がありましたけれども、特に

対馬市内においては、自転車を利用する韓国人

観光客が多いということで、その対策といたし

まして、韓国航路の船舶内において日本の交通

ルールを韓国語で紹介する交通安全動画、これ

を放映しております。また市内のレンタサイク

ル事業者に対して、自転車の交通ルールを韓国

語で表記したポスター、これを事業所の方に掲

示していただくとともに、貸し出す際には、Ａ

５版のルールが書いた小さいものも利用者の方

に渡して、ルールの周知を図っております。 

 同様に、法改正も外国語で表記したものにつ

いて、ホームページで掲載しているほか、そう

いったレンタサイクル等に対してもそういった

チラシをお渡ししております。 

【畑島委員】 ご対応ありがとうございます。な

かなかホームページに載せたりとか、ポスター

を貼っているだけですと、なかなかちらっと意

識的に見る人以外だとそこまで気にせずに見落

とす場合があるかなと思いますので、やはりま

ず何かが起こって捕まえるというよりも、その

前の防止が一番大事かなと思いますので、ぜひ

このあたり、レンタサイクルの事業者であった

りとか、航路の事業者であったりとか、必ずそ

の方々が通過する接点において、こちらからア

プローチを仕掛けていけるように、ぜひ民間の

方とも今後も協力しながら対応を図っていただ

きたいなと思います。 

 また、本県、対馬だけじゃなくて、長崎県と

してもサイクルを起点にした観光振興というの

は非常に県を挙げて取り組んでおりますので、

恐らく県内各地域においてもこれからも同じよ

うな状況があるかなと思います。 

 また、法律のルールだけじゃなくて、各地域

ごとの事情、例えば通学路においては、ちょっ

と気をつけてくださいねとか、ここの横断歩道

の部分は危ないですよとか、各地域固有の事情

もあるかと思いますので、そのあたりは現場の

声を聞いたりとか、各現場でしっかり地域特有

の、特に注意しなければならないところ、子ど

もが多いとか、そうしたところもしっかり個別

の対応も図っていただけるように柔軟にやって

いただければなと思いますので、今後とも引き

続きよろしくお願いいたします。 

【初手委員長】 ほかに質問ありませんか。 

【虎島委員】 私は防犯アプリについてお伺いし

たいと思います。これは総括質疑でも幾つか質

問がありましたけれども、まず今年度は2,800万

円程度で開発・運用を行うということですけれ

ども、今後、来年度以降どのくらいのコストで

運用できるのかというのが分かれば教えてくだ

さい。 
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【松尾生活安全企画課長】 開発費用以外の運用

保守費用についてでございますけれども、現在

のところ、１月40万円ぐらいを見込んでおりま

す。 

【虎島委員】 ありがとうございます。ちょっと

開発費が高いというような意見もございました

けれども、私は、このアプリ、本当に防犯、一

つでも犯罪件数を減らせれば、これは成功じゃ

ないかなと思っております。そんな中、成果指

標というか、先日の総括質疑でもありました5万

ダウンロードを目標とするというようなことも

ございましたけれども、その他、成果の指標と

して掲げられているものがあれば教えてくださ

い。 

【松尾生活安全企画課長】 委員ご指摘のとおり、

現在のところ、この防犯アプリに関しましては

ダウンロード数を目標数として掲げております

けれども、それ以外に、ほかの安全安心に関す

る数値、例えば刑法犯の認知件数でございます

とか、その他交通事故でございますとか、長崎

県内で発生する事件・事故の減少に資すれば良

いということで開発をしておりますので、具体

的な数字として目標、この防犯アプリに関して

はございませんけれども、そこにつなげていく

ように開発も力を入れていく所存でございます。 

【虎島委員】 ありがとうございます。例えば、

この開発される予定として、国際電話ブロック

機能というものがあったり、幾つかの犯罪を防

ぐような機能が入る予定だと思いますけれども、

実際このアプリで、どのような犯罪、詐欺とい

うものが防げるか教えていただければと思いま

す。 

【松尾生活安全企画課長】 機能につきましては、

先ほど委員からご指摘がありましたとおり、ニ

セ電話詐欺、これについては国際電話をシャッ

トアウト、あるいは警告をする機能がございま

すので、特にスマホに関しては有効であると考

えております。その他、地域の犯罪情報、例え

ば声かけについても、あとそれから交通事故に

つきましてもマップ機能によりまして、どこで

どのような事案が発生しているか、また、いわ

ゆる進行型殺傷事件、例えば刃物を持った者が

どこどこ地区にいるとか、緊急でそのような情

報を住民の皆様にお知らせして、防犯の意識を

高めると、そのような機能も考えております。

まだ、いろいろな機能を検討しているところで

ございますが、少しでも事件・事故の減少、抑

止につながるようにやっていこうと考えており

ます。 

【虎島委員】 ありがとうございます。このアプ

リ、必要な方はどの層かと、いろんな機能があ

りますので、いろんな層に有用だというふうに

は思いますけれども、詐欺といったところは、

やはり高齢者に非常に有用で、ぜひ高齢者に届

いてほしいとは思ってます。総括質疑でもお話

があり、高齢者に対してはインストールする手

助けをするといったようなお話があったんです

けれども、なかなか高齢者がこのアプリを探し

てダウンロードするというのは、なかなか行き

着かないというか、そこにたどり着かないんで

はないかというふうに思います。できるだけ多

くの方に、せっかく作るアプリですので、公の

長崎県が作るアプリということですから、でき

るだけ多くの人にインストールしていただきた

いと思っております。 

 そこでご提案ですけれども、例えば携帯電話

の販売事業者とか、市町とか、また地域包括支

援センターといった組織とぜひ連携して普及を

していただきたいというふうに思うんですけれ

ども、その点いかがでしょうか。 
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【松尾生活安全企画課長】 ただいま委員からお

話がありました携帯電話の事業者などの事業者、

その他と連携した取組についても、ダウンロー

ドを促進するためには極めて重要であると考え

ております。警察としましては、あらゆる警察

活動を通じた広報啓発を行っていきますけれど

も、それに合わせて協力事業者や関係機関、団

体とも連携してダウンロード促進に取り組んで

まいります。 

【虎島委員】 ありがとうございます。ぜひとも

よろしくお願いいたします。期待しております。 

 もう一点だけ、先ほど自転車の話がありまし

たので、自転車乗りとしてちょっと気づいたこ

とですけれども、前回の委員会でもちょっと話

題になりました追越しルールの厳格化というか、

ルールについてがありました。青切符、自転車

1件ということでしたけれども、この法改正以降、

自動車側の検挙件数というのが増えたのか、デ

ータがありましたらお願いいたします。 

【小川交通指導課長】 委員お尋ねの件につきま

しては、自動車側が自転車を追い越す場合の件

数ということだと認識してるんですけれども、

申し訳ありません、それに関しまして、特別に

統計を取っておりませんので、現時点では分か

りません。 

【初手委員長】 ほかに質問はございませんか。 

【山口委員】 ちょっとお尋ねしますが、今それ

ぞれ各委員さんからお話があってる防犯アプリ

の関係なんですが、これ極めて重要なことだと

思っています。特に155件で8億幾らの被害が出

ている状況で、要は私も高齢者の部類なんです

が、いかに県民の方にこの防犯アプリの使い方

を含めて有効性を知らしめるか、教えていける

かというのがポイントじゃないかなと思ってま

す。ここに2,800万円のお金を使うわけなんです

けれども、相当の効果が出るというふうに思い

ますけれども、特にどういう媒体を使ってとい

うか、どういう方法で、県民に知らしめようと

されているのか、教えていただけますか。 

【松尾生活安全企画課長】 委員ご指摘のとおり、

いかにダウンロードを促進していくかというと

ころでございますけれども、現在県警で考えて

いることは、60歳台のいわゆる高齢者層の方に

対しては、詐欺等の犯罪の被害に遭う可能性が

高いと思われることから、自治会や老人会など

の各種防犯講話を通じて広報させていただき、

なおかつ、その場でダウンロードを補助する、

高齢者の方にはスマホのアプリのダウンロード

を1回もしたことがないという方もいらっしゃ

いましたので、そのような方には丁寧に支援を

して警察活動を通じてダウンロードを促進いた

します。 

 また、比較的若い層ですね、10代、20代の若

年層につきましては、犯罪に関する知識や危機

感に乏しい方がいらっしゃるため、スクールサ

ポーター、あるいは県の教育委員会等の教育機

関と連携して防犯アプリの有効性や必要性を丁

寧に広報してダウンロードをお願いしていきま

す。 

 最後に、いわゆる30代から50歳台の方ですけ

れども、現在県警察が配信しております「安心

メールキャッチくん」の登録者数が多いことか

ら、防犯アプリへの移行を呼びかけるとともに、

学校や企業に対する広報を通じてダウンロード

を促進いたします。このほか、関係機関と連携

いたしまして、市町の相談窓口でアプリのＱＲ

コード付きの広報用チラシを配布していただく

などご協力を呼びかけて、ダウンロード促進に

努めてまいりたいと考えております。 

【山口委員】 ありがとうございます。普通の市
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民といいますか、普通の方たちへの情報という

のは、どういう形で皆さん方が考えられている

ことが伝わるのかなというのをちょっと考える

んですが、やはり一番俗なやり方かもしれませ

んけれども、それぞれの自治会にきちっとした

情報を提供するというのが大事かなと思ってい

ます。そしてマスコミさんもおいでになってま

すけど、要は家族の方たちが知っていただくこ

とによって高齢者の方に伝わるわけですから、

そのためには新聞、テレビ等を通じて、きちっ

と本当に広く知らしめていくということが大事

だろうと思いますので、ぜひ工夫をしていただ

ければと思っています。よろしくお願いします。 

【初手委員長】 ほかに質問ありませんか。 

【本多委員】 先日、市民相談において、外国人

観光客のレンタカーによる事故が増えていると

いうようなお話を伺いました。実際レンタカー

による事故のデータがあるようでしたら、現状

と推移も併せてお尋ねいたします。 

【奥野交通企画課長】 レンタカーの事故につい

てのお尋ねですけれども、これら正式に統計は

取っていなくて、参考で昨年の手で拾った数が

あるんですけれども、それにつきましては、令

和7年中のレンタカー事故が54件ということで

ございまして、前年比が出ていない状況でござ

います。 

【本多委員】 推移がちょっと分からないけれど

も、昨年は54件だったと。お話の中では、長崎

の人には分かるけれども、観光客には分かりづ

らい表示、例えば路面電車の黄色矢印、そうい

ったものが分からずに事故を起こす場面がある

というようなお話でした。観光客に分かりやす

いように表示するような工夫とかあれば、もし

くは今後対策として行っていくのがあればお尋

ねいたします。 

【田中交通規制課長】 観光客の皆様に向けた道

路標示の在り方というところでお答えをさせて

いただきます。現在、道路標示につきましては、

一時停止であったりするような標識、これに対

してＳＴＯＰというような英語表記、こういっ

たものを記載をするように進めていっておりま

す。長崎を訪れる観光客の皆様にも分かりやす

いように、そのほか4か国語で、日本語、英語、

中国語、韓国語といったイラスト表記の表示板

を設置しているところでございます。引き続き、

状況を確認しながら、こういった英語表記を併

記した表示というものを進めてまいりたいと考

えております。 

【本多委員】 まさに、それが必要かなと思って

おります。今後２バース化のお話も出ておりま

す。それが進むことによって、外国人の観光客

の増加が見込まれます。長崎県の観光振興基本

計画によると、観光消費単価の増とか、観光客

数の増、滞在時間の延長、リピーター数の増が

観光消費増加に直接的に寄与する要因としてお

ります。長崎県の発展に欠かせない観光産業な

んですけれども、それを下支えするのは、やは

り交通インフラ等も大切になってくるかと思い

ます。市内で主要道路で白線がもう消えかかっ

ているような箇所も多く見受けられます。予算

が限られていることは、承知をしておりますけ

れども、長崎県の予算が限られていることは、

観光客の方には関係ないんで、ぜひ積極的なイ

ンフラ整備をお願いいたします。 

【田中交通規制課長】 道路標示の印刷が、標示

が薄くなっている箇所についてのお尋ねでござ

います。道路標示が薄くなっている部分につい

ては、通常の警察活動を通じて警察官が直接視

認したもの、それから一般の方からご意見をい

ただいたものを整理して、年間を通じて、あと
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そのほか年に一度点検整備強化月間というもの

を定めて、特に集中して点検を行っております。

この中で規制の標示がすごく薄くなってしまっ

て、このままでは規制の効果が発揮できないよ

という緊急性のあるものについては、直ちに対

応いたしておりますが、そのほか視認性が担保

され、規制の効果が維持されているものについ

ては、警察署単位でまとめて発注をして、作業

効率の効果的な運用と予算の財政の効果的な支

出というところで対応させていただいておりま

す。 

【初手委員長】 ほかに質問ありませんか。 

【赤木委員】 すみません、２周目になりますが、

１点だけお尋ねをいたします。 

 前回の委員会で、私、広報のことについてお

尋ねをしました。以前から、私、２期目になる

んですけれども、前の期から長崎県警の広報は

高く評価しておりまして、予算が少ない中でも

本当に多くの県民の皆様に周知なり、新しい取

組をされていると私自身は認識しております。

犯罪防止はもちろん、長崎県警のイメージアッ

プ、また、先ほどから議論がありましたアプリ

のダウンロードもやはり広報の重要性というも

のは長崎県警としてもかなり重要視していただ

いているものと思っております。 

 先日、我々総務委員会でも警察学校の方に訪

問させていただいて、視察をさせていただいて、

警察学校の方でもやはり警察学校の厳しさが先

行してしまっているので、親しみやすさであっ

たり、柔軟性を認識してもらうために校長も踊

っていただいている動画を拝見しました。私は

とてもいい取組だと思っております。ＳＮＳを

頑張っていただいていると思っています。ほか

の県のやつも拝見しておりますが、長崎県警頑

張っているなと、様々なＳＮＳのアカウントで

頑張っていただいていると思っていますが、や

はりテレビ等の伝え方もとても大事だと思って

おります。テレビ番組ですと、何かこちらから

県警側から主体的にやっている場合は、やはり

テレビ番組側、放送局側にお金を払っていろん

なＣＭですとか、必要になってきますが、そう

ではなくて、いろんな取材の協力をすることに

よって、長崎県警のイメージアップにつながる

取組というものは多く考えられるんじゃないか

と思っておりますが、そういった具体的な例え

ば全国の番組などとの連携など実績なり、今後

考えていることもありましたら教えていただき

たいと思います。 

【相川広報相談課長】 ただいまの具体的な取組

等についてのご質問に回答いたします。 

 全国と連携というところではないのですけれ

ども、やはり地元局との連携というところで、

具体的には、昨年、令和7年の7月なんですが、

このときに警察からの働きかけによりまして、

長崎警察署の若手の女性警察官、この女性警察

官の24時間の密着取材というものを働きかけ、

放映をしていただきました。また、令和7年、昨

年は白バイ隊員の活動であったり、あと科学捜

査研究所職員の活動、また、今年に入りまして

は新人音楽隊員の活動ということで、それぞれ

特集を組んでいただいて、県民の皆様に広報さ

せていただいているところでございます。 

 また、先ほど警察学校の話もありましたが、

つい先日、記者の方に実際体験をしていただく

ということで、警察学校の方で1日体験入校とい

うこともしていただいて、その内容につきまし

ても報道をしていただいているところです。 

【赤木委員】 具体的な長崎県内での取組をご報

告いただきました。ありがとうございます。地

元のアナウンサーも体験していただいたり、あ
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と塩田みうさんも実際体験されている様子もＳ

ＮＳ上で拝見をさせていただきました。こうい

った取組はとても県民の皆様に親しみを与える

ことだと思いますし、採用につなげるためには、

もちろん若手の方、若い方々が認識することは

もちろんですし、親御さんもそういった様子を

見て、長崎県警を就職先として見ることもとて

も大事だと思いますので、テレビとの付き合い

方はとても大事だなと、テレビ、報道、既存の

メディアとの付き合い方はとても大事だと思っ

ております。全国の規模といいますか、全国で

取り上げられてる番組から取材依頼があった場

合は、私としては、積極的に取材に応じていた

だいて、もちろん秘密を漏らすようなことがあ

ってはならない等、前提とした上で、積極的に

取り組んでいただいて、親しみやすさであった

り、しっかりと現場で頑張ってる警察の皆さん

の、職員の皆さん取組というのは、多くの方に

見ていただきたいと思ってますので、ここは要

望に代えさせていただいて、質問を終わります。 

【初手委員長】 ここで暫時休憩いたします。 
 

― 午前１１時１０分 休憩 ― 

― 午前１１時１２分 再開 ― 
 

【初手委員長】 委員会を再開いたします。 

 ほかに質問はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【小川交通指導課長】 先ほど虎島委員からの車

からの自転車の追越しの統計につきましては、

統計としては取っておりませんけれども、1件1

件確認させていただいて、後日ご報告させてい

ただくということでよろしくお願いいたします。 

【初手委員長】 

ほかに質問はございませんか。 

ほかにご質疑がないようですので、警察本部関

係の審査結果について整理をしたいと思います。 

 しばらく休憩をいたします。 
 

― 午前１１時１３分 休憩 ― 

― 午前１１時１３分 再開 ― 
 

【初手委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、警察本部関係の審査を終

了いたします。 

 引き続き、出納局及び各種委員会事務局関係

の審査を行います。 

 しばらく休憩をいたします。 
 

― 午前１１時１３分 休憩 ― 

― 午前１１時２７分 再開 ― 
 

【初手委員長】 委員会及び分科会を再開いたし

ます。 

 これより出納局及び各種委員会事務局関係の

審査を行います。 

 審査に入ります前に、理事者側から、4月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった

新任幹部職員の紹介を受けることにいたします。 

【大瀬良会計管理者】 このたび4月1日付の人事

異動で、会計管理者を拝命いたしました大瀬良

潤でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。同じく4月1日付の人事異動によりまして、

異動がありました出納局の新任の幹部職員を私

の方からご紹介させていただきたいと思います。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

【入口監査事務局長】 このたび4月1日付の人事

異動で監査事務局長を拝命いたしました入口健

治でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

【小畑人事委員会事務局長】 4月1日付の人事
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異動に伴う人事委員会事務局の新任幹部職員を

ご紹介いたします。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【小畑労働委員会事務局長】 同じく4月1日付の

人事異動に伴う労働委員会事務局の新任幹部職

員をご紹介いたします。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【苑田議会事務局長】 このたび4月1日付の人事

異動により議会事務局長を拝命いたしました苑

田弘継でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。同じく4月1日付の人事異動に伴う議

会事務局の新任幹部職員をご紹介いたします。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【初手委員長】 ありがとうございました。 

 それでは、これより審査に入ります。 

【初手分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算に係る報告議案を議題といたします。 

 まず、会計管理者より報告議案の説明を求め

ます。 

【大瀬良会計管理者】 それでは、私の方から出

納局関係の議案についてご説明をしたいと思い

ます。 

 予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の2ページ目をお開きください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

先の3月定例会の予算決算委員会において、専決

処分により措置することにつきまして、あらか

じめご了承いただき3月31日付で専決処分させ

ていただきました、報告第2号、知事専決事項報

告「令和7年度長崎県一般会計補正予算（第11号）」

のうち関係部分であります。 

 歳入予算の主なものといたしまして、（目）

出納手数料で5,200万円を増額いたしておりま

すが、これはキャッシュレス決済等による手数

料収入が見込みを上回ったことによるものであ

ります。 

 3ページ目をお開きください。 

 歳出予算の主なものといたしまして、（目）

会計管理費で1,515万5,000円を減額いたしてお

りますが、これは会計事務管理運営費の減によ

るものであります。 

 以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。 

【初手分科会長】 ありがとうございました。 

 次に、監査事務局長より予算に係る報告議案

の説明を求めます。 

【入口監査事務局長】 監査事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。 

 同じ資料の4ページをお開きください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第2号、知事専決事項報告「令和7年度長崎

県一般会計補正予算（第11号）」のうち関係部

分であります。 

 歳出予算の主な内容は、（目）委員費で55万

円を減額いたしておりますが、これは委員運営

費の減によるものであります。 

 また、（目）事務局費で340万5,000円を減額

いたしておりますが、これは職員給与費等の減

によるものであります。 

 以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。 

【初手分科会長】 次に、人事委員会事務局長よ

り予算に係る報告議案の説明を求めます。 

【小畑人事委員会事務局長】 人事委員会事務局
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関係の議案について、ご説明いたします。 

 同じ資料の5ページをお開きください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第2号、知事専決事項報告「令和7年度長崎

県一般会計補正予算（第11号）」のうち関係部

分であります。 

 補正予算の主な内容ですが、歳入予算の（目）

雑入で56万円を減額いたしておりますが、これ

は公平委員会事務受託に伴う収入見込額の減等

によるものであります。 

 歳出予算の（目）事務局費で180万1,000円を

減額いたしておりますが、これは事務局運営費

等の減によるものであります。 

 以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。よろしくご審議を賜ります

ようお願い申し上げます。 

【初手分科会長】 ありがとうございました。 

 次に、労働委員会事務局長より予算に係る報

告議案の説明を求めます。 

【小畑労働委員会事務局長】 労働委員会事務局

関係の議案についてご説明いたします。 

 同じく資料の6ページをお開きください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第2号、知事専決事項報告「令和7年度長崎

県一般会計補正予算（第11号）」のうち関係部

分であります。 

 補正予算の主な内容ですが、歳出予算の（目）

委員会費127万円を減額いたしておりますが、こ

れは委員会運営費の減によるものであります。 

 （目）事務局費45万7,000円を減額いたしてお

りますが、これは職員給与費等の減によるもの

であります。 

 以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。よろしくご審議を賜ります

ようお願い申し上げます。 

【初手分科会長】 ありがとうございました。 

 次に、議会事務局長より予算に係る報告議案

の説明を求めます。 

【苑田議会事務局長】 議会事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。 

 同じ資料の7ページをお願いいたします。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第2号、知事専決事項報告「令和7年度長崎

県一般会計補正予算（第11号）」のうち関係部

分であります。 

 補正予算の内容ですが、歳出予算の（目）議

会費で891万6,000円を減額いたしておりますが、

これは議会運営費等の減によるものでございま

す。 

 また、（目）事務局費で238万8,000円を減額

いたしておりますが、これは職員給与費等の減

によるものでございます。 

 以上をもちまして、議会事務局関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願いいたします。 

【初手分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算に係る報告議案に対する質疑

を行います。 

 質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算に係る報告議案に対する質疑・討論が終

了いたしましたので、採決を行います。 

 報告第2号のうち関係部分については、原案の
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とおり承認することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 異議なしと認めます。 

 よって、予算に係る報告議案は、原案のとお

りそれぞれ承認すべきものと決定されました。 

【初手委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 出納局及び各種委員会事務局においては、今

回、委員会付託議案及び陳情がないことから、

関係部局長より、所管事項についての説明を受

けた後、提出資料についての説明を受け、議案

外所管事務一般についての質問を行うこととい

たします。 

 それでは、まず会計管理者より、所管事項説

明を求めます。 

【大瀬良会計管理者】 それでは、私の方から出

納局関係の所管事項について、ご説明を致した

いと思います。 

 総務委員会関係説明資料の2ページをお開き

ください。 

 長崎県行財政運営プラン2025の主な取組内容

といたしまして、出納局におきましては、会計

事務のさらなるシステム化のため、財務会計シ

ステムにおいて、施行伺や契約書、入札執行通

知書等の出力を可能にするなど、契約事務を支

援する機能を追加し、令和6年7月より運用を開

始しました。 

 また、財務会計システム操作方法等の改善の

ため、職員からの要望や提案を基に改修を行い、

業務の省力化、効率化を図りました。引き続き

会計事務に係る業務の標準化やデータ管理の効

率化等を図ってまいりますので、委員の皆様の

ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

 以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。 

【初手委員長】 次に、監査事務局長より所管事

項説明を求めます。 

【入口監査事務局長】 監査事務局関係の所管事

項についてご説明いたします。 

 同じ資料の3ページをご覧ください。 

 今年度の監査の実施につきましては、地方自

治法等に基づき、効率的かつ効果的な実施を図

るため、年度初めの監査委員会議において、監

査等の種類、対象、時期等を定める令和8年度監

査計画を策定しております。当該計画に基づき、

県の事務や事業について、昨年度に引き続き、

合規性、正確性、経済性などの観点から検証に

努め、監査の結果が事務や事業の改善につなが

るよう、十分留意して実施することとしており

ます。 

 また、監査結果に対する是正、改善の取組状

況について継続的にフォローアップを行い、監

査の実効性の確保に努めるとともに、監査結果

等については、長崎県公報及び県のホームペー

ジへの登載による公表や庁内ポータルサイトに

掲載するなど、庁内外への周知に努めてまいり

ます。 

 以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。 

【初手委員長】 次に、人事委員会事務局長より

所管事項説明を求めます。 

【小畑人事委員会事務局長】 人事委員会事務局

関係の所管事項についてご説明いたします。 

 資料は、総務委員会関係説明資料及び追加1と

なります。 

 初めに、総務委員会関係説明資料の追加1、2

ページをご覧ください。 

 令和8年度県職員採用試験についてでありま

すが、今年度の大学卒業程度試験については、
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事務系と技術系を合わせた計11職種のＢ試験を

実施し、6月12日に最終合格者を発表いたしまし

た。 

 また、同じく大学卒業程度試験のＡ試験16職

種と社会人経験者の選考試験11職種の一次試験

を6月21日に実施いたしました。 

 それぞれ二次試験等の予定につきましては、

記載のとおりでございます。 

 また、警察官Ⅰ類（男性・女性）Ｂの試験を

実施し、6月12日に最終合格者を発表いたしまし

た。その他の職員採用試験の実施予定につきま

しては、それぞれ記載のとおりであります。 

 次に、総務委員会関係説明資料の4ページをお

開きください。 

 長崎県行財政運営プラン2025に基づく取組に

ついて、人事委員会事務局では、優秀な人材の

確保に向けた採用手法の見直しとして職員採用

試験における受験者の負担軽減及び受験機会の

拡大を図る見直しを行ってまいりました。その

主なものとしましては、令和3年度に基礎能力検

査（ＳＰＩ3）を導入するとともに、試験日程を

前倒しした早期試験を実施いたしました。なお、

当該検査については、令和6年度に全国の会場や

自宅で受験が可能なテストセンター方式を導入

いたしました。さらに、技術系職種については、

受験者確保のため、令和4年度以降、必要に応じ

て追加試験を実施しております。 

 今後も新たに策定する行財政運営に関する方

針に基づき、効率的かつ効果的な組織運営に取

り組み、各施策の実現に努めてまいります。 

 以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。 

【初手委員長】 次に、労働委員会事務局長より

所管事項説明を求めます。 

【小畑労働委員会事務局長】 労働委員会事務局

関係の所管事項について、ご説明いたします。 

 資料は、総務委員会関係説明資料及び追加2と

なります。 

 まず、調整事件について、総務委員会関係説

明資料追加2の2ページをご覧ください。 

 労働組合と使用者との間で生じた労働争議の

調整につきましては、調整中であった4件のうち、

生活関連サービス業に係る2件が解決及び打切

りにより終結いたしました。新たに生活関連サ

ービス業により1件の申請があり、昨年度からの

事件を含む計3件につきましては、いずれも現在

調整中であります。 

 次に、総務委員会関係議案説明資料の5ページ

をお開きください。 

 審査事件について、労働組合法に基づく使用

者の不当労働行為の審査につきましては、現在、

審査中の事件はありません。 

 個別的労使紛争について、労働者個人と使用

者との間で生じた紛争のあっせんにつきまして

は、調整中であった2件のうち、建設業に係る事

件は打ち切り、製造業に係る事件は取下げによ

り終結いたしました。新たに金融業等に係る計

3件の申請があり、いずれも現在、調整中であり

ます。 

 以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。 

【初手委員長】 ありがとうございました。 

 次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料について説明を求め

ます。 

【園田会計課長】 政策等決定過程の透明性等の

確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関す

る決議に基づき、本委員会に提出いたしました

出納局・各種委員会事務局の資料についてご説

明を申し上げます。 
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 資料の2ページをご覧ください。 

 出納局所管の1,000万円以上の契約について、

令和8年2月から令和8年5月までの実績は、記載

のとおり、1件となっております。 

 また、入札結果につきましては、3ページに記

載のとおりでございます。 

【初手委員長】 以上で説明が終わりましたので、

これより議案外所管事務一般に関する質問を行

います。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般についてご質問はあ

りませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問がないようですので、

出納局及び各種委員会事務局関係の審査結果に

ついて整理をしたいと思います。 

 しばらく休憩をいたします。 
 

― 午前１１時４６分 休憩 ― 

― 午前１１時４７分 再開 ― 
 

【初手委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、出納局及び各種委員会事

務局関係の審査を終了いたします。 

 本日の審査はこれにてとどめ、6月30日は午前

10時から委員会を再開し、企画部関係の審査を

行います。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 お疲れさまでした。 
  

― 午前１１時４７分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年６月３０日 

自  午前 ９時５８分 

至  午前１１時 ５分 

於  委 員 会 室 １ 
 
 

２、出席委員の氏名 

初手 安幸 委員長（分科会長） 

永安 健次 副委員長（副分科会長） 

山口 初實 委 員 

近藤 智昭  〃   

大場 博文  〃   

山下 博史  〃   

赤木 幸仁  〃   

本多 泰邦  〃   

白川 鮎美  〃   

畑島 晃貴  〃   

虎島 泰洋  〃   
 

 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し 
 

 
 

５、県側出席者の氏名 
 
 

宮地 智弘 企 画 部 長 

猿渡 圭子 企 画 部 次 長 

坂本 敬作 政 策 調 整 課 長 

山下 公誉 政 策 企 画 課 長 

小島 敬輝 
政策企画課企画監 
（地域連携担当） 

西  晴喜 
政策企画課企画監 
（総合計画・総合戦略担当） 

直塚  健 デジタル戦略課長 

 
 

６、審査の経過は次のとおり 
 

― 午前 ９時５８分 開議 ― 
 

【初手委員長】 委員会及び分科会を再開いたし

ます。 

 これより企画部関係の審査を行います。 

 審査に入ります前に、理事者側から4月の人事

異動後、これまでの委員会に出席がなかった新

任幹部職員の紹介を受けることにいたします。 

【宮地企画部長】 おはようございます。 

 本日出席しております幹部職員のうち、4月1

日付で人事異動がありました職員をご紹介いた

します。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

【初手委員長】 ありがとうございました。 

 それでは、これより審査に入ります。 

【初手分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。 

 企画部長より予算議案及び予算に係る報告議

案の説明を求めます。 

【宮地企画部長】 企画部関係の議案についてご

説明いたします。 

 予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

及び予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料（追加1）をお開き願います。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第84号議案「令和

8年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のう



令和８年６月定例会総務委員会・予算決算委員会総務分科会（７月１日） 

- 26 - 

ち関係部分、報告第2号、知事専決事項報告「令

和7年度長崎県一般会計補正予算（第11号）」の

うち関係部分であります。 

 初めに、第70号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち、企画部関係につ

いてご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から重要な政策的経費を除いた骨格予

算として編成しており、今回の補正において具

体的な諸施策の予算を計上しております。 

 補正予算は、歳入予算で5億4,950万3,000円の

増、歳出予算で2,809万6,000円の増を計上いた

しております。 

 歳入予算の内容は、地域未来交付金の増であ

り、主に他部局で歳出予算を計上しております

当交付金を活用した事業に対応して政策企画課

において歳入予算を計上するものであります。 

 歳出予算については、ＡＩやロボットなどの

先端技術の社会実装に向け、官民連携で実施す

るモデル実証に要する経費を計上いたしており

ます。 

 次に、議案説明資料（追加1）の2ページ、中

ほどをご覧願います。 

 第84号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」のうち、関係部分についてご説明

いたします。 

 補正予算は、歳入予算で9億7,116万9,000円の

増となっております。この補正予算は、国の重

点支援地方交付金等を活用した物価高騰対策に

ついて必要な予算を追加しようとするものであ

り、他部局で歳出予算を計上しております物価

高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し

た事業に対応して、政策企画課において歳入予

算を計上するものであります。 

 なお、その内訳については、別紙の補足説明

資料、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金充当事業一覧のとおりであります。 

 続きまして、元の議案説明資料にお戻りいた

だき、3ページ中ほどをご覧願います。 

 報告第2号、知事専決事項報告「令和7年度長

崎県一般会計補正予算（第11号）」のうち、企

画部関係についてご説明いたします。 

 これは、さきの3月定例会の予算決算委員会に

おいて専決処分により措置することについて、

あらかじめご了承いただいておりました令和7

年度予算の補正を令和8年3月31日付で専決処分

させていただきましたので、その概要をご説明

いたします。 

 企画部所管の補正予算額は、歳入予算で14億

3,745万6,000円の減、歳出予算で2,251万4,000

円の減となっております。 

 歳入予算の主な内容は、物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金12億9,831万4,000円の減、

新しい地方経済・生活環境創生交付金1億7,913

万5,000円の減、企業版ふるさと納税に係る寄附

金4,000万円の増であります。 

 歳出予算の主な内容は、総務管理費では一般

管理費の19万3,000円の減、企画費では、政策調

整事業費の500万円の減、空飛ぶ未来を拓くドロ

ーンワールドプロジェクト費の579万3,000円の

減であります。 

 以上をもちまして、企画部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議賜りますようお願い申

し上げます。 

【初手分科会長】 次に、提出のありました政策

等決定過程の透明性等の確保に関する資料、政

策的新規事業の計上状況について、説明を求め

ます。 

【坂本政策調整課長】 政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に
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関する決議に基づき、本分科会に提出しており

ます政策的新規事業の計上状況について、ご説

明いたします。 

 資料は、表紙に秘書・広報戦略部、企画部、

総務部、地域振興部、県警本部と記載があるも

のでございます。 

 2ページをご覧ください。この資料は、決議第

5の3に基づきまして、政策的新規事業に係る令

和8年度6月補正予算要求の内容について、査定

結果を提出するものであり、企画部の事業につ

きましては、上から二つ目のながさきＡＸプロ

ジェクト費、以上1事業を記載しております。 

 事業の計上額につきましては、予算編成過程

において、事業内容等を精査した上で、予算案

として計上した額を記載しております。 

 説明は以上でございます。よろしくご審議を

賜りますようお願い申し上げます。 

【初手分科会長】 次に、デジタル戦略課長より

補足説明を求めます。 

【直塚デジタル戦略課長】 デジタル戦略課の令

和8年度6月補正予算の概要についてご説明いた

します。 

 サイドブックス上の一つ目の分科会補足説明

資料の4ページをご覧ください。 

 ながさきＡＸプロジェクト費として2,809万

6,000円を計上しております。事業概要につきま

しては、記載のとおり、ＡＩやロボットなどの

先端技術の社会実装に向け、産学官金で連携し

ながらモデル実証を実施する事業でございます。 

 具体的な事業内容につきましては、まず、フ

ィジカルＡＩを活用した技術実証でございます。

実証例としましては、例えば医療分野における

ロボットによる相談対応や教育現場におけるア

バターを活用した授業など、ロボットやＣＧア

バターなどの先端技術を活用した実証を想定し

ております。 

 続きまして、ＡＩを活用した情報データ分析

技術実証でございます。実証例としましては、

ＡＩオンデマンド乗合サービスによる地域公共

交通の最適化などオープンデータや各種センサ

ー等から取得したデータをＡＩにより分析・活

用した実証を想定しております。なお、実証の

対象分野につきましては、本県が抱える社会課

題との親和性などを踏まえまして、学術機関な

どの有識者のご意見をお伺いしながら決定する

こととしております。 

 また、モデル実証を実施する事業者につきま

しては、公募により企画提案の募集を行い、産

学官金で構成する審査委員会において選定する

こととしております。 

 今後は、産学官金が連携してモデル実証を進

め、その成果を県内企業の生産性や県民生活の

向上につなげてまいりたいと考えております。 

 デジタル戦略課からの補足説明は、以上でご

ざいます。よろしくご審議賜りますようお願い

いたします。 

【初手分科会長】 ありがとうございました。 

 以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案及び予算に係る報告議案に対する質疑を

行います。 

 質疑はありませんか。 

【赤木委員】 おはようございます。今回の予算

議案ということで、私、一般質問の中でも質問

させていただきましたながさきＡＸプロジェク

トについてお尋ねをいたします。 

 このプロジェクト、先ほどの資料のご説明で

もありましたが、もともと4,000万円以上の予算

を要求しておりましたが、実際は今回提出いた

だいた金額となっております。削られたのかな

と思いますが、これは何が削られたんでしょう
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か。また、あと事業が問題なくできるのか、お

尋ねをいたします。 

【直塚デジタル戦略課長】 予算要求額と査定額

の乖離についてのお尋ねでございますが、査定

により減額となった理由につきましては、本事

業予算の中で大きな割合を占める実証事業につ

きまして、その内容や規模を改めて精査したほ

か、あとほかの事業実績なども参考にしながら、

例えば、有識者の招聘回数でありますとか、旅

費などを実績に見合った水準に見直しを行うな

ど、必要な経費として整理を行った結果、減額

の査定になったものでございます。 

 なお、今回の減額につきましては、効率的か

つ効果的な執行の観点から査定が行われたもの

でございますので、事業実施に必要な経費は確

保されていると考えておりまして、当初予定し

ていた事業内容には支障なく十分に事業実施で

きるものと考えております。 

【赤木委員】 ご説明いただきありがとうござい

ました。 

 先ほども課長の方からご説明いただきました

けど、これからちょっと深掘りをしていきたい

なと思っております。 

 まず、初めて聞く言葉の方も県民の皆さんに

は多くいらっしゃるのかなと思いますので、な

がさきＡＸプロジェクトの意味について、まず

はお尋ねをいたします。 

【直塚デジタル戦略課長】 まず、ＡＸとは、Ａ

Ｉトランスフォーメーションの略のことでござ

いまして、デジタルトランスフォーメーション、

いわゆるＤＸの次の段階として位置づけられた

ものでございます。例えばＤＸが紙の書類をデ

ジタル化するといったアナログ的な業務プロセ

スのデジタル化を進める取組であるのに対して、

ＡＸはＤＸによって蓄積されたデータをＡＩが

自動的に分析・活用し、予測に基づく意思決定

や業務の高度化を図るものでございます。 

 ながさきＡＸプロジェクトにつきましては、

こうしたＡＩやロボットなどの先端技術を活用

した実証を産学官金で連携しながらモデル実証

を行い、県内における社会実装を目指すプロジ

ェクトでございます。 

【赤木委員】 具体的にご説明いただきましてあ

りがとうございました。一般質問でも述べたん

ですけれども、ＡＩをはじめとする先端技術の

活用に関しては、ロボットやＣＧアバターなど

フィジカルＡＩを活用した相談対応やＡＩによ

るオンデマンド型の乗合交通サービスの実証な

どに取り組む旨の答弁をいただきました。長崎

県は、多くの有人離島を有し、人口減少も進み、

本当に先端というか、課題が山積しております。

ほかの地域よりも解決すべき課題が多いと認識

しておりますが、今回のプロジェクトにおける

狙い、長崎県における狙いというのは何でしょ

うか。 

【直塚デジタル戦略課長】 本事業の目的につい

てのお尋ねでございますが、委員がおっしゃる

とおり、本県は離島や半島地域を多く有してい

ることから医療や教育、物流などの分野で人手

不足や移動の制限といった課題を抱えておりま

す。 

 こうした課題に対しまして、フィジカルＡＩ

やＡＩを活用したデータ利活用は有効な手段で

あると考えております。具体的には、例えばロ

ボットやＣＧアバターなどのフィジカルＡＩの

活用におきましては、一人の人間が複数の場所

で活動することを可能にしたり、あるいは対面

における心理的負担の軽減などを図ることで、

人手不足の対応に加え、多様な人材の社会参画

の促進なども期待をしているところでございま
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す。また、ＡＩを活用したデータ利活用につき

ましては、本県特有の地理的な制約による課題

の解決が求められている、例えば、地域交通な

どの分野におきましては、ＡＩによる需要予測

を活用することで交通や物流の最適化など限ら

れた人的・物的資源の有効活用が図られるもの

と期待をしております。 

 今後、実証事業を通じて得られた知見やデー

タを生かしながら、先端技術の導入効果や他分

野での活用の有用性なども検証しながら、県内

企業の課題解決や県民生活の向上につなげてま

いりたいと考えているところでございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。狙いも本

当に長崎県の課題に向き合ったもの、それを解

決に向けて、ぜひとも動かしていただきたいと

思いますが、今のお話の中でもロボットやＣＧ

アバターなどの活用に関しては、目に見えたり

というか、遠隔操作で接客している場面だった

り、あと無人コンシェルジュ、そういった場面

に遭遇することでイメージは湧きやすいとは思

うんですけれども、ＡＩによるオンデマンド型

の乗合交通サービスの実証ということですが、

具体的にどのような内容を実施するんでしょう

か。 

【直塚デジタル戦略課長】 具体的な実証内容に

つきましては、公募で提案いただいた内容次第

ということもございますが、一例として申し上

げれば、例えば、今後国内で普及が見込まれる

ＡＩ駆動型モビリティーについて、本県での導

入、実装なども見据え、その運用を支える仕組

みづくりに向けた検証などを想定しているとこ

ろでございます。例えば、タクシーなどの既存

車両にドライブレコーダーを搭載し、走行デー

タを収集・分析した上で、コンピュータ上にお

いて、ＡＩによる安全な走行のためのシミュレ

ーションを実施しまして、導入に向けた課題や

有用性の検証を行うことなどが想定されると考

えているところでございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。今、ＡＩ

駆動型のモビリティーというお話がありました。

この活用を長崎県内で進めていくのであれば、

実用化に当たり、もちろん技術面での課題や法

制度の面でも、どこでやるかのもちろん問題も

あるんでしょうけど、様々な課題があると思い

ますが、その点についてはいかがでしょうか。 

【直塚デジタル戦略課長】 今後の対応について

のお尋ねでございますが、仮にＡＩ駆動型のモ

ビリティーの実証を行うとすれば、事業者につ

きましては、モビリティー向けＡＩの開発企業

でありますとか、あと国の関係機関などと連携

しながら社会実装に向けた取組を進めている業

界をリードするような企業を選定したいと考え

ております。また、私たちも日頃から国土交通

省や経済産業省などとも連携を図っているとこ

ろでございまして、今後も引き続き、国の動向

や先進事例など必要な情報収集に努めるととも

に、産学官金で連携しながら事業を進めていき

たいと考えているところでございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。一番最初

の質問に戻ってしまうんですけど、一般質問で

も述べましたが、こちらの事業、ＡＸプロジェ

クトに関しては、私も高く評価しておりますし、

これはもちろんやることは大事なんです、やる

ことは大事なんですけれども、こういったＡＩ

といった直接的に目に見えないものを取り扱う

場合、できる限り県民の皆様にもやっぱり見て

いただきたいですし、触れていただきたい。見

える化することはとても大事ですが、一番最初

にあったように、そういう機会が削られるとい

うか、できるだけ我々もそうですし、県民の皆
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さんにも触れていただくような場面をぜひとも

つくっていただきたい。できる限り予算がかか

らないような形でも見たいと思うんですが、そ

の点はいかがでしょうか。 

【直塚デジタル戦略課長】 現時点で具体的な計

画はまだございませんが、委員がおっしゃると

おり県内事業者でありますとか、県民などを対

象としたイベントの中で、こうした事業の成果

というものは報告をする方向で、検討をしてい

きたいと考えているところでございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。ぜひ、そ

の実証実験など行われる際は、お声がけいただ

ければ、私もどこでもはせ参じて見たいと思い

ますのでよろしくお願いします。そして、これ

はやるのがゴールではなくて、これはやっぱり

先ほども課長が言っていただきましたように、

県民の生活が豊かになることにつなげなければ

と思っております。ドローンもそうなんですけ

ど、まだまだこういった先端技術は、デジタル

戦略課がまずは窓口となっていただいて、その

後、各部局などに引き継がれて使われていくこ

とがとても大事だと思いますので、それを大い

に期待して質問を終わります。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【本多委員】 部長説明の中でありました１点だ

けお聞かせください。 

 予算の減の件なんですけれども、空飛ぶ未来

を拓くドローンワールドプロジェクト費が579

万3,000円の減となっております。なぜこのよう

な減り方をしたのかをお尋ねいたします。 

【直塚デジタル戦略課長】 ドローン関係予算の

専決減についてのお尋ねでございます。主な理

由といたしましては、ドローンオペレーター育

成支援補助金の312万2,000円の執行減、そして

ドローンＰＲイベント動画撮影業務委託198万

5,000円の執行減となっております。まず、この

ドローンオペレーター育成支援補助金の執行減

についてでございます。この補助金は、ドロー

ンオペレーター資格の取得経費に対する補助で

ございまして、執行減の理由といたしましては、

主にその事業者側の事情によるものでございま

す。具体的には、当初、資格取得を予定してい

た従業員が業務の都合で、その資格取得のため

の試験を受講できなかったケースでありますと

か、あと事業者自らが資格取得の予定者数を途

中で減らしたケース、さらには国家資格の取得

を予定していたものの、より費用負担の少ない

民間資格へ変更したケースもあったところでご

ざいます。こうしたことから補助対象経費が当

初見込額を下回り、減額となったものでござい

ます。 

 次に、ドローンＰＲイベント動画撮影業務委

託の執行減でございます。この業務委託につき

ましては、全国の展示会などのＰＲ用として、

本県でのドローンの実証の状況を動画で撮影し

ていただく業務委託でございます。撮影対象と

なる実証件数の見直しといった仕様の変更であ

りますとか、あと見積り合わせの結果、想定よ

り低い価格で契約ができましたので、減額とな

っているところでございます。 

【本多委員】 ドローンがこれから非常に重要に

なってくる。先日、五島市のそらいいな株式会

社の視察に行ってきたんですけれども、ドロー

ンを使った配送事業を既に行っていらっしゃい

まして、そういったものが長崎では必要になっ

てくるのかなと、そのように強く感じたんです

けれども、予算が減っていて驚きと、あと今後

のドローンを使った様々なソリューションを模

索していく中で足りなくなるようなことがない

のかなという心配でお聞きしたところでした。
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そういったところの予算の確保というのは、ど

のようになっているんでしょうか。 

【直塚デジタル戦略課長】 今後のドローンを活

用した取組についてのお尋ねでございますが、

これまで本県におきましては、ドローンの活用

促進を目的といたしまして、今申し上げたよう

なドローンの資格取得の支援でありますとか、

あと社会実装支援、そうした取組を実施してき

たところでございまして、これらの支援を通じ

まして、ドローンの活用分野が一定程度拡大す

るなどの成果があったものと認識をしていると

ころでございます。 

 予算につきましては、ドローンに加えて赤木

委員からご質問があったように、そこでお答え

させていただいたように、ドローン以外のロボ

ットやそういった先端技術の活用というものも

進めていきたいと考えておりまして、予算的に

はそちらの方に振り替えているところでござい

ます。ただ、ドローンにつきましては、今後は

内閣府が特区指定地域を対象とした調査実証の

委託事業について、1事業につき5,000万円の予

算を確保しておりますので、こうした事業を活

用して、県としましても国や事業者、地元など

との調整を図りながら、本県を先進的な実証フ

ィールドとした取組について継続して推進する

こととしております。また、ドローンを取り巻

く各種規制の緩和に向けまして、関係事業者や

関係機関と緊密に連携しながら、現場ニーズを

踏まえた実効性ある制度の見直しが図られるよ

う国に対して規制制度改革の提案を引き続き行

っていくこととしております。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はございませんか。 

【虎島委員】 私もながさきＡＸプロジェクトに

ついてお尋ねしたいと思います。 

 今回2,800万円ほどというような予算になり

ましたけれども、幾つか実証例が記載されてお

りますが、実質何件ぐらい採択して、1件当たり

幾らぐらいになるかということと、何年で成果

を出すということを目標としているか、お伺い

いたします。 

【直塚デジタル戦略課長】 こちらの予算につき

ましては、フィジカルＡＩを活用した技術実証

事業とＡＩを活用した情報データ分析技術実証

事業、この二本の委託事業となっております。

この二本の委託事業について、今後公募を行っ

て事業者選定をしていくこととしております。 

 金額、予算につきましては、フィジカルＡＩ

を活用した技術実証事業につきましては、予算

上は1,377万5,000円、ＡＩを活用した情報デー

タ分析技術実証事業につきましては、1,051万円

の予算を計上しているところでございます。 

 この実証事業につきましては、単年度の実証

でございますが、今後につきましては、今回の

実証結果を踏まえて、また次の分野での社会実

装を目指すような実証にもつながってくると思

っておりますので、事業の期間といたしまして

は、一応3年間で3件の社会実装を目指す事業と

して組み立てているものでございます。 

【虎島委員】 ありがとうございます。ある程度

の予算の確保、1件につき確保できているという

ふうに理解をいたしました。実証例の中で、医

療等におけるロボットによる相談対応というふ

うに記載がされております。これは、どのよう

な事象を想定しているのか、お尋ねいたします。 

【直塚デジタル戦略課長】 具体的な実証内容に

ついてのお尋ねでございますが、実証内容につ

きましては、公募により事業者から企画の提案

を募り、その内容を踏まえて決定することとし

ております。仮に、医療分野での実証を行うと

すれば、例えば、県内の医療機関でコミュニケ
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ーションロボットなどを活用し、来院者への施

設案内や簡易な健康相談への対応などが想定さ

れると考えております。こうした実施を通じま

して、医療分野であれば来院者の利便性の向上

や医療従事者の業務負担の軽減、さらには事業

の継続性などについて検証を行ってまいりたい

と考えているところでございます。 

【虎島委員】 公募してから提案内容により決ま

ってくるということでございますけれども、健

康相談ということで、医療相談にはしっかり対

応できているというふうに理解をしております。

また、この場合、医療等で実証した後、どう実

装していくかという点についてお尋ねいたしま

す。 

【直塚デジタル戦略課長】 実証後の展開につい

てのお尋ねでございますが、まず本年度は、有

識者などの意見を踏まえて選定した、例えば医

療分野などにおいて社会実装を見据えた実証検

証に取り組むこととしております。その上で実

証で得られた成果や課題を踏まえまして、ロボ

ットやＣＧアバターなどの既存技術について、

どの分野での活用が最も効果的なのか、その有

用性や適用可能性を産学官金で連携しながら検

証してまいりたいと考えております。 

 さらに、その検証により有効性が見込まれる

分野につきましては、来年度以降、新たな実証

につなげることで様々な分野での社会実装を進

めてまいりたいと考えているところでございま

す。 

【虎島委員】 ありがとうございます。ぜひ、成

果を期待をしているところでございます。 

 もう一点だけ、先ほど赤木委員からＡＩ駆動

型モビリティーの話もございました。私もこの

点、離島・半島を抱える長崎におきましては、

非常にこういった先進的な交通モビリティーと

いうのは、地元としては渇望するところである

というふうに思っております。離島・半島とい

うものを逆手に取れば、実証フィールドとして

は、非常にほかにない利点であるというふうに

思います。また、これを実装するに当たっては、

規制改革というのが必ず必要になると思います。

ドローンも絆特区で規制を取っ払って、フィー

ルドを先に進んできたというふうに思います。

このモビリティーについてもいろんな規制があ

ると思います。これは一刻も早く社会実装すべ

き問題でありますので、県としても何とか特区

を目指していただきたいと思いますけれども、

その意気込みをお聞かせ願えればと思います。 

【直塚デジタル戦略課長】 委員がおっしゃると

おり、ドローンにおきましては、現在、福島県

と一緒に国家戦略特区の指定を受けているとこ

ろでございますので、今後は、特区制度の活用

は当然考えていきたいと思っておりますし、さ

らには、今回行う実証の成果などを基に、ドロ

ーンの特区制度を活用した事業というのは、内

閣府の事業でございますが、そのほかにも国土

交通省や経済産業省などの大きな国のプロジェ

クトもございますので、そういったプロジェク

トも活用していけるように、今後事業を進めて

いきたいと考えているところでございます。 

【虎島委員】 ありがとうございます。離島・半

島、タクシーも会社もなくなったり、もう中心

部、五島市でも夜間タクシーが走ってないとい

うのが当たり前になっております。こういった

先進的なモビリティーというのは、喫緊の課題

であるというふうに認識をしておりますので、

何とぞよろしくお願いいたします。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 ほかに質疑がないようですの
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で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって、討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑・討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分、第84号議案のう

ち関係部分及び報告第2号のうち関係部分につ

いては、原案のとおり可決・承認することにご

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は、

原案のとおりそれぞれ可決・承認すべきものと

決定をされました。 

【初手委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 企画部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから所管事項についての説明を受けた

後、議案外所管事務一般についての質問を行う

ことといたします。 

 企画部長より所管事項説明を求めます。 

【宮地企画部長】 企画部関係の議案外の所管事

項についてご説明をいたします。 

 まず、総務委員会関係説明資料をお開き願い

ます。2ページ、地域産業成長プランの策定につ

いて。 

 国においては、地方から日本全体を成長軌道

に押し上げるため、強い経済の実現に重点を置

いた地域未来戦略を本年夏をめどに取りまとめ、

地域ごとの産業クラスターの形成と地場産業の

付加価値向上に向けた支援を進めていくことが

検討されております。 

 こうした中、国の地域未来戦略の取りまとめ

に先立ち、各都道府県に対して、地域産業成長

プランの策定及び提出が求められており、今般

取りまとめた計画案について、県議会のご意見

も踏まえ、今後、国に提出することとしており

ます。 

 計画案においては、造船や洋上風力などの海

洋関連産業や半導体、航空機など地域経済の持

続的発展を支え、さらなる成長が見込まれてい

る成長産業について売上高や雇用者数の増加を

目標に掲げ、県内企業の規模拡大やサプライチ

ェーンの充実・強化のため、設備投資支援や人

材育成などに取り組むこととしております。 

 また、輸出強化などに取り組む農林水産業に

ついては、農林水産物の輸出額や産出額の増加

を目標に掲げ、安定供給体制の構築や付加価値

の創出、ブランド力の強化、販路拡大を一体的

に推進し、稼ぐ力を高めるバリューチェーンの

構築に取り組むこととしております。 

 このほか、販路拡大に取り組む農林水産業や

観光産業などの地場産業についても各種目標の

達成に向け、高付加価値化や生産性向上に取り

組むこととしております。 

 今後、計画を着実に実行していくことで、県

民の暮らしを支える産業の持続的な成長につな

げてまいります。 

 九州地方知事会議等について。 

 去る5月27日と28日の両日、下関市において九

州地方知事会議及び九州地域戦略会議が開催さ

れ、各県知事及び九州の経済団体の代表が集ま

り、九州地域を取り巻く諸課題や九州地域の発

展に向けた官民連携の取組等についての議論が

行われました。九州地方知事会議においては、

中東情勢に伴う影響への対応などの項目につい

て意見交換が行われ、燃料等の供給確保や価格
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高騰の抑制対策、中小企業等の経営安定化に向

けた支援等について、国に対し要請する特別決

議が採択されました。 

 また、九州地域戦略会議においては、国の成

長戦略に掲げられた分野のうち、半導体、造船、

エネルギーや食といった多様な分野において、

九州地域が強みを有し、高いポテンシャルを備

えていることを踏まえて、それを九州全体の発

展に生かしていくための官民連携の取組等につ

いて意見交換が行われました。とりわけ半導体

分野については、大規模投資が相次ぐ現状を好

機と捉え、関連産業のさらなる集積を図り、そ

の波及効果を地域経済全体へ広げていくため、

研究・開発に対する支援に加え、道路、鉄道、

工業用水等といった関連インフラの整備に対す

る継続的な支援について、官民一体となって国

に要望していくことを確認いたしました。 

 今後とも九州各県や関係機関と連携し、本県

の強みを最大限に生かしながら、広域的な視点

に立った取組を推進してまいります。 

 次に、総務委員会関係説明資料（追加1）をお

開き願います。 

 政府施策要望について。 

 6月10日、11日の両日、知事、副議長、関係部

長により、令和9年度政府施策に関する提案要望

を実施いたしました。自由民主党及び総務省、

経済産業省、農林水産省、国土交通省などに対

し、地域の未来をつくるために必要な事業の創

設や本県の主要プロジェクトへの支援等につい

て要望を行いました。現下の中東情勢に伴い、

石油関連製品の価格高騰や供給不安が続いてお

り、県民生活や経済活動に幅広く影響が生じて

いることから、今回新たに国において適切な情

報発信を行うことや必要な対策に万全を期すこ

と等を要望するとともに、国が成長分野と位置

づけている造船分野について、人材確保や設備

投資に対する支援の強化等を要望したところで

あります。これに対し、中東情勢の影響等によ

る物価高騰等については、国より今後とも石油

関連製品の安定供給に努めるという回答があっ

たほか、造船分野については、自由民主党にお

いて、造船業は半導体に次ぐ重要産業であり、

引き続き支援を強化していくとの回答がありま

した。 

 今回の政府施策に関する提案・要望の実現に

向け、引き続き取組を進めてまいります。 

 続いて、総務委員会関係説明資料にお戻り願

います。 

 長崎県行財政運営プラン2025に基づく取組に

ついて。 

 令和3年度から令和7年度までの5年間で取り

組んでまいりました長崎県行財政運営プラン

2025に掲げる企画部関係の項目に関して、その

主な取組内容をご説明いたします。 

 自治体ＤＸ推進計画に基づく取組の推進につ

いては、自治体の行政手続のオンライン化や自

治体情報システムの標準化・共通化などデジタ

ル社会の実現に向けた各施策を効果的に推進す

るため、国が主導的な役割を果たしつつ、自治

体全体として必要な体制整備を進めるものであ

ります。 

 県においては、これまで産学官金が連携し、

ＤＸの推進を図るながさきＳｏｃｉｅｔｙ5.0

推進プラットフォーム等において、情報共有や

意見交換を実施してまいりました。これらの取

組の成果も踏まえ、令和4年度からは、県内市町

と連携し、汎用的電子システムの共同調達を開

始しております。また、令和7年度からは、外部

のデジタル人材を県が一括して確保し、希望す

る市町と共同利用する取組を開始するなど、地
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域におけるＤＸ推進体制の構築を進めてきたと

ころであります。今後とも、新たに策定する行

財政運営に関する方針に基づき、効率的かつ効

果的な組織運営に取り組み、各施策の実現に努

めてまいります。 

 以上をもちまして、企画部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。 

【初手委員長】 ありがとうございました。 

 次に、陳情審査を行います。事前に配付いた

しております陳情書一覧表のとおり、陳情書の

送付を受けておりますので、ご覧願います。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 議案外所管事務一般について、ご質問はあり

ませんか。 

【畑島委員】 私の方から地域産業成長プランに

ついてお伺いいたします。先ほど部長の方から

ご説明もありましたけれども、国の方でまず地

域未来戦略を夏に取りまとめる作業が進められ

ていると。それに先立って各都道府県に、この

プランの策定が進められているということかと

思いますけど、改めて確認させていただきます

けど、これまでどちらかというと国がまず総合

計画、総合戦略なりをつくって、それに基づい

た各地域版を各都道府県なり各市町がつくって

いくという、どちらかというと先に国の方が方

針を示したりしてからの流れだったと思います。

今回それが逆になっているという理解でよろし

いでしょうか。 

【西政策企画課企画監】 地域産業成長プランの

位置づけに対するお尋ねかと思います。今、委

員がおっしゃられたとおり、今までであれば国

の方で大本の総合戦略なりが策定をされて、そ

れを踏まえまして地方の方で地方版総合戦略を

つくっていくという流れでありましたけれども、

今回につきましては、部長の説明にもありまし

たとおり、地域未来戦略の取りまとめに先立っ

てこのプランを策定するようにということで、

国の方から言われておりまして、まだ全体像が

どのようになるか、またこのプランがどのよう

に地域未来戦略に位置づけられていくかという

ところがまだ見えていない状況であります。 

【畑島委員】 ありがとうございます。非常にな

かなか難しい作業なのかなというふうに感じて

いるところでございます。また、恐らく察する

にこの地域未来戦略、国の方が策定する戦略で

すね、恐らくこれが来年度の国の方の予算編成

の大本になってくるのかなというふうに考えま

すと、ある意味、地域版の長崎県の方で策定し

ていますこのプランというのも、そういうとこ

ろを来年度の国の予算といったところを見据え

たような形での記載となっていっているのかな

というふうに推察しますけれども、この全体を

取りまとめている企画部の方でそうしたところ

のどういったところを記載していくのかといっ

た、そうした狙いや方針といったところがあれ

ば教えていただければと思います。 

【西政策企画課企画監】 お答えいたします。今、

委員の方からもお話がありましたとおり、今回

のプランに基づく取組につきましては、今後、

地域未来交付金の優先採択をはじめ、各省庁の

補助金における優遇措置、またこのプランにつ

きましては、産業領域や品目を特定した上で、

その計画推進の核となる企業など、具体的なプ
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レーヤーを挙げることとされておりまして、そ

の企業が国の関係施策を利用する際の優遇措置

についても検討されているところでございます。 

 したがいまして、県としましては、そうした

国の有利な制度を取りこぼすことのないよう、

このプランにつきましては、どこかしらでそう

いったものに読めるというような形で取組を網

羅的に記載するようにしているところでござい

ます。 

【畑島委員】 ありがとうございます。そういっ

た狙いということで読んでみると、確かにいろ

んなところがしっかりカバーできるような形で、

記載をされているのかなというふうには推察し

ておりました。 

 もう一つちょっと位置づけとして確認させて

いただきたいんですけれども、こちらのプラン、

長崎県の中、県政を推進していく中では、一般

質問の場でも見直し等の意見や議論も交わされ

ておりますけれども、やはり総合計画が表にな

るのかなと、長崎においては、思っております

けれども、その総合計画とこちらのプランとの

位置づけといいますか、関係性、どういったふ

うに我々としては受け止めればいいのかなとい

うふうに思ってるんですけれども、その辺の整

理というのは、どう理解したらよろしいでしょ

うか。 

【西政策企画課企画監】 このプランの位置づけ、

総合計画との関係についてのお尋ねでございま

す。現時点におきましては、このプランが国の

地域未来戦略、また地方創生の総合戦略とどの

ような関係性になるかというところが見えてい

ないところではありますけれども、現時点では、

県の総合計画につきましては、県政全般の政策

の方向性や政策体系を示すものでありまして、

このプランにつきましては、そのうちの特定の

産業領域、あるいは品目の付加価値向上や官民

投資額を目標に掲げて取組を進めていくもので

ございますので、しいて言うならば、総合計画

の一領域に関する個別計画のようなものと考え

ておりまして、どちらかといいますと、今現在

この地域未来交付金に応募する際に、各プロジ

ェクトごとの事業計画というのを国の方に出し

ておりますが、そちらに近いような性格ではな

かろうかと考えております。 

【畑島委員】 ありがとうございます。どちらか

というと本丸は総合計画の方で、その中でも先

ほど申し上げていただいたような国の交付金獲

得に向けた計画づくりというような位置づけな

のかなというふうに理解しております。 

 最後にちょっと細かいところなんですけれど

も、こちらのプランで素案を出していただいて

おりますけれども、このフォーマットといいま

すか、この項目立てというのは、国の方から何

かしら基準が示されて、それに従ったものなの

でしょうか。ちょっと気になるところが何点か

ございまして、例えば3、目指す姿というふうに

あるんですけど、ここに現状が書いてあって、

目指す姿は書いてないんですよね。4番の縦筋の

ところの（3）で目指すべき姿が書いてあって、

目指す姿と目指すべき姿は違うところに書いて

あったりとか、もう少しうまい整理ができるん

じゃないかなと、ぱっと見たところ感じるとこ

ろがありますが、このフォーマットがどういう

ふうになっているのか、ちょっと教えていただ

いてよろしいでしょうか。 

【西政策企画課企画監】 今、委員の方からご指

摘がありましたとおり、項目の表題と記載内容

がずれているような印象を受けるところもござ

いますが、この様式につきましては、国の方か

ら示された様式でございまして、また、それぞ
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れの項目ごとにどういった記載をするというの

も記載例が示されているものであります。 

【畑島委員】 ありがとうございます。それなら

ば仕方ないと思います。いろいろなことを確認

させていただきましたが、整理させていただき

ますと、国の全般の県政推進の方針として総合

計画の方が本丸かなというふうに、私は理解し

ておりまして、今回の件は、来年度の予算を見

据えた上で、国の定める未来成長戦略に策定、

またはそれの長崎県として位置づけを整理する

ものとしてプランというものが出ていると。た

だ、それについては、まだ国の方の方針が定ま

っていないので、なかなか難しい作業を強いら

れているという状況かなというふうに思ってお

ります。 

 長崎県の県庁の中にも各省庁の方から出向で

来ていただいてる方もいらっしゃいますし、皆

さんの方から逆に各省庁の方に出向して人事交

流しているかなと思いますので、そのあたりな

かなか先が見えなかったりとか、国の方針が見

えないところがあるかと思いますけど、あまり

後手後手にならないように、ぜひそうしたつて

といいますか、ネットワークも活用しながら情

報を先んじて取りながら、ある意味こっちの方

が、長崎県の方がこういうことをしたいといっ

たものがしっかり国の方の地域未来戦略に反映

してもらえるような形で動いていっていただけ

ればなと思います。難しい作業かと思いますけ

れども、期待しておりますのでよろしくお願い

いたします。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【赤木委員】 お疲れさまです。ちょっと一般質

問の内容を確認したいなと思っておりまして、

ＩＲについてお尋ねをいたします。 

 報道では、知事の答弁が前向きだというふう

に書かれましたけれども、報道であるとおり、

ＩＲをめぐって大村商工会議所が2026年8月末

から9月初旬に大村湾グリーンＩＲ誘致検討協

議会、仮称でありますけど設立する方針で園田

市長が5月に顧問への就任を引き受けたという

ふうに報道もあっております。この件で、一般

質問の答弁では、平田知事は、今までの知見を

情報提供すると、その求めがあればというのは

私自身の認識ではあった。その連携は可能な範

囲でしていくという認識、前向きというよりは、

もちろん可能性は閉ざすことなく連携できる部

分があればという私自身の認識ではあるんです

けれども、実際何かやり取りが始まっているの

かお尋ねをいたします。 

【小島政策企画課企画監】 ありがとうございま

す。ＩＲについて、大村市さんの市内の動きに

ついての知事答弁につきましてのお尋ねでござ

いますけれども、今年の5月、大村商工会議所が

中心となって大村湾グリーンＩＲ誘致検討協議

会、仮称でございますけれども、これを、報道

によっては8月に立ち上げる予定とお聞きして

おります。それについて、大村市長が顧問に就

任することを快諾されたということで承知して

おります。その件につきまして、知事答弁の内

容は、先ほど委員おっしゃったとおり、連携し

ていくという表現を使いましたけれども、通常、

こちらが持っている情報提供でありますとか、

そういった意見交換でありますとか、そういっ

たことを適切にやっていくということでござい

ます。そこを必要に応じてさせていただくとい

うスタンスでございまして、大村市さんの動き

を具体的に県としてＩＲ認定の申請に向けて、

そういう位置づけをしているとか、そういうこ

とではございませんということでございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。何か今の
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ところ、県として具体的に始まっているわけで

はなくて、これからいろんな、向こうも協議会

が設立されて、求めがあれば可能な範囲で情報

提供していくというお話だったと認識をいたし

ました。 

 ＩＲをめぐっては、皆さんご存じのとおりで

はあるんですけれども、過去の重い経緯という

ものがありますが、ここで得られた知見という

のは代え難いものはあるなと私自身認識してお

ります。特に前回のＩＲは、オール九州での取

組というものが注目されました。これ長崎県だ

けではなくて、オール九州で必要なんだという

ことで九州の経済界も後押しをしていただいた

と認識しておりますが、そこの今の関係性はど

うなっているのかお尋ねいたします。 

【小島政策企画課企画監】 ありがとうございま

す。前回の九州・長崎ＩＲの区域認定申請に当

たっては、委員おっしゃったとおりオール九州

で対応していくという方針でやってまいりまし

た。その結果、九州各県、九州経済界で関係性

ができたということでございまして、例えば昨

年度ですか、ツール・ド・九州、スポーツイベ

ントにおきましては、九州経済界と連携して、

その誘致に当たったということもございます。

具体的には、そういったものもこれまで構築し

たネットワーク、関係性の最たるものというこ

とで、そういったＩＲ誘致に当たって得たもの

というのはしっかり活用しながら、県北振興、

ひいては県全体の浮揚といったものに全力を挙

げていくという状況で取り組んでいるところで

ございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。これから

いろんなお話が出てきて県のいろんな今のオー

ル九州のお話も、また出てくるのかなと、連携

の話も出てくるのかなと思います。もちろんこ

れを進めるに当たっては、過去、多大な時間や

予算、職員の労力を注ぎ込んだ計画でもありま

した。私も先ほど申し上げたように、そこで得

られた知見というものは代え難いものがあると

思います。それは今もオール九州の枠組みの中

でも生かされているというお話でもありました

し、まだこれから具体的ということで、今後も

私自身も注視していきたいと思いますので、引

き続きその可能性を閉ざすことなく連携を進め

ていただければと思います。 

【初手委員長】 ほかに質問はございませんか。 

【大場委員】 1点お伺いをいたしますが、昨年、

島原市では、水無川上流域でＡＮＡホールディ

ングスさんによりますドローンの固定翼の、こ

れは県の補助事業を活用して実証実験が行われ

ました。ＡＮＡさんにおかれましては、その実

証実験の結果をもって今後ドローンを活用した

事業の全国展開を見据えて展開していくという

ふうな形で、非常にいい実証ができたというふ

うに、その担当の方からも高評価をいただいて

いるようです。それを受けて、島原市は、この

水無川上流域をドローンのいろんな操作や実証

実験の拠点としていきたいというふうな考えを

持っておられます。そういったフィールドであ

る中で、今年度は、県において国の特区の制度

によります国の調査実証事業に採択されたと聞

いておりますが、その内容について、どのよう

な内容か、少し詳しく教えていただけますでし

ょうか。 

【直塚デジタル戦略課長】 お尋ねの事業につき

ましては、委員がおっしゃるとおり、令和8年度

の内閣府による国家戦略特区制度を活用した調

査実証事業に採択されたものでございます。雲

仙普賢岳のような急峻で広大な山岳地域におい

て測量を行う場合、従来の回転翼ドローンであ
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れば飛行時間が短く、また有人飛行機ではコス

トが高いといった課題がございました。今回活

用されるＶＴＯＬ固定翼ドローンにつきまして

は、昨年度の県の補助事業を活用した実証でも

使用された機体でございまして、垂直離着陸と、

あと高速長距離飛行を兼ね備えていることから

も、広範囲の測量を短時間で実施できるほか、

有人航空機と比較しても大幅なコスト削減が可

能となっております。 

 昨年度の実証におきましては、一般的な測量

業務への有効性が確認されておりますが、今回

の実証におきましては、地形データ収集の精度

向上など高度な公共測量への有効性を検証する

ものでございまして、防災対策や災害時の状況

把握のほか、老朽化した社会インフラの効率的

な点検への活用といった地域の安全安心の確保

につながるものと期待をしているところでござ

います。 

【大場委員】 ありがとうございます。固定翼に

よる特区を活用したということでありますが、

固定翼ではより高度な実証実験を行うというこ

とで理解をいたしました。答弁の中で、この流

域には、砂防ダムを含めて無人化施工でつくっ

たダム等々もいろいろあって、非常に広範囲で

ある、敷地的には広い十分な敷地を有しており

まして、そのほかのいろんな制限を受けない地

域というふうに理解していただければと思いま

すが、民間でも多く実証フィールドとして選ん

でいただいて、今現在も選んでいただいている

ようであります。やはり地域の優位性が高く評

価されている結果じゃないかなというふうには

考えております。 

 そこでこういった砂防ダムや無人化施工区域、

全国で見てもこのようなフィールドというのは、

私はないんじゃないかなというふうに考えてお

りまして、ここを先ほども申し上げましたよう

に、島原市は何とか活用したいということであ

ります。そこをドローンの実証実験、もしくは

ドローンの操縦者、あれはパイロットと言うん

ですかね、パイロットの技術向上を目指したそ

ういった拠点として、できればそれ自体が今度

は交流人口を生んで、この島原半島を含めた形

で地域への様々な交流も含めて、新たな産業が

生まれたりとか、地域の活性化につながってい

くのではないかなというふうに考えています。 

 このドローンというのは、今現在もいろいろ

な災害対応であるとか、先ほどありました地図

を見た、いろんなところを空中から撮影をする

とか、非常に今後幅広く活用が見込まれる分野

かなというふうに考えておりまして、そういっ

たことをいち早く取り組むのも必要であって、

島原市も今後そういったところを重点項目とし

て、ぜひやっていきたいというふうに考えてお

りますけれども、そこで、ここを拠点化するこ

とについて、県としてこの地域のドローン操作

研修や人材育成の拠点として活用していく可能

性について、まず県としてはどのようにお考え

をしていますか、部長のお考えをちょっとお聞

かせいただけますでしょうか。 

【宮地企画部長】 今、大場委員からお話がござ

いました水無川上流地域でのドローンの実証で

ございますが、先ほど担当課長よりご答弁申し

上げましたように、国の実証事業に採択を受け

ましたので、我々としては、段階を一つ上がっ

たというふうに認識をしてございます。私もあ

の地域、ちょっと昔ですが、私も島原振興局に

勤務しておりましたので、よく承知をしてござ

いますが、ほかにはない広い地域と構造物もあ

るということで、ドローンを実証するには非常

に適した地域であるというふうに私も認識をし
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てございます。 

 委員ご提案のここをドローンの訓練の例えば

拠点の地域として活用していくためには、今か

らやはり今度は企業様のニーズであるとか、実

際の運営をにらんでどういうふうにやっていけ

ば継続的にそういう施設の運営ができるのか

等々、今年度民間の事業者も入って、国の実証

もありますので、そういう事業者も交えながら

いろいろ検討を進めていきたいと思ってござい

ます。 

【大場委員】 ぜひお願いしたいと思います。前

向きな検討を、進展を期待しております。 

 先ほども申し上げましたように、民間の企業

ニーズ、あと民間の意見、これが重要で、先ほ

ど申し上げましたようにＡＮＡホールディング

スさんは、もう非常に高評価で、今後も島原市

とのお付き合いを深めて密にやっていきたいと、

そのようなことで言われているようですので、

そういうふうにフィールド的には魅力、私は魅

力たっぷりだと思っております。あれだけの敷

地ですね。上空域もあそこは警戒区域になりま

すので、一切制限がありません。あるとしたら

上空の方、要は制限だけになりますので、要は

航空法ですかね、そちらの方の制限になって、

フィールド自体の中身には制限が一切かからな

い地域となってきますので、そこに対して実証

実験を行うときは、まず行政がどのように活用

していくかということと、その活用においてど

のように地域にフィードバックというか、地域

の活性化につなげていくかということが重要に

なってくると思いますが、そこを握っているの

は、やはり私は行政だと思っていますが、どの

ように活用していくか。そういったことで、そ

こにあります島原市としては、やはり将来的に

そこを拠点としていきたいと。地域の活性化に

つなげていきたいというふうな思いを持たれて

おりますので、ぜひ県の方もしっかりとその分

の後押しというか、取組の支援をお願いしたい

と思いますが、いかがでしょうか。 

【宮地企画部長】 今大場委員おっしゃられまし

たように、今回のドローンの拠点に伴う地域活

性化にとどまらず、今、島原市を含む島原半島

は、非常に企業誘致を含めて、企業の皆さんが

注目をする場所になってきていると思います。

先般立地をされたオフィス系企業も1年で目標

の30名を超える40名の雇用がなされたとも聞い

ておりますので、今後ともそういう企業動向も

踏まえながら適切に我々としても後押しをして

いきたいと思ってございます。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問がないようですので、

企画部関係の審査結果について、整理をしたい

と思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時 ４分 休憩 ― 

― 午前１１時 ５分 再開 ― 
 

【初手委員長】 再開いたします。 

 これをもちまして、企画部関係の審査を終了

いたします。 

 本日の審査は、これにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、地域振興部関係の審

査を行います。 

 本日は、これをもって散会といたします。 

 お疲れさまでした。 
  

― 午前１１時 ５分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年７月１日 

自  午前 ９時５９分 

至  午後 ２時１８分 

於  委 員 会 室 １ 
 
 

２、出席委員の氏名 

初手 安幸 委員長（分科会長） 

永安 健次 副委員長（副分科会長） 

山口 初實 委 員 

近藤 智昭  〃   

大場 博文  〃   

山下 博史  〃   

赤木 幸仁  〃   

本多 泰邦  〃   

白川 鮎美  〃   

畑島 晃貴  〃   

虎島 泰洋  〃   
 

 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し 
 

 
 

５、県側出席者の氏名 

渡辺 大祐 地 域 振 興 部 長 

峰松 茂泰 
地域振興部政策監
（離島・半島・過疎対策担当) 

南澤 佑典 地域振興部次長 

梅田真由美 地域づくり推進課長 

中村  雅 
地域づくり推進課企画監 
（離島振興担当） 

小橋 和則 市 町 村 課 長 

萩田 勝則 土 地 対 策 室 長 

岩﨑 良一 交 通 政 策 課 長 

寺井 芳隆 新幹線対策課長 

國廣 正彦 県庁舎跡地活用室長 

 
 

６、審査の経過は次のとおり 
 

― 午前９時５９分 開会 ― 
 

【初手委員長】 おはようございます。 

 委員会及び分科会を再開いたします。 

 これより、地域振興部関係の審査を行います。 

 審査に入ります前に、理事者側から、4月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった

新任幹部職員の紹介を受けることにいたします。 

【渡辺地域振興部長】 本日出席しております幹

部職員のうち、4月1日付で発令がありました職

員を紹介させていただきます。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

【初手委員長】 ありがとうございました。 

 それでは、これより審査に入ります。 

【初手分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。 

 地域振興部長より予算議案及び予算に係る報

告議案の説明を求めます。 

【渡辺地域振興部長】 地域振興部関係の議案に

ついてご説明いたします。 

 予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

2ページをお開き願います。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、報告第2号 知事
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専決事項報告「令和7年度長崎県一般会計補正予

算（第11号）」のうち関係部分であります。 

 初めに、第70号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち関係部分について

ご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から、重要な政策的経費を除いた骨格

予算として編成しておりましたので、今回の補

正において具体的な諸施策に係る予算を計上い

たしております。 

 歳入予算は、合計794万6,000円の増、歳出予

算は、合計7,041万8,000円の増となっておりま

す。 

 歳入予算の内容は、離島活性化交付金であり

ます。 

 歳出予算の主な内容は、しまの創業等に関す

る情報を効果的に発信するしまの創業等プラッ

トフォームを構築し、創業人材の発掘・育成の

取組を強化しながら、雇用機会拡充事業の活用

を推進するための経費、移住検討者に加え、地

域外から継続的に関わる関係人口を新たなター

ゲットとして広域的に情報発信等を行い、将来

的な移住を促進するための経費、地域課題の解

決に向けた取組を実践する地域運営組織の設立

や事業運営等を支援するため、有識者等と連携

してアドバイザー派遣や研修会等を実施するた

めの経費、公共交通の維持確保を図るため、行

政と交通事業者が一体となって運転士確保に向

けた取組を推進するための経費などを計上いた

しております。 

 また、横長の9ページでございますが、債務負

担行為については、県庁舎跡地活用検討経費と

して、出島との一体性に配慮した歴史的価値が

実感できる施設のデザイン及び設計業務等に係

る令和9年度から令和10年度に要する経費を計

上いたしております。 

 次に、報告第2号 知事専決事項報告「令和7

年度長崎県一般会計補正予算（第11号）」のう

ち関係部分についてご説明いたします。 

 これは、さきの3月定例会の予算決算委員会に

おいて、専決処分により措置することについて

あらかじめご了承いただいておりました令和7

年度予算の補正を令和8年3月31日付で専決処分

させていただいたもので、関係部分についてそ

の概要をご説明いたします。 

 歳入予算は、合計3億7,609万8,000円の減、歳

出予算は、合計13億6,163万3,000円の減となっ

ております。 

 歳入予算の主な内容についてご説明いたしま

す。 

 国庫支出金の主なものは、衆議院議員総選挙

及び最高裁判所裁判官国民審査執行委託費、2億

6,379万7,000円の減であります。 

 歳出予算の主な内容についてご説明いたしま

す。 

 総務管理費の主なものは、跡地活用検討経費

1,366万円の減であります。 

 企画費の主なものは、生活航路改善対策事業

費、3億7,374万9,000円の減、国境離島創業・事

業拡大等支援事業費、5,644万8,000円の減であ

ります。 

 市町村振興費の主なものは、長崎県市町財政

資金貸付費2,000万円の減であります。 

 選挙費の主なものは、知事選挙市町村交付金

2億6,934万1,000円の減、衆議院議員総選挙市町

村交付金1億6,540万6,000円の減、衆議院議員総

選挙県分事務費9,306万8,000円の減であります。 

 以上をもちまして、地域振興部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。 
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【初手分科会長】 次に、提出のありました政策

等決定過程の透明性等の確保に関する資料、政

策的新規事業の計上状況について説明を求めま

す。 

【梅田地域づくり推進課長】 おはようございま

す。 

 政策等決定過程の透明性等の確保及び県議会

議員との協議等の拡充に関する決議に基づき、

本分科会に提出しております政策的新規事業の

計上状況につきましてご説明いたします。 

 資料は総務委員会のフォルダにあります政策

的新規事業になります。 

 2ページをお開きください。 

 この資料は、政策的新規事業に係る令和8年度

6月補正予算要求事業について、査定結果を提出

するもので、地域振興部につきましてはしまの

創業人材発掘育成事業費など計3事業を記載し

ております。 

 各事業の計上額につきましては、予算編成過

程において事業内容等を精査した上で予算案と

して計上した額を記載しております。 

 説明は以上でございます。 

【初手分科会長】 次に、地域づくり推進課長よ

り補足説明を求めます。 

【梅田地域づくり推進課長】 続きまして、分科

会補足説明の資料をご覧ください。 

 3ページに6月補正予算で地域振興部が計上し

ております事業を掲載しておりますが、このう

ち1,000万円以上の事業についてご説明いたし

ます。 

 4ページをご覧ください。 

 つながる移住促進事業費でございます。 

 この事業は、当初予算におきまして移住相談

等を行っているながさき移住サポートセンター

の運営に関する経費等を計上しておりました。 

 今回の6月補正では、今後も移住者を確保して

いくために、ターゲットとして従来の移住検討

者に加え、地域外から継続的に本県と関わる関

係人口を対象に情報発信等を行っていくことと

しており、所要の経費を計上しております。 

 事業内容ですが、関係人口向けに地域の魅力

や体験イベント等の情報を発信するウェブサイ

トを新設するほか、首都圏において本県の魅力

や地域との関わり方を発信するイベントの実施、

ながさき移住ナビへのアクセスを促進するため

のウェブプロモーション等を実施してまいりま

す。 

 つながる移住促進事業費については以上でご

ざいます。 

【初手分科会長】 次に、地域づくり推進課企画

監より補足説明を求めます。 

【中村地域づくり推進課企画監】 引き続き資料

の5ページをご覧ください。 

 しまの創業人材発掘・育成事業費についてご

説明いたします。 

 本事業については、令和5年度から7年度まで

実施いたしました、「しまのビジネスチャレン

ジ促進事業費」の事業内容等を見直した上で、

今回、新規事業として、予算額1,628万3,000円

を計上いたしております。 

 昨年度までの前身事業では、ビジネスの場と

してのしまの魅力や離島地域での創業や事業拡

大を支援する制度の内容を広く周知し、しまへ

の移住や創業等の促進が図られるよう、地域課

題の解決等につながる「しまのビジネスコンテ

スト」を開催してまいりました。 

 「しまのビジネスコンテスト」については、

これまでの3年間で226件の事業アイデアの応募

があり、そのうちの8件が国境離島地域で活用可

能な雇用機会拡充事業の活用申請につながって
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おります。 

 しかし、雇用機会拡充事業全体の活用件数等

の実績については、令和4年度以降減少傾向にあ

り、国境離島地域の地域社会の維持活性化に向

けては、同事業の活用促進が重要課題となって

いるところであります。 

 そのため、今回の新規事業においては、しま

の創業等に関する情報を効果的に発信するしま

の創業等プラットフォームを構築し、創業人材

の発掘や育成を強化することで雇用機会拡充事

業の活用促進につなげていくこととしておりま

す。 

 事業内容としましては、島内外の方がしまに

おける創業を具体的に検討する際に必要な各種

情報をワンストップで発信するプラットフォー

ムを構築し、その中で創業者のインタビュー動

画、創業等に関する市町の公募や相談会などの

情報を発信してまいります。 

 また、令和5年度から実施しております「しま

のビジネスコンテスト」については、継続して

開催し、コンテストで発表された優れたアイデ

アをプラットフォームの中で公開し、別の方が

創業等のアイデアとしても活用できるようにし

てまいります。 

 さらに、創業等の意欲があっても事業計画の

検討が十分ではないため、雇用機会拡充事業の

採択基準には届かないという方向けに、専門家

による個別のウェブ面談が受けられる機会を設

けるなど、創業等を検討されている方を伴走型

で支援していくこととしております。 

 説明は以上でございます。よろしくご審議を

賜りますようお願いいたします。 

【初手分科会長】 次に、交通政策課長より補足

説明を求めます。 

【岩﨑交通政策課長】 引き続き、6ページ、7ペ

ージをご覧いただきたいと思います。 

 説明につきましては7ページを使わせていた

だきます。 

 地域公共交通におきます運転士等の確保に向

けた取組ということで、まず今回の6月補正予算

におきまして、地域を支える公共交通担い手確

保プロジェクト費ということで、2,042万6,000

円を計上させていただいております。 

 まず、①番の現状でございますけれども、公

共交通につきましては、地域の経済社会活動を

支える基盤であり、また持続可能な公共交通ネ

ットワークの維持確保を図るということが極め

て重要と考えてございます。 

 一方、県内公共交通におきまして、運転士等

の担い手不足を原因とした減便、あるいは運休

等が顕在化しており、地域住民の移動手段の確

保が喫緊の課題となってございますことから、

将来にわたって公共交通の維持確保を図ってい

くために、行政と交通事業者が一体となって担

い手確保に向けた取組を推進してまいりたいと

考えてございます。 

 ②番の事業内容をご覧いただきたいと思いま

す。 

 まず一つ目、公共交通運転士・船員確保対策

会議の設置でございますが、担い手の確保に向

けました官民連携の協議体、こちらは各交通事

業者に加えまして、国や市町などの行政、ある

いは有識者を想定してございますけれども、こ

ちらの協議体を設置しまして、先進事例の共有

や採用強化に向けた取組というのを推進してま

いりたいと考えてございます。 

 また、今回対象とする公共交通につきまして

は、運転士不足に直面しておりますバスやタク

シーに加え、地域鉄軌道、航路を予定している

ところでございます。 
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 こちらの会議体の中で担い手不足の現状や課

題を共有しながら、行政と交通事業者が取組の

方向性について協議を行い、共通認識の下で一

体として対策を進めることで公共交通のネット

ワークの持続可能性を高めてまいりたいと考え

てございます。 

 二つ目の採用力セミナー等の開催でございま

す。 

 採用活動に関する知識、ノウハウの共有を図

るとともに、実践的な手法の習得につなげるこ

とで交通事業者の採用力を高めてまいりたいと

考えてございます。 

 また、担い手不足対策の一つとなっておりま

す特定技能制度による外国人材の受入れにつき

まして、先行事例の紹介、あるいは各事業者の

課題解決につなげるための説明会、相談会を開

催してまいりたいと考えております。 

 三つ目の情報発信のための特設サイト開設及

びＳＮＳ広告につきましては、運転士や船員の

業務の魅力や活躍している状況などを発信する

特設サイトを開設いたしますとともに、ＳＮＳ

やインターネット広告を活用して、このサイト

への誘導を図ることで情報発信の訴求力を高め

て運転士確保につなげてまいりたいと考えてお

ります。 

 四つ目でございますが、移住施策と連携した

運転士確保の推進ということで、こちらは新た

な取組としまして、県外からの採用者に対して

交通事業者が支給する支援金などの取組を支援

するというものでございまして、補助率は2分の

1、補助上限が2人以上世帯の場合は60万円、単

身の場合は40万円ということで、移住施策と連

携しながら取組を強化してまいりたいと考えて

ございます。 

 こちら四つの事業を新たに補正予算として上

げさせていただいてございます。 

 なお、資料の下段になりますが、その他の取

組ということで、こちらは昨年度に引き続き県

内運輸業の合同企業説明会を開催することとし

ておりまして、令和8年度は新たに鉄軌道及び航

路事業者を追加してまいりたいと考えてござい

ます。 

 加えて、県外で開催するバス就職イベントに

も県ブースを出展することとしております。 

 さらに、令和7年度3月補正予算として計上さ

せていただきました地域公共交通デジタル化等

推進事業費につきまして、運転士等の緊急的な

確保推進のために、これまでクレジットカード

のタッチ決済システムの導入などのハード事業

を対象としてございましたが、今回免許取得経

費や広報経費等のソフト事業につきましても新

たに補助対象に追加したいと考えてございます。 

 こうした取組を総合的に推進することで、交

通事業者の担い手確保の後押しをしてまいりた

いと考えてございます。 

 以上をもちまして補足説明を終わらせていた

だきます。よろしくご審議賜りますようお願い

いたします。 

【初手分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び予算に係る報告議案

に対する質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

【近藤委員】 ちょっと教えてください。さっき

の部長説明の中で予算が出されたんですけど、

企画費の主なものってしてですね、今説明があ

られた生活航路改善対策事業費と国境離島、こ

れが3億7,000万円と5,000万円との減になって

いるんですけども、何で減でこうなってるのか、

そのあれをちょっと教えていただけませんか。 

【岩﨑交通政策課長】 まず、生活航路改善対策
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事業費3億7,300万円余りの減ということでござ

います。 

 こちらにつきましては、離島航路の維持確保

を図っていくということで、国や県、市町と連

携しながら、欠損補塡などを行っている事業で

ございます。 

 こちらについては、令和7年度当初予算が約28

億4,000万円でしたが、燃油価格の高騰といった

事情を反映しまして、令和7年度3月の補正予算

で1億9,400万円の増額を一度させていただいた

経過がございます。 

 その後、国の動きなんですけれども、国が令

和7年度の補正予算の中でこちらの航路事業者

の厳しい経営環境を踏まえまして、臨時的な補

正予算、支援の上乗せがあってございまして、

その分、最終的には減額になったということで

ございます。 

 ですので、必要な経費については確保してい

るということで理解をしてございます。 

【中村地域づくり推進課企画監】 国境離島創業

事業拡大等支援事業費の減額の理由についてお

答えいたします。 

 こちらは有人国境離島法に基づく交付金制度

である雇用機会拡充事業について市町が取り組

む場合に県から補助を出している予算でござい

ます。この予算の中には、国費及び県費が含ま

れております。 

 減額の理由といたしましては、もともと雇用

人数を年間で200人目指すということで予算を

組んでおりましたが、結果的に年2回の採択等に

よってそこまでの事業が積み上がらず、目標と

する雇用人数との乖離が大きかったため、3月補

正及び今回の専決補正で減額をさせていただい

たところでございます。 

 当初予算額としましては、約9億4,900万円で

ございますが、最終的な執行額としましては5億

9,900万になっております。 

【近藤委員】 生活航路改善の方は何か分かった

んですけども、国からのあれがあるっていうこ

とでこういうふうな減額をした中で、国境離島

の方はですね、やっぱり一番難しい問題のとこ

なんですよ、そこはですね。 

 それで県の減額が5,644万円ということは、こ

れは創業等をした事業者へ補助金のうち6分の1

を出すんだったんですかね県が。 

 一応ですね、減額の金額がちょっと大きいな

って思いましたので、今企画監からですね、説

明受けたんですけども、これが足りないぐらい

の予算が組めるような活動をもう少しよろしく

お願いしたいと思います。 

【中村地域づくり推進課企画監】委員ご指摘の

雇用機会拡充事業の活用があまり進んでないと

いうことにつきまして、私どもとしましても問

題意識を持っております。そのため今回の6月補

正予算では雇用機会拡充事業の活用促進を図る

ことを目的とする新規事業を計上させていただ

いておりますので、この事業を活用して雇用機

会拡充事業がもっと活用されるように進めてい

きたいと思っております。よろしくお願いいた

します。 

【初手分科会長】 ほかに質問ございませんか。 

【赤木委員】 皆様おはようございます。 

 私からは、地域公共交通における運転士等の

確保に向けた取組について、地域を支える公共

交通担い手確保プロジェクト費、予算額2,042万

6,000円についてお尋ねをいたします。 

 先ほど詳細についてご説明をいただきました

が、まずは一般質問でも、いや総括質疑でもや

り取りがあったんですけども、今回その協議体、

会議体にはバス、タクシーじゃなく、地域の鉄
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軌道や航路も含めた形で臨むとされてますが、

やはり私の地元長崎市の方でも電気軌道さん、

路面電車でもやはり減便等があってまして、今

まで乗れてたのに結構インバウンドの方も含め

て多く乗られてたことで乗れない事態ですとか、

なかなか来ないとかですね、その苦情っていう

ものが電気軌道さんにもいったりしてる状況を

実際お聞きしておりますが、実際そのバス、タ

クシー、地域鉄軌道、航路、それぞれの不足の

状況を今どのように捉えてらっしゃるのか、お

尋ねいたします。 

【岩﨑交通政策課長】 先日、バスの運転士の不

足数につきましては、県内において令和8年4月

1日時点で100人を超える運転士が不足している

ということでお答えをさせていただいたところ

でございます。 

 また、先ほどご説明のありました鉄軌道につ

きましては、県内の3事業者に聞き取りを行った

ところ、本年4月1日時点でこちらも10名を超え

るような実際に不足が生じているということで、

どちらの交通事業者においても、やはり運転士

の不足、確保というのは非常に喫緊の課題だと

いうふうに認識をしてございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 やはり、担い手もそうですし、その結構な数

だと思ってます。それが本当に地域の皆様、県

民の皆様の足に大きく影響していて、それが県

民の皆様が認知されていることになっているの

かなと思っておりますし、ここの課題について

しっかり取り組むことが大事だと私自身も思っ

ております。 

 今回ですね、単なるこの会議体が要望を受け

る場ではなくて、県と公共交通の事業者さんと

一体となってこれからどういった取組ができる

かということで会議をしていくということで説

明を私自身も認識しておりますが、今後の会議

体のスケジュールについてお尋ねいたします。 

【岩﨑交通政策課長】 会議体のスケジュールで

ございますけれども、やはり効果的、効率的な

施策を一体的に協議することで、それを今後の

事業、あるいは予算編成に生かしていく必要が

あろうということで考えており、来年度の予算

編成を見据えましてまず夏頃、8月末あるいは9

月の上旬に1回目の会議を早急に開催し、今年度

中に3回程度の開催を行ってまいりたいと考え

てございます。 

【赤木委員】 来年度予算に間に合うようにしっ

かり一体となって、それを来年度予算に反映し

ていくという答弁だったと思っております。 

 ここに会議体ということですので、先ほど言

われた今の事業者さんも幅広く意見を聞いてい

ただくよう、これは要望にはなるんですけどお

願いしたいと思います。 

 この事業の中にある情報発信のための特設サ

イト開設及びＳＮＳ広告等も内訳として入って

おりますが、やはりＳＮＳ等を含めて多くの方

に見ていただいて、実際採用活動につなげてい

かなければならないと思っております。 

 やはりここは、今実際働いている方々も誇り

に思ってもらえるような例えば動画であったり

インタビューになってもらいたいなと思います

が、この成果指標はどこに重きを置いているの

かお尋ねいたします。 

【岩﨑交通政策課長】 情報発信のための特設サ

イトの開設、あるいはＳＮＳ広告でございます

けれども、現在のところこのサイトの開設に関

わります数字的な指標というのは置いておりま

せんが、やはり我々として考えてまいりたいと

思ってますのは、やはりこのサイトをつくるこ

とが目的になってはいけないんだろうというふ
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うに考えてございまして、やはりこのサイトの

中で公共交通事業の運転士の魅力であるとか、

実際に活躍をしていただいている姿を見ていた

だくことで、先ほど委員おっしゃりました現在

働いている方の誇りというかそういったものの

向上にもつなげてまいりたいと考えております

し、実際にそのサイトを通して各社の運転士等

の採用に実際につなげていくことが何より重要

であるというふうに考えておりますので、今後、

各事業者の意見を聞きながら実際効果的、効率

的なものになるように取り組んでまいりたいと

考えてございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 ちょっと懸念しているところが1個ありまし

て、ここの説明資料の中にＳＮＳ広告等により

というふうに書いております。 

 今おっしゃっていただいたこと、私も申し上

げたことすごく大事でしたけど、やっぱり事業

者さんや働いている方々に誇りに思ってもらっ

たり、また多くの方がその情報を見て、鉄道だ

ったりバスだったりをまた利用してもらえるよ

うな観光にもつなげていただきたいなとは思う

んですが、単なるその広告、お金を出して広告

を回して再生回数を伸ばすだけが目的にならな

いようにそこは注意をしていただいて、今おっ

しゃったような本当に誇りを持っていただいた

り採用活動につながるようなところを重きを置

いていただくよう要望を申し上げて、質問を終

わります。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【畑島委員】 私の方から1点だけちょっと念の

ための確認をさせてください。 

 地域公共交通における運転士等の確保に向け

た取組について、各事業者とも連携しながら行

政、官民連携して取り組んでいくということで

ありがたい話かなと思っておりますが、現在、

福岡と壱岐・対馬を結ぶジェットフォイルの方

はまさに運転士不足によって減便されている状

況でございます。 

 ただ、この事業者が福岡に本社を所在地とす

る会社ではございますけども、そうしたところ

も今回のこうした予算措置、今後の支援、連携

に当たっての対象になるのか、念のため確認さ

せていただければと思います。 

【岩﨑交通政策課長】 先ほどお話のありました

博多、壱岐・対馬航路のジェットフォイルなど

につきましても、やはり島民の皆様の生活、あ

るいは観光、交流人口の拡大に非常に重要な航

路だというふうに考えてございますので、今回

の協議体の中にはぜひご参加をいただいて、船

員の確保というのはまた特殊な事情がございま

すけれども、そういった実情もよくお聞きしな

がら一緒になって対策を進めてまいりたいとい

うふうに考えてございます。 

【初手分科会長】 ほかに質問ございませんか。 

【虎島委員】 おはようございます。 

 私からは、県庁舎跡地の債務負担行為につい

てご質問いたします。 

 これは一般質問でも自民党会派から私と前田

県議と質問をしてきたものでございますけども、

改めまして、今回本定例会においてこの4億円程

度の設計業務に関わる経費が計上された経緯を

お教えください。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 6月補正で債務負

担行為計上した経緯につきましては、出島との

一体性に配慮して、より質の高いデザインを確

保する観点から事業手法の方を見直しを行いま

して、設計を先行して実施する方向で現在策定

中の基本計画において検討を重ねておるところ

であります。 
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 なお、6月補正予算案における債務負担行為設

定についてはですね、丁寧な説明が十分にでき

なかったことに対してはおわび申し上げるとと

もにですね、今後は適宜経過報告等を丁寧に行

ってまいりますので、引き続き何とぞよろしく

お願いいたします。 

【虎島委員】 ありがとうございます。 

 今回ですね、この事業手法の見直しについて、

かなり事業の進め方に大きな影響を与える見直

しであったというふうに我々は考えております。 

 先ほど謝罪の言葉もいただきましたけれども、

ぜひしっかりと慎重に検討を進めていただけれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。 

 もう1点、先ほどから話題に上っております地

域を支える公共交通担い手確保プロジェクト費

について、私はこの事業を非常に心強く頑張っ

てほしいとの事業ではございますけれども、1点

だけ離職防止ですね、今現在働いている方の離

職を止めるためにどうしていくかという観点が

少し弱いのかなと思って、この資料を拝見いた

しました。 

 その点、先ほど働いてる方の誇りというとこ

ろが答弁やり取りございましたけども、いかが

でしょうか。お願いいたします。 

【岩﨑交通政策課長】 各交通事業者におきまし

て、運転士等の確保も図ってまいりますために

は委員おっしゃるとおり、新たな採用だけでは

なくて、今働いていらっしゃる方にいかに定着

していただくかということが大事だというふう

に考えてございます。 

 今回の補正予算におきまして、担い手確保と

いう形でございますけれども、先ほども申し上

げました夏に第1回を開催しますときには、今回

産業労働部の方で職場環境の改善に対する補正

予算、補正予算は昨年なんですけれども、その

経済対策の予算がございまして、こちら例えば

女性専用の控室をつくるときに使えるようなハ

ードを整備するような予算というのもございま

すので、そういった我々だけではなくて、県全

体の使えるような支援策というのも併せてご紹

介をして、ぜひご活用いただきたいというお願

いをしようと考えてございます。 

 そうした取組を各事業者に促すことで、やは

り処遇改善、働き方の改革、職場環境の改善と

いうのは非常に重要なテーマでございますので、

そちらについても可能な限り一緒になって働き

かけをしてまいりたいというふうに考えてござ

います。 

【虎島委員】 ありがとうございます。 

 今日ですね、たまたま見たニュースで他県の

電気軌道、電車の運転士確保の話があったんで

すけども、やはり非常に不規則な勤務体系が原

因で運転士不足が慢性化していたというところ

で、時短であるとか週休2日をしっかりした新た

な働き方というところを打ち出したところ、非

常に多くの運転士が応募されたというようなお

話もありました。 

 やはり船の非常に特殊な環境で賃金ももちろ

んそうなんですけども、働き方の改革というの

も必要な新しく入ってくる人も今働いている人

にとっても非常に重要なものであると思います

ので、ぜひその点もしっかりと検討していただ

ければと思います。よろしくお願いします。 

【初手分科会長】 ほかに質問はございませんか。 

【本多委員】 1点だけございます。 

 地域を支える公共交通担い手確保プロジェク

ト費についてなんですけれども、先日ですね交

通事業者様のお話を伺う機会がございまして、

その方がおっしゃるには、このままいけば何年

後に何人足りなくなるというようなシミュレー
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ションをなされているというようなお話でした。 

 我々はどちらかというとあんまり公共交通を

使わない者だと思うんですね。それで一般質問

でも申し上げましたけれども、減便とか路線廃

止になって困るのは我々でも交通事業者でもな

く地域の住民の方だということを、よりリアル

に皆で議論していきたいので、そういった数字

を交通事業者様にお声がけして本当にリアルな

数字でお話をしたいと思っているんですけれど

も、そういった働きかけっていうのは可能でし

ょうか。 

【岩﨑交通政策課長】 こちらの運転士の不足数

でございますけれども、各事業者が運行するそ

の年度の各路線の数でありますとか採用者数、

あるいは退職者数の差引きがどうなるかなど、

複数の要素で決まるということにございますし、

また近年各事業者におきましては、やはり先ほ

どお話ありました運転手の確保と定着にも力を

入れているということで、そうした状況の中で

一定の確度を持った推計っていうのがどういっ

た形でできるかっていうのは、やはり考えてい

く必要があろうかというふうに考えてございま

す。 

 一方、やはり委員ご指摘のとおり、安定的に

将来を見据えながら運転士を確保していくとい

うことが重要だというふうに考えておりますの

で、今回協議会の中で実際事業者にご参加いた

だいて、直接その状況をお聞きするということ

になりますので、そういったその実情をしっか

り把握しながら課題解消に向けて取り組んでま

いりたいというふうに考えてございます。 

【本多委員】 リアルな数字の下に皆で議論した

いと思います。 

 あとごめんなさい、もう1点、先ほどすみませ

ん、虎島委員とのやり取りの中で、職場づくり

の支援策を紹介するんだというようなお話をい

ただいたんですが、あれ多分9月末までが申請期

間になってるんで、ちょっと早めに取りかかれ

た方がいいかと思います。 

【岩﨑交通政策課長】 先ほどご紹介すると申し

上げましたが、もう既に各事業者には情報とし

ては共有させていただいておりますので、やは

り確実に使っていくっていうところも後押しを

したいというふうに考えてございます。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【白川委員】 私の方からも地域交通の担い手確

保事業についてお尋ねをしたいと思います。 

 先ほど委員の皆様から数々質問がありました

ので、1番から3番については大体理解をいたし

ました。 

 ④番の移住施策と連携した運転士確保の推進

というところについては、大変よい取組だとい

うふうに思います。やはり県内からではなかな

か厳しい面を県外から運転士の方、来ていただ

くことに対して、引っ越し費用のような形で移

住ということで世帯と単身に分けて支援をされ

るということですけども、こちらは事業者が行

われていることに対して支援をするというよう

な認識でよいのか。 

 また、その事業者が実際もう既に単独で行わ

れている場合、どれぐらいの額で支援をされて

いるのか。また、その活用がどの程度なのかを

教えてください。 

【岩﨑交通政策課長】 こちらの交通事業者が支

給する支援金等への支援という形にしてござい

まして、交通事業者がこの制度を設けていただ

いて支出をするその半分を県としてご支援させ

ていただきたいというふうに考えてございます。 

 現在の各事業者の取組状況につきましては、

全ての事業者の状況を把握してるわけではござ
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いませんけども、例えばバス事業者でまいりま

すと、西肥自動車が転居費用の支援金制度とい

うことで、これは佐賀県を除く県外から入社を

された際、転居に係る費用に対して例えば世帯

でいきますと15万円、単身者に対して10万円と

いうような制度がございます。 

 また、これ以外でも県内外からの採用は問わ

ないですけれども、長崎自動車、西肥自動車に

は入社支度金という形で例えば入社した際に5

万円とかそういった制度がございますので、実

際、令和7年度でいきますと、先ほど西肥自動車

は2名の実績があると、入社支度金につきまして

は、長崎自動車が1名、西肥自動車が13名という

ことで伺っているところでございます。 

 今回支援制度を設けますことで、現在制度が

ある事業者につきましては補助率が2分の1です

ので、これまでと負担が変わらない中で倍の金

額を制度設計ができるということになりますし、

そういった先行事業者の取組というのをぜひ現

在ない事業所につきましても共有して、この制

度の創設というのを積極的に働きかけてまいり

たいと考えてございます。 

【白川委員】 詳しいご説明ありがとうございま

した。 

 各自動車会社の方で実績があるということで

ありましたけども、額的にもうちょっと上乗せ

できそうなというか、この支援があることによ

ってもうちょっと支援額を増やせそうな感じも

いたしますし、また、今こういった支援金を出

されていない事業者さんが思い切って県外から

運転士さんが来ていただけるということであれ

ば、こういう制度を設けようというような後押

しに非常になるのではないかと思っております。 

 800万円という価格が有効に使われて、県外か

らの運転士さんの確保につながるように期待を

したいと思います。ぜひとも事業者さんにしっ

かりと周知をしていただいてご活用いただくよ

う、よろしくお願いしたいと思います。 

 そして、その欄外に関連して②番の方ですけ

ども、県外バス就職イベントの県ブース出展と

いうことで、今年度から東京、大阪に加えて名

古屋を追加されたということでありますけども、

過去の実績を教えてください。 

【岩﨑交通政策課長】 このイベントへの長崎県

ブースの出展でございますけれども、令和7年度

から実施をしてございまして、10月に大阪、11

月に東京で実施をした実績がございます。 

 それぞれの会場には3事業者、県交通局、長崎

自動車、西肥自動車にご参加をいただいて、併

せて県の移住相談員が常駐するコーナーという

のも併設をしたところでございます。 

 実際、この両会場での求職相談に来られた方

の数は、2会場で約90人ということになってござ

いまして、転職につきましてはいろんなタイミ

ングがございますので、現時点では県交通局の

1名となってございますけれども、やはり今回移

住施策と連携した支援金などもつくってまいり

ますので、そうした中でこの県外就職イベント

でしっかりとアピールをしていく必要があろう

かというふうに考えてございます。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 東京、大阪で90名ブースに立ち寄っていただ

いたというところで、1名が就職をされたという

ことで、確率的にはちょっとまだまだ低いなと

いう感じはいたしますけども、先ほどおっしゃ

ったように④番の移住施策との関連を強めてい

ただいて、しっかりＰＲして県外の方からも来

ていただけるような結果につながることを期待

したいと思います。よろしくお願いいたします。 

 そのほかに幾つかありまして、デジタルノマ
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ドの受入れ推進事業費とつながる移住促進事業

費、どちらもウェブサイトの新設費用であると

いうことが書かれておりますけども、金額が結

構違うというふうに見てとれます。 

 同じウェブサイト新設ですけども、この金額

の差がある理由を教えてください。 

【梅田地域づくり推進課長】 まず、つながる移

住促進事業費のウェブサイト構築でございます

が、補足説明資料を再度ご覧いただきたいと思

うんですけれども、そちらの内訳にございます

が、関係人口向けの今回ウェブサイトをつくろ

うと考えておりますが、これに約370万円の予算

を計上しているところでございます。 

 そして、デジタルノマド受入れ推進事業費で

ございますが、こちらの方が870万円の予算を組

んでおりますが、基本的にこちら全額がウェブ

サイト構築費用となっております。 

 ここで少しデジタルノマド受入れ推進の方が

経費が高くなっておりますが、まず、このデジ

タルノマドに関するウェブサイトは本県にはご

ざいませんので、一からつくるということ。そ

れから初めてつくるということもあって、いろ

いろと取材などをしていきたいというふうに考

えておりますので、そういった取材費なども含

めた金額を設定しておりますので、少し高くな

っているという状況になっております。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 ご説明にありましたように、デジタルノマド

の方は完全に一からつくるということで新設と

いうことと、つながる移住の方は半額以下にな

っていますけども、こちらはながさき移住ナビ

の一部としてということを事前に聞いておりま

したけども、全くの新設ではなく一部に追加す

るページということでこのような差があるとい

うことは理解をいたしました。 

 デジタルノマドの受入れについては、取材等

も行われるということで費用がかかるというこ

とでしたが、海外の方へ対応していくページに

なるかと思いますので、多言語の対応等も必要

になるかと思いますのでよろしくお願いいたし

ます。 

 あと、デジタルノマドの受入れを推進する上

で、やはりＷｉ－Ｆｉ環境の整備は非常に重要

ではないかと思っておりますけども、こういっ

た整備の状況について教えていただければと思

います。 

【梅田地域づくり推進課長】 Ｗｉ－Ｆｉの整備

状況につきましては正確なところ把握してござ

いませんが、ただ、デジタルノマドを実際に誘

致するためにはこのＷｉ－Ｆｉ環境というのは

非常に重要なところとなっております。 

 それで昨年度、このデジタルノマドを実際に

受け入れる宿泊事業者であるとか、コワーキン

グスペースの運営者、自治体職員向けの勉強会

を行いまして、その際にもこのＷｉ－Ｆｉ環境

の重要性というのは申し上げておりますので、

このＷｉ－Ｆｉの受入れ促進というのを市町や

事業者の方に促してきたところでございます。 

 引き続き市町や関係事業者等には導入を促し

てまいりたいというふうに考えております。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 しっかりですね、特に島の環境等はすごくＷ

ｉ－Ｆｉの整備については非常に重要かと思い

ます。電波が薄いところも非常に島によっては

あるように感じておりますが、一応その宿泊施

設等というところにおいてはですね、しっかり

整備をしていただくように、何か対馬の方でち

ょっと一時期、光に替えるときに何かつながら

ない期間があったようなことをちょっと伺った

ので、そこを懸念しての質問でした。ありがと
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うございます。 

 あともう1点ですが、地域コミュニティ維持活

性化促進事業費についてですけども、こちらが

528万8,000円ということで計上をされておりま

す。 

 こちらなんですが、小学校区をベースにとい

うことで地域住民による多様な地域活動ができ

るようにというような支援のように書かれてお

りますが、県がやることなのかなという率直な

疑問と、あとその528万円で県内の自治体、小学

校区の自治体の支援をするって非常に広域なの

にこの金額でどれぐらいできるのかなっていう

ことで、ちょっとイメージがつきにくかったの

でご説明をお願いします。 

【梅田地域づくり推進課長】 地域コミュニティ

維持活性化促進事業費でございます。 

 今回ですね、委員がご指摘のとおり、こうい

った地域コミュニティ関係の事業につきまして

は、基本的に市町村の役割だと私どもも認識し

ております。 

 それで人口が減少していても地域がずっと維

持し続けるためには、住民主体の活動である地

域運営組織というものが今後も重要になってく

るものでございます。 

 そういった地域運営組織の設立につきまして

は、市町村の方でいろいろ取組が進められてい

るんですけれども、県内全体を見たときにやは

りそういった地域運営組織をつくって活動が進

んでいる自治体と、まだなかなか組織がつくら

れてない自治体もいろいろございまして、県と

してはやはり地域コミュニティ重要でございま

すので、そういった設立支援という形で広域的

な立場という形で支援をしておるところでござ

います。 

 ですので、例えば直接、地域運営組織、自治

会などに補助金を出すとかそういった事業では

ございませんで、勉強会を開催したりアドバイ

ザーを派遣するといったような事業を今までも

実施してまいりました。 

 この地域運営組織というのを主に小学校区単

位としておるんですけれども、これも市町村の

判断でどういった単位でつくるかというのは考

えておられるんですけれども、小学校区単位の

ところもあれば旧町単位でされてるところ、そ

れから自治会単位でされているところ、それも

市町村の考えでいろいろでございますので、こ

この記者発表資料に載せている小学校区単位と

いうのは一例でございますけれども、これまで

はこの地域運営組織の設立支援というところを

重点的に行ってまいりました。 

 総合計画では、7年度末までに220の団体を設

立することを目標にしておったんですけれども、

190を超える団体が設立できたということで、一

定設立の方はできてきたのかなというふうに考

えております。 

 しかし、地域運営組織の方も高齢化ですとか

人材不足がやはり進んでおりまして、今後はそ

ういった地域運営組織をどうやって維持してい

くか、そういったことが課題になってくると思

っておりますので、今回ですね今までは県の職

員が直接相談対応等してたんですけれども、こ

れを中間支援組織というか有識者の方々にちょ

っと委託をしまして、そこで専門の方々に直接

相談を受けていただいたりアドバイザーを派遣

していただくような事業をしたいというふうに

考えておりまして、委託料ですね、この中で積

んでいるといったような状況でございます。 

【白川委員】 詳しいご説明ありがとうございま

した。 

 地域組織は190以上ぐらいに今は集約をされ
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ているという中で、直接ではなく委託先にアド

バイザー派遣をしていただいたり支援をしてい

ただくということですけども、この委託先のど

ういったところが想定をされているのか教えて

ください。 

【梅田地域づくり推進課長】 委託先の想定でご

ざいますが、プロポーザルで委託先は決めるこ

とを想定しておりますけれども、県内にはそう

いった地域運営組織にアドバイザーとして行か

れてる方などの団体がございますので、そうい

ったところが委託の相手方になるものと想定し

ております。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 かなり地域に精通した知識だったりとか県内

ということで地域様々なので、かなり様々な地

域のことを知っている方だったりとかそういう

自治会運営について精通した事業者が必要にな

るのではないかなと思いますけども、実際この

190を超える団体に対して、ご要望があるところ

から派遣をしていくということなんでしょうけ

ども、大体この予算で何か所ぐらいの想定をさ

れてるとか分かりますか。 

【初手分科会長】 休憩します。 
 

― 午前１０時５２分 休憩 ― 

― 午前１０時５３分 再開 ― 
 

【初手分科会長】 再開いたします。 

【梅田地域づくり推進課長】 今回、6月補正予

算ということもありまして、その後プロポーザ

ルで業者を決定したいと思いますので、実際の

活動期間は後半の半年間ということでございま

すが、10回のアドバイザー派遣を想定している

ところでございます。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 半年間で10か所ぐらいということであります

が、まずは委託業者の選定ですね、しっかりと

した業者さんが入札というかプロポーザルで決

まることが前提ですけども、やはり自治会の運

営に私も携わっておりますけどもやっぱり高齢

化しておりまして、大変担い手不足に直面して

いるというところがありますし、若い方や女性

がですね自治会の運営に役員等で参加すること

がなかなか厳しい現状にあります。共働きが当

たり前になっていたりしますし、こどものいろ

んなお迎えだったりとかですね、本当に現役世

代がなかなか入っていきづらいというか、やり

たいんだけどもなかなか時間が取れないとかい

うことが現状にあると思います。 

 私の自治会の方ではですね、本当にこのモデ

ルケースのように小学校単位で非常に活動が活

発でありまして、先日福岡からその自治会運営

に関する有識者を呼んでの研修会が開催された

ところでありまして、連合自治会単位で活発に

されているなと思って見ておりました。 

 ですので、やはりこういうアドバイザー派遣

等は非常に今後若い方たちが自治会運営に携わ

っていく中で、新しい時代の形というか、そう

いうのも生み出していかないといけないのかな

って思ってる最中に必要かと思いますので、限

りある予算の中で10件程度ということでありま

すが、ニーズは恐らくあると思いますので、し

っかりとやっていただきたいなと思っておりま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

【山口委員】 お尋ねしますが、もう既に皆さん

からも質問あってることなんですが、地域交通

の関係についてお尋ねをします。 

 地域の足を守るといいますかね、地域を支え

る、いわゆる地域交通が地域に活力を与える大

きな要素になってるというふうに理解しており

ますけれども、その中でもう話しあってますか
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ら二つだけお尋ねします。 

 まず一つは、外国人の運転手をいかに確保し

ていくかという一つの課題があるわけなんです

が、具体的にいつどこで誰がどのような方法で

やろうとしておるのか、今少しご説明をいただ

きたいと思います。 

【岩﨑交通政策課長】 現在の日本全体で、働き

手が減っていくという状況を考えますと、やは

り公共交通を守っていくために外国人の雇用と

いうのを視野に入れていくことが非常に重要だ

ということで、今回の事業を挙げさせていただ

いておりますが、現在のところ日本全体でいき

ましても、一部の大規模な民間事業者といいま

すか、そういったバス会社が先行して取り組ん

でいるということで数を申し上げますと、昨年

12月の数字でございますが、特定技能1号のバス

運転手というのは全国で12人ということになっ

ておりまして、まだまだ長崎におきましてもま

だいらっしゃいませんし、全国的にもまだ進ん

でないというところでございます。 

 ただ、各バス会社、県内のバス会社におきま

しても課題認識は持っているということで、た

だ一方で、やはり安全運行をどういかに確保す

るか、例えば事故時の対応であるとか、お客様

の体調が悪くなられたときの対応をどうするか、

あるいは実際外国から来ていただきますので、

その住居も含めた受入れ体制をしっかり確保す

る必要があるでありますとか、実際受け入れて

免許を取得したりするのに、やはり1年程度時間

かかって様々な課題がございますので、各事業

所におきましては問題意識としては持っていて、

どういったところから手をつけていこうかとい

う段階でございますので、今回は制度の説明会、

あるいは先行事例の紹介、個別事業者の相談会

というのも兼ねまして開催をしたいということ

でございますので、各事業者のその段階的な取

組というところを一緒になって考えてまいりた

いと考えてございます。 

【山口委員】 分かりました。 

 いずれにしても、外国人として日本でいう二

種免許をきちっと持って対応できる人をセミナ

ーに来ていただくということだと思いますが、

いま一つその外国人のその対象者の方に知らし

める方法というのが大事になってくるのかなと

思いますけど、そこんところももう少し詳しく

ご説明いただけますか。 

【岩﨑交通政策課長】 今回予定しております外

国人運転手の受入れに向けた説明会、相談会で

ございますけれども、こちらの対象は県内のバ

ス事業者を対象としてございまして、働く意欲

のある外国人の方を直接対象にしてるっていう

ものではございませんけれども、やはり国外か

らこの外国人のバスのなり手、意向がある方を

いかに引っ張ってくるかっていうのが非常に大

きな課題となっておりまして、そこに例えばネ

ットワークを持つ事業者でありますとかそうい

ったところが複数ございますので、そうしたそ

の先行的なバス事業者がどういう取組をしてる

かっていうところも含めてですね、今後そのバ

ス事業者と一緒になって研究を深めていく必要

があろうかというふうに考えてございます。 

【山口委員】 ありがとうございました。 

 もう一つ、これももう質問あって、東京、大

阪、名古屋で相談会を開催したと。90名の方が

そういう参加をされたということなんですが、

問題は理解をしていただいたとしても、移住、

いわゆる長崎にＵターン、あるいはＩターンで

来てもらわんといかんわけですね。そんときに

やはり居住、住まいが大事になってくると思う

んですが、そのことについてきちっと説明がな
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されているのかどうか、そこが大きなポイント

になるのじゃないかなと思いますけれども、い

かがですか。 

【岩﨑交通政策課長】 委員ご指摘のとおり、私、

今年の3月まで県営バスで仕事をしておりまし

て、実際このイベントにも参加をさせていただ

きました。 

 実際、この求職相談に来られる方は、長崎に

は全くゆかりがないけれども、長崎がすごく魅

力的なので働いてみたいでありますとか、そう

いった方も複数お越しいただいたという経験が

ございます。 

 やはり委員ご指摘のとおり、住居をいかに確

保するかっていうところが土地勘がないってい

うところも含めて大きな課題になってございま

す。 

 そういった意味でいきますと、今回行政、各

市町も含めてメンバーとなって対策を考えるこ

とにしてございますので、住居の面でどういっ

た支援ができるか。例えば公営住宅というのも

ございますので、そこをどういう取扱いをでき

るかというところも含めて話していく必要がご

ざいますし、今回やはり住居の確保、移転の際

の費用の必要性、そういったところもございま

すので、今回支援金というのも別途設けさせて

いただいたところでございますので、引き続き

この会議の中で、市町、運輸事業者、実情をし

っかり踏まえながら対応してまいりたいと考え

てございます。 

【山口委員】 しっかりやっていただきたいと思

います。特にこのことは外国人の採用に当たっ

ても極めて重要になってくると思いますから、

そこんところも抜かりなくやっていただくとい

うことでお願いします。 

 特に今、免許の関係からいきますと、高齢者

が免許返納を促している状況ですね。災害防止

も含めて。それからいくとですね、やはり地域

公共交通というのは極めて重要な位置づけに、

今高齢化社会を迎えましてなると思いますので、

その大本にある運転手をきちっと確保していく

ということが、それぞれの事業者が安心して経

営ができるという状況につながる当然のことな

んですが、ぜひしっかり対応していただきたい

と思います。よろしくお願いします。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はございませんか。 

【永安委員】 すみません、もう既にやりました。

1点ちょっと確認したいのが、公共交通の運転士

確保の部分の話も、細かい事業は皆さんのやり

取りで承知したんですけれども、この協議体の

設置、もう既に多分それぞれの自治体と交通事

業者の中でいろんな場面で、名称は異なるんで

しょうけども、この地域交通の公共交通の在り

方検討会であったりとか、もう多分この現状は

もう数年前からもういろんな課題は吸い上げら

れて、多分それが県やったり国も要望されて、

実際もう具体的補助ができたりとか進んでるは

ずなんですよね。 

 それと今回この事業で改めて県が主導権を持

ってその協議体というか声を吸い上げるような

場っていうのを、これは発信も含めてつくるっ

ていうことなんですけど、この意味合いとこれ

までのそれぞれの自治体等が交通事業者との連

携をされている協議会というかそういった場面

と、どのような整理をされて進めようとされて

いるのか。 

 やるよっていう行動については非常に私も県

がやっぱりいろんな地域性、また事業者がそれ

ぞれある中で、一体として発信した中で事業を

組み立てるんだっていう意向分かるんですけど

も、多分事業者の方々からしてみればもう既に
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それはもうこれまでも訴えてきたよね、地域で

課題はもう提案してきたよねっていう話を改め

てまたこの場面で、要はステージを二つも三つ

もつくってすることにどこにその意義を持つの

かっていうのをちょっと疑問に感じるところな

んですけど、ちょっとその辺りのところをどう

整理されているのかだけ一つ教えてください。 

【岩﨑交通政策課長】 委員ご指摘のとおり、各

地域地域で交通バス、航路、そういったものを

どういうふうに確保していくかというのは、各

事業者、あるいは地域の行政、地域関係住民の

皆様、そういったところでの協議体というのは

既に各地域地域で開催をされておりますし、県

としてもオブザーバーという形で参加をさせて

いただいて、どういった議論がされているかっ

ていうのは随時把握をさせていただいていると

いう状況でございます。 

 そうした中で、今回の取組でございますけれ

ども、事前に事業者の皆様と意見交換をさせて

いただく中で、やはり民間事業者がそれぞれい

ろんな努力をしてきてるけれども、やはり事業

者だけでは、もはやなかなか現在の状況を一気

に改善できるような状況ではないんじゃないか

という危機感をお伺いしておりまして、そうし

た中でやはり行政と一緒になってやっていくん

だっていう県民の皆様へのメッセージも含めて

やっていく必要があるんじゃないかというよう

な声を伺っているところでございます。 

 実際また、事業者におきましても取組の濃淡

もございますし、またやってる分につきまして

も、例えば求人票の出し方であるとか、そこに

ついても例えばこういう書き方をするとか、そ

ういった部分っていうのはやはり民間の専門事

業者が持つノウハウというかですね、そういっ

たものもあるということで、私は昨年県営バス

の中でもそういった経験もしたこともございま

すので、やはりこの各事業者の取組をブラッシ

ュアップして、よりよいものにしていくという

こともありますし、現在取組が不足している事

業者に対して先行事例の横展開というのも図っ

てまいりたいというふうに考えてございますし、

行政の支援の面でいきますと、やはりしっかり

支援をしているところと、まだまだこれから支

援を検討していくという段階で濃淡がございま

すので、やはりこの長崎県全体が直面している

課題に対して、やはり全体を効率化することで

機動的に動いていく必要があるんじゃないかと

いうことで、今回県全体での会議というのを設

けさせていただいたということもございます。 

 やはり県民の皆様に対しても、運転手が不足

をしておりますので、公共交通をしっかり使い

続けていただく必要があるということも含めて

ですね、しっかりと議論をして情報発信につい

てもやっていきたいというふうに考えてござい

ます。 

【永安委員】 分かりました。それ十分期待をし

ておるんですけれども、ちょっと冒頭、もとも

とこの質疑をする中で事業者の負担感が逆に全

く同じことを言わせて、結局実現性がどこまで

あるのっていうような形になると、そもそもの

やっぱり信頼関係そのものが揺らぐ可能性もあ

るので、その辺りのところはちゃんと意義ある

協議体として動かしていただきたいなと思って

おりますので、よろしくお願いいたします。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑・討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分、報告第2号のうち

関係部分については、原案のとおり可決、承認

することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は

原案のとおり、それぞれ可決、承認すべきもの

と決定されました。 

 ここでしばらく休憩をいたします。次の会議

を11時20分といたします。 
 

― 午前１１時０８分 休憩 ― 

― 午前１１時２０分 再開 ― 
 

【初手委員長】会議を再開いたします。 

 次に、委員会による審査を行います。 

 地域振興部においては、今回、委員会付託議

案がないことから所管事項についての説明を受

けた後、資料提出についての説明を受け、議案

外所管事務一般についての質問を行うこととい

たしたいと思います。 

 地域振興部長より、所管事項の説明を求めま

す。 

【渡辺地域振興部長】 地域振興部関係の所管事

項等についてご説明いたします。 

 お手元の総務委員会関係説明資料2ページを

お開き願います。 

 和解及び損害賠償の額の決定について。 

 これは、公用車による交通事故のうち和解が

成立した2件につき、損害賠償金合計16万2,511

円を支払うため、去る5月26日付で専決処分をさ

せていただいたものであります。 

 次に、所管事項についてご説明いたします。 

 ＵＩターンの促進等について。 

 ＵＩターンの促進については、市町と連携し

ながら、移住に関する丁寧な相談対応を実施す

るとともに、県内各地域の魅力や支援制度等の

情報発信に努めているところです。 

 こうした中、県と市町の移住相談窓口を介し

た令和7年度の移住者数は、令和6年度の1,998人

から61人減少した1,937人で、直近3か年は約

2,000人前後で推移しております。 

 今年度は、これまでのＵＩターン促進の取組

に加え、関係人口まで裾野を広げ、情報発信等

を行い、関係人口が本県と継続的に関わりを持

っていただくことで、将来的な移住につなげて

いきたいと考えております。 

 また、関係人口施策については、先進事例の

調査や市町との連携強化を図り、今後の施策を

検討していくほか、国内外のデジタルノマドの

受入れ基盤づくりや情報発信を行ってまいりま

す。 

 県北知事室の設置について。 

 知事が定期的に県北地域を訪問し、現場の確

認や地域の方々の声を直接お伺いすることによ

り、課題解決や今後の政策形成に生かすことを

目的とした県北知事室を、去る4月27日に県北振

興局内に設置し、知事と管内市町長等との意見

交換を行いました。 

 設置した以降も、県北振興局管内の現地視察

や各地域でご尽力されている方々との意見交換

を重ねており、今後も定期的に県北地域を訪問

してまいります。 

 国境離島地域の振興について。 

 平成29年4月に施行された有人国境離島法が、

来年3月末をもって施行後10年を経過し、その期
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限を迎えることとなります。この間、県におい

ては、法に基づく国の交付金を最大限に活用し

ながら、雇用機会の拡充をはじめ、航路・航空

路の運賃低廉化や輸送コストの支援、滞在型観

光の促進などに関係市町と一体となって取り組

んでまいりました。 

 その結果、雇用機会拡充事業においては、

1,700人を超える新たな雇用の場が創出されて

おり、本年度の関係市町による第1回目の事業採

択においても102人の雇用創出が見込まれ、昨年

度の同時期を上回る水準となっております。 

 また、移住者数については、法施行前の5倍に

増加し、一部地域では人口の社会増が実現され

るなど顕著な成果も現れております。 

 しかしながら、進学や就職に伴う若者の転出、

自然減の進行により、人口減少は本土地域以上

に深刻化しており、国境離島地域における地域

社会の維持・振興を図るには、現行の有人国境

離島法の改正・延長が必要不可欠であります。 

 こうした認識の下、県では、県議会や関係市

町等の皆様と連携し、同法の改正・延長に向け

た要望活動に取り組んできたところであり、去

る5月18日にも、知事が関係都道府県の知事等と

連携し、あかま内閣府特命担当大臣をはじめ関

係者に対し、法の確実な延長及び令和9年度に向

けた関係予算の確保等について要望を行ってま

いりました。 

 恐れ入りますが、総務委員会関係説明資料（追

加1）2ページをご覧願います。 

 さらに、6月13日には、金子国土交通大臣及び

岸田元内閣総理大臣が小値賀町を訪問され、国

境離島地域における定住促進等に係る視察や意

見交換が行われました。 

 意見交換では、知事から有人国境離島法の改

正法案の早期提出と原油価格の高騰などを踏ま

えた離島振興対策のさらなる充実に対し、支援

をお願いしたところであります。 

 恐れ入りますが、総務委員会関係説明資料（追

加2）2ページをご覧願います。 

 このような中、去る6月24日、有人国境離島法

の改正法案が今国会に提出され、衆議院での可

決を経て、現在、参議院での審議が行われてお

ります。 

 改正法案の提出については、昨年、本県から

も関係市町とともに強く要望活動を実施したと

ころであり、本県選出国会議員及び県議会をは

じめ、関係者の皆様方の多大なる尽力に対し、

深く敬意と感謝を申し上げます。 

 恐れ入りますが、総務委員会関係説明資料に

お戻りいただき、4ページ上段をご覧願います。 

 今後とも、改正法案の早期成立と、支援策の

充実・強化及び必要な予算の確保が実現される

よう、関係市町と連携して国等へ働きかけてま

いります。 

 九州新幹線西九州ルートについて。 

 開業4年目を迎えた西九州新幹線（長崎～武雄

温泉間）については、ＪＲ九州によると、今年

4月までの総利用者数が900万人を超え、1日当た

りの利用者数も開業1年目の約6,600人から足元

では約7,400人へと増加しており、観光需要をは

じめ、通勤・通学などの日常利用の定着も進む

など、利用状況は順調に推移しております。 

 一方、未整備区間である九州新幹線西九州ル

ート（新鳥栖～武雄温泉間）については、去る

4月2日、与党整備新幹線建設推進プロジェクト

チーム「九州新幹線（西九州ルート）検討委員

会」が開催され、国土交通省の水嶋事務次官と

佐賀県の山口知事との間で、フル規格を前提と

した議論が進められている状況が共有されると

ともに、環境影響評価の実施に向けた検討の重
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要性や、来年度概算要求を見据えた予算計上の

必要性などが示されたところであります。 

 さらには、水嶋事務次官と山口知事との協議

においても、水嶋事務次官から詳細なルートを

特定せず、幅を持たせた形での環境影響評価の

実施が提案されるなど、現在も継続的に実施さ

れております。 

 また、去る4月6日には、平田知事がＪＲ九州

古宮社長と面談を行い、全線フル規格での整備

に向けては、佐賀県の理解を得ることが最も重

要であるとの認識の下、三者協議の開催も含め、

関係者間で協議を継続していくことについて認

識を共有したところであります。 

 県としましては、引き続き、関係者との実践

的な協議を積み重ねるとともに、政府・与党に

対して議論の進展や課題解決を強く働きかける

など、西九州地域全体の発展に資する全線フル

規格による整備の早期実現に向け、全力で取り

組んでまいります。 

 「長崎県行財政運営プラン2025」に基づく取

組について。 

 令和3年度から令和7年度までの5年間で取り

組んでまいりました「長崎県行財政運営プラン

2025」に掲げる地域振興部関係の項目に関して、

その主な取組内容をご説明いたします。 

 「市町との連携・補完・支援」については、

県・市町連携会議において、パートナーシップ

宣誓制度導入に係る市町との連携や、こども福

祉医療費制度などについて意見交換を行いまし

た。 

 また、「人口減少社会に適応した行政サービ

スの提供の在り方研究会」においては、市町の

職員に対し、将来の行政サービスの安定的な提

供に向けた情報共有や意見交換を行いました。 

 さらに、県及び市町職員の双方の人材育成の

観点から、幅広い分野において市町との相互人

事交流を実施いたしました。 

 今後も、新たに策定する行財政運営に関する

方針に基づき、効率的かつ効果的な組織運営に

取り組み、各施策の実現に努めてまいります。 

 以上をもちまして、地域振興部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。 

【初手委員長】 次に、提出のあった政策等決定

過程の透明性等の確保などに関する資料及び政

府施策に関する提案・要望の実施結果について

説明を求めます。 

【梅田地域づくり推進課長】 「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議」に基づき、本委員会に提

出しております地域振興部関係の資料について

ご説明いたします。 

 資料の2ページをご覧ください。 

 1,000万円以上の契約状況の令和8年3月から5

月までの実績で、令和8年度ながさき食の産品サ

ポート事業業務委託などの随意契約5件となっ

ております。 

 3ページをご覧ください。 

 知事及び部局長等に関する陳情・要望のうち、

令和8年3月から5月までに県議会議長宛てにも

同様の陳情・要望が行われたものは、養生所を

考える会からで、県の対応等につきましては4ペ

ージまでお示ししているとおりとなっておりま

す。 

 次に、決議・意見書に対する処理状況につき

ましては、離島・半島地域振興特別委員会など

3件につきまして、資料は各委員会共通資料のフ

ォルダにて報告を行っております。 

 続きまして、先月実施しました令和9年度政府

施策に関する提案・要望について、地域振興部
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関係の要望結果をご説明いたします。 

 資料をご覧ください。 

 地域振興部におきましては、九州新幹線西九

州ルートの整備促進、有人国境離島法の改正延

長及び支援制度の拡充、離島振興対策の充実な

ど5項目について要望を実施いたしました。 

 要望実績といたしましては、自由民主党、内

閣府、国土交通省に対し、知事、副議長、地域

振興部長、地域振興部政策監により要望を行い

ました。 

 このうち、九州新幹線西九州ルートの整備促

進については、全線をフル規格で整備すること

が必要であり、地方負担やルート、並行在来線

等の課題への解決策を提示するとともに、整備

方式に係る関係者間の協議を進展させ、関西直

通運行を早期に実現するよう、自由民主党及び

国土交通省に対して強く要望を行いました。 

 また、有人国境離島法の改正延長及び支援制

度の拡充については、令和9年3月末に期限を迎

える有人国境離島法の確実な改正延長と施策の

拡充及び現在の社会情勢や経済状況を踏まえた

十分な予算の確保を図るよう、自由民主党及び

あかま内閣府特命担当大臣に対して強く要望を

行いました。 

 離島振興対策の充実については、離島振興法

に規定されている施策のさらなる充実強化を図

るよう、自由民主党及び加藤国土交通大臣政務

官に対して強く要望を行いました。 

 このほか、地域振興部独自の要望活動として、

国土交通省の幹部職員等18名に対し、九州新幹

線西九州ルートの整備促進、地域公共交通等の

確保・維持、離島と本土間を結ぶジェットフォ

イルの更新の3項目の最重点項目について、地域

振興部長、地域振興部次長により要望を行って

おります。 

 以上が地域振興部関係の要望結果であります

が、今回の政府施策に関する提案・要望の実現

に向け、引き続き取組を行ってまいります。 

 以上で報告を終わります。 

【初手委員長】 次に、地域づくり推進課長より

補足説明を求めます。 

【梅田地域づくり推進課長】 引き続き、本県へ

の移住実績についてご説明いたします。 

 補足説明資料の移住者の推移をご覧ください。 

 まず、1ページですけれども、ながさき移住サ

ポートセンターを開設した平成28年度から令和

7年度までの移住者実績を示しております。 

 一番右が令和7年度の実績で1,937人となって

おり、令和6年度の1,998人から61人減少してお

ります。グラフは、Ｕターン・Ｉターンで色分

けしておりますが、下の濃い青色部分がＵター

ンで、昨年度は1,033人、上の薄い青色部分がＩ

ターンで904人となっております。 

 令和6年度と比較すると、Ｕターン・Ｉターン

ともに微減という状況になっております。 

 2ページをご覧ください。 

 令和7年度の年代別の内訳になります。左から

移住者全体、うちＵターン、うちＩターンを円

グラフで表しております。それぞれ40代以下を

外側の円で囲っておりますが、Ｕターン・Ｉタ

ーンで大きな違いはなく、40代以下で約7割を占

めています。 

 3ページをご覧ください。 

 移住者の前住所、つまり本県に移住してくる

前にどこに住んでいたかの内訳になります。 

 これもＵターンとＩターンで大きな違いはな

く、一番多いのが福岡県で、次いで東京都とな

っており、九州北部及び首都圏からの移住者が

多くなっている状況でございます。 

 4ページをご覧ください。 
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 上段は、市町ごとの内訳となります。佐世保

市や諫早市など8市町にて増加しておりますが、

一部の市町において大きく減少したことから、

全体では令和6年度より61人の減少となってお

ります。 

 また、下段は総合戦略、総合計画における数

値目標と実績を記載しております。 

 前総合計画における令和7年度3,200人の目標

に対し、実績は1,937人となっており、コロナ禍

後の東京一極集中の再加速等による影響が大き

く、目標を達成することができない結果となっ

ております。 

 今後とも市町と連携しながら、情報発信の充

実強化や都市部での移住相談会の開催などによ

り、移住者の獲得に努めてまいります。 

 以上でございます。 

【初手委員長】 次に、地域づくり推進課企画監

より補足説明を求めます。 

【中村地域づくり推進課企画監】 有人国境離島

法の改正法案の概要についてご説明させていた

だきます。 

 資料は、議案外改正有人国境離島法の法律案

概要をご覧ください。 

 部長説明にありましたように、去る6月24日、

有人国境離島法の改正法案が今国会に提出され、

翌日の衆議院での可決を経て、現在、参議院で

の審議が行われているところであります。 

 こちらの資料は、現在、衆議院法制局のホー

ムページに掲載されている法律案の概要でござ

います。 

 資料の最上段には、法律案の正式名称が、そ

の下の四角囲み部分には、法改正の必要性等が

記載されております。 

 また、先ほどの四角囲み部分から下について

は、左側に現行法の概要が記載されており、そ

の右側には今回の法改正案の概要が記載されて

おります。 

 資料右側の今回の法改正案の概要について、

上から順にご説明いたします。 

 初めに、特定有人国境離島地域の追加として、

北海道の天売・焼尻、山形県の飛島、新潟県の

粟島、東京都の新島・式根島の4地域6島が追加

されることとされております。 

 資料右側の四角囲み部分から点線の矢印が左

側の四角囲み部分に出ておりますが、これは改

正案の各項目が現行法のどの規定の改正に関係

するのかということが示されております。 

 次に、都道府県の責務に係る規定の新設につ

いてでございます。 

 現行法における国の責務に関する規定に加え、

都道府県の責務に関する規定が新たに設けられ

ることとされております。 

 次に、滞在型観光の促進に係る規定の追加に

ついてでございます。 

 現行法においては、国の基本方針及び都道府

県計画に定める事項や特定有人国境離島地域に

係る施策として、滞在型観光の促進については

規定されておりませんが、滞在型観光の促進に

係る規定が追加されることとされております。 

 次に、期限の延長として、有効期限が現行の

令和9年3月31日から令和19年3月31日まで10年

間延長されることとされております。 

 最後に、検討条項の新設についてでございま

す。 

 改正法の施行後、5年を経過した場合に執行状

況について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずる旨が新たに設けられることと

されております。 

 法律案の概要についてのご説明は以上でござ

います。 
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 なお、別途参考資料として、改正有人国境離

島法の法律案要綱を配付しております。 

 こちらはただいまご説明いたしました内容が、

改正後の法律において第何条に規定されるのか

ということなどが示されております。 

 有人国境離島法の改正延長については、本県

国境離島地域における地域社会の維持振興を図

る上で必要不可欠であります。県としましては

引き続き国会における審議等の動きを注視しな

がら、改正法案の早期成立と法改正に伴う支援

策の充実強化や、必要な予算の確保などが実現

されるよう、今後も関係市町と連携し、国等へ

働きかけてまいりたいと考えております。 

 説明は以上でございます。よろしくご審議を

賜りますようお願いいたします。 

【初手委員長】 以上で説明が終わりました。 

 次に、陳情審査を行います。 

 事前に配付をいたしております陳情書一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。 

 陳情書について、何かご質問ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問もないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 次に、政府施策に関する提案・

要望の実施結果について、ご質問はありません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般についてご質問ありません

か。 

【赤木委員】 お疲れさまです。幾つか質問させ

ていただきたいと思いますが、もちろん債務負

担行為でもありました県庁舎跡地活用について

幅広く議論したく、議案外でさせていただきま

す。 

 補正予算事業説明書では出島との一体性に配

慮した歴史的価値が実感できる施設のデザイン

及び設計などと書かれておりまして、ここをも

っと深くご説明いただきたいんですが、出島と

の一体感、その一体感とは何を指すのか、ご説

明をお願いいたします。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今、委員からご質

問のありました出島との一体性についてですけ

れども、具体的にどういったところっていうと

ころは、今議論検討してるさなかではあります

けれども、造る建物の年代とかをそろえようと

いうよりかは、まずは空間的なつながりといい

ますか、今跡地に何も建物がない状況で、出島

を一望できるとか、そういった空間のつながり

の一体性というところをまずは考えているとこ

ろであります。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 この予算自体はデザインももちろん含んでい

るということで、ただ年代というか出島がもと

もと出島にあったものを模倣した建物でもあり

ますし、それに近いデザインはもちろん考えて

いらっしゃるのかもしれませんが、それも含め

て景観というか空間を考えていらっしゃるとい

うことでした。 

 出島自体が出島資料館自体も年間今大体50万

人ほどが訪れている場所でもありまして、まず

そこからいかににぎわいづくりという点でお客

様、観光客も含めて県庁舎跡地の方につなぐこ
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とも必要だと思っております。そこも考えてい

ただきたいんですが、それも含めての答弁だと

いう認識でいいんでしょうか。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 委員おっしゃると

おりで、出島に年間訪れる方々を県庁舎跡地の

方につないでいって、その後、浜の町ですとか

周辺地域、あるいは県内全域に展開していくよ

うな形を考えてますので、そういう意味で県庁

舎跡地がポンプ機能といいますか、まちなかを

循環していくための機能を担うような形で出島

との一体性といったところも含めて検討してい

ければというふうに考えております。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 その視点ぜひ大事にしていただきたいと思っ

てますが、資料別で説明いただいたものではあ

るんですけども、今後この秋にもですね、県庁

舎跡地整備基本計画の策定を進めているところ

ということでありました。 

 その中で今いろんな会議体もつくって、この

県庁舎跡地の整備につなげていかれると思いま

すが、ここにですねやはり私も県庁舎跡地何度

も使わせていただいて、微力ではありますがに

ぎわいづくりに青年団体の1人として動いてま

いりましたが、その使う側の視点がとても大事

だと思っておりますし、そしてそこに周辺で住

まわれている方々、その動線の確保についても

改めていろいろ議論することが必要なのではな

いかと思っております。 

 もちろんその県庁跡地は長崎の起源となる場

所であり、そのアイデンティティを大事にする

ことは大事ですし、元船や、国道34号や江戸町

商店街が出島からの動線も考えなければ、幅広

く考えなければなりませんが、その会議体はど

ういう形か分かりませんが、意見交換の場を今

度設けて、この秋までに何度か使う側含めて今

まで議論を含めた方々との意見交換の場は必要

だと思いますが、今のお考えについてお尋ねい

たします。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今お話ありました

ように、今年の秋を目標にですね、現在、県庁

舎跡地整備基本計画の策定を進めておりまして、

それを策定するに当たってですね、当然長崎市

ですとか長崎商工会議所をはじめ、あるいは利

用される方の団体の方々も含めてですね、幅広

くご意見を伺いながら策定していこうと思って

ますし、また先行して行う設計の過程でもです

ね、基本設計に入る前にデザイン検討というこ

とで、関係者の皆さんとワークショップ形式に

なるかどうか、ちょっと形式はまだ決まってま

せんけれども、意見交換の場を持ちながらきち

んとデザインの在り方について議論していこう

と思ってますので、そういう場は適宜きちんと

設けていきたいと考えております。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 今デザインのお話が出てまいりました。デザ

インの質の優先をするということでもありまし

た。そのための設計を先行されるのであれば、

設計業者の選定手法の想定であったり、真に上

質なデザインを評価、選定するための透明性及

び客観性をどのように確保するのか、今のお考

えをお尋ねいたします。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今、委員からお話

がありました設計者の選定プロセスですけれど

も、今年の秋に基本計画を策定した後にですね、

今回債務負担行為を取りました費用に基づいて

ですね、プロポーザル方式を今のところ想定し

ておりますけれども、プロポーザル方式で今年

度末をめどに設計業者を選定しようと考えてお

ります。 

 その際には、当然建築とかランドスケープ等
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の専門家から成る選定委員会を設けましてです

ね、透明性を確保した上で設計事業者の選定を

行っていこうと考えております。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 やはりここ何度も申し上げますが、長崎発祥

の場所でもあり、なかなかいろんな思いが積み

重なる場でもあると思ってますので、丁寧にで

すねそして地元の方々との連携、もちろん長崎

市や商工会議所でもあるかもしれませんが、連

携を深めていただきたいと思っております。 

 今後、意見交換の場もですね、どのようなワ

ークショップなのか分かりませんが設けていた

だけるということで、そこからまたいろんな意

見でしたり必要なものですね出てくると思いま

すので、いろいろ皆さんが納得できる形、すご

く難しい作業かもしれませんが、私自身も動い

ていきたいと思ってます。 

 あと、第3別館をどうするのか、今のご見解を

お願いいたします。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 旧第3別館に関し

ましては、令和7年度に劣化度調査の委託業務を

行いまして、その調査結果も踏まえてですね、

現在、基本計画の策定の中でどのような形で旧

第3別館を活用していくのかっていうところを

議論しているところですので、今年の秋ぐらい

に改めてご報告させていただければと思います。 

【赤木委員】 ありがとうございました。 

 老朽化も進んでるのは分かっておりますので、

また報告も含めてですし、どう使えるのかとい

うお話も活用方法というお話もありましたけど

も、推移も見守りたいと思います。 

 本当にですね、今長崎市にとって必要なもの、

必要な施設というものが明確にあるんであれば、

もちろんそれを造ることが必要なんでしょうけ

ど、そこが今これという明確なものがなく、で

すが、あそこの場所っていうのはやっぱにぎわ

いをつくらないといけないということですので、

可変性が私自身は大事だと思っております。 

 この先、もしかして必要なものが出てきたら、

そのときにまた考えられるとかですね、もちろ

んシンボル的な場所ですので、ぜひ今造りすぎ

ず、可変性も確保した形で取りまとめていただ

ければなと思っておりますし、ここが進めるに

当たっては知事が政治決断できるように、私自

身もその環境整備できるように努めて動きたい

と思っております。引き続きよろしくお願いい

たします。 

 次に、一般質問で私がさせていただいた野母

崎の振興について少しご意見いただきたいなと

思ってるんですが、一般質問で申し上げたんで

すけど、5月に土砂崩れが起きまして、実際、地

域経済活動に影響があって、今は片側交通にな

っておりますが、そこで答弁の中ではそこは今

安全に通行できるんだと、ウェブサイトでした

り野母崎の発信に努めていただいているという

答弁ではありました。 

 渡辺部長も昨年、一緒に野母崎の方、清掃活

動もさせていただきましたし、やはりここは県

全体に言えることなんですけども、何か発信を

するときにウェブサイトに掲載をする、ＳＮＳ

で発信をする、これ自体はとても大事なことな

んですが、やはりいかに人に来てもらうのか、

経済活動を生み出せるのかっていうのは、それ

は実際現場で人が動かないと発生しないもので

もあります。 

 そこは私自身もこだわっていきたいなと思い

ますが、観光にもつながる話ですので、ちょっ

と部局は違うんですけども、例えば先ほど地域

づくり推進課長が地域コミュニティのお話をい

ただいておりました。地域コミュニティの活性
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化のためにアドバイザーを派遣するとかですね、

そういったお話もあったんですけれども、例え

ばそういった予算が限られてますので、派遣で

きる回数が答弁の中でも限られていると思いま

すが、例えば野母崎から要望があったときに、

例えばもう10も20もいろんなとこから要望があ

ったときにですね、やっぱり今回野母崎でこう

いう災害が起きたので、そこは野母崎優先しま

しょうとか、少しですね県全体で野母崎に目を

向けていただきたいという今回の一般質問の趣

旨ではあったんですけども、そういったことは

考えられないでしょうか。 

【梅田地域づくり推進課長】 地域コミュニティ

の事業でございますが、現状想定しております

のが先ほど申しました地域運営組織の設立、維

持運営に関するアドバイザー派遣だったり研修

会ということを考えております。 

 それを今回委託をして実施していこうと考え

ておりますが、これまでもこういった研修会や

アドバイザー派遣というのは実施してまいりま

して、やはりまずは市町の職員の方の意識改革

だったりとかそういったことでですね、結構回

数使われておりまして、なかなかご要望まで行

き届くかちょっと今の時点では申し上げること

はできませんけども、予算の状況を見ながら、

そこは少し考えさせていただければと思います。 

【赤木委員】 苦しい答弁になるかなと思った上

でお話をさせていただきました。申し上げたい

趣旨はちょっと皆さんに伝わったのかなと思っ

てます。野母崎に目を向けていただいて、何か

県で事業を何か実行する際にはですね、可能性

があれば野母崎に目を向けていただいた何か発

信であったり施策というものを考えていただけ

ればなという、これはもう要望でありますので、

それを申し上げて以上で終わります。 

【梅田地域づくり推進課長】 この事業、アドバ

イザー派遣ですとか研修会だけではなくて、相

談窓口ということも設置したいと思っておりま

すので、どこまでご要望に応えれるか分かりま

せんけれども、相談していただければできるだ

け相談対応できるようにしてまいりたいという

ふうに考えております。 

【初手委員長】 ただいま地域振興部の審査の途

中でありますけども、午前中の審査はこれにと

どめて、午後は1時30分から再開し、引き続き、

地域振興部関係の審査を行いたいと思います。 

 しばらく休憩をいたします。 
 

― 午前１１時５５分 休憩 ― 

― 午後 １時２８分 再開 ― 
 

【初手委員長】 会議を再開いたします。 

 引き続き、議案外所管事務一般に対する質問

を行います。 

 ご質問はありませんか。 

【近藤委員】 ちょっと質問させていただきます。 

 長崎県行財政運営プラン2025ですかねに基づ

いて取組を行ってるみたいですけども、その中

でいろんなあれがあるんですけども、市町との

連携の中でですね、いわゆるこども福祉医療制

度などについて意見交換を行いましたって、そ

ういうふうな形で進めているんですけども、意

見交換を行った後にどうしたのっていうのがち

ょっと分からないんですね。 

 その先に続く言葉ってないのかですね、どう

いうふうなあれが出たのか、もし分かったら詳

しく教えていただければと思うんですけど。 

【梅田地域づくり推進課長】 県市町連携会議で

のご質問でございます。 

 この県市町連携会議でございますが、知事と

21市町長が一堂に会しまして課題の共有ですと
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か意見交換を行いまして、施策の検討やより一

層効果的な連携推進につなげるために行ってい

るものでございます。 

 そのうちご質問のこども福祉医療制度でござ

いますが、こちらは県が高校生世代に対する医

療費助成制度を導入しておりますが、昨年10月

に会議が行われたんですけれども、この制度導

入から2年が経過したことから、その実情を踏ま

えた各市町の考え方などについて意見交換を行

ったところでございます。 

 ただ、県側の方が令和8年度の当初予算までに

こども医療費制度の整理をつけることが難しい

ことをまず説明をして、市町の皆さんにまずご

了解をいただいたところでございます。 

 加えて、この制度の在り方について、財源負

担の在り方なども含めて、今後、県と市町が知

恵を絞って引き続き考えていきましょうという

ことで最後、確認をしたところで終了しており

ます。 

【近藤委員】 予算がつかなかったっていうこと

ですかね。またぜひですねよろしくお願いしま

す。 

 またですね、人口減少社会に適応した行政サ

ービスの提供、研究会とかですねそういうのが

あって、最後に将来の行政サービスの安定的な

提供に向けた共有や意見交換を行いましたって

いうことで、行いましたで終わってるんですけ

ど、どういうふうな形でやったのか、その状況

がちょっと分からないもんで、ちょっと教えて

いただけないでしょうか。 

【小橋市町村課長】 人口減少社会に適応した行

政サービスの提供の在り方研究会につきまして

は、令和元年度から県、市町、市長会、町村会

をメンバーとして、人口減少社会に適応した行

政サービスの在り方をテーマに、先進自治体の

取組や県内施策の状況を共有してまいりました。 

 令和7年度の在り方研究会では、住民が自治体

サービスに最初に接する窓口、自治体フロント

ヤードの改革に係る取組について理解を得るた

め、二つの自治体の先進事例を学び、意識醸成

に努めたところでございます。 

 一つは、静岡県裾野市の事例で、こちらはオ

ンライン化、予約制、書かない窓口、ワンスト

ップ窓口の導入により、来庁者の負担を減らし

つつ、迅速な行政サービスを実施した内容でご

ざいます。 

 それから、鹿児島県瀬戸内町の事例としまし

ては、離島特有の地理的制約や人口減少に対応

するため、インフラ整備、オンライン化、遠隔

相談などを組み合わせたＤＸを推進している、

そういった事例を学んだところでございます。 

 これの実施につきましてはですね、先進地と

いうことで、県内ですぐすぐに実施をするのは

県内で難しいところでございますけども、令和

元年度からこの間、市町におきましては、業務

改善や住民サービスにおいて様々な工夫をして

きており、書かない窓口の設置や窓口時間の短

縮、住民票等のコンビニ交付など、それぞれの

自治体に合わせた取組を行っておるところでご

ざいます。 

 今回もそういった事例を参考にして、各市町

の方で検討をいたしているところでございます。 

【近藤委員】 分かりました。 

 これはですね、今のあれは昨日の企画部の審

査の中でもＤＸとかＡＸとかそういういろんな

形での連携っていうのを説明も受けました。そ

の中で行政のいろんな今から変わっていく情報

とかそういうのが変わっていくっていうのが、

まだどういうふうな形で変わっていくのかとか

自分たちも分かっていないんですけども、特に
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ですねここは離島と半島が多い県ですので、そ

こはぜひＤＸ、ＡＸのあれして、いろんな情報

を集めていただきたいと思ってます。 

 ここがするのかどこがするのかちょっと分野

的に分からないんですけどもですね、そう言っ

たらやっぱり行政の人の足りないところとかい

ろいろあると思うんで、そういうところでＤＸ

なんかを利用した中でやってる今、市町もある

んですね。 

 だから、長崎県もですねぜひこういうところ

を一緒になってやっていただいて、長崎県の行

政の連携っていうのをしっかり取れればなと思

いますので、よろしくお願いします。 

【初手委員長】 ほかに。 

【虎島委員】 私はまた引き続きですね、県庁跡

地のことについてお伺いしていきたいと思いま

す。 

 先ほど県庁跡地のですね4億円ということに

関して質疑もありましたけれども、これまでで

すねこの県庁跡地に関わる活用についてですね、

かかった経費というのを一度ここで総額をお示

しいただければと思います。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 委員お尋ねのこれ

までのかかった経費ですけれども、県庁舎跡地

活用室の前身のまちづくり推進室も含めた平成

21年度から令和6年度までの県庁舎跡地活用に

係る関連経費の決算額としましては、5億100万

円になります。 

 その主な内訳としましては、跡地の埋蔵文化

財調査を行いましたので、その関係で1億7,600

万円、それから今、一般に利用できるように暫

定整備を行った費用が1億3,700万円、それから

続いて基本構想等の作成にかかった委託関係の

費用が1億2,500万円、そういった内訳になって

おります。 

【虎島委員】 ありがとうございます。 

 これまでですね5億円と、いろんな調査も含み

ますけれども5億円以上というお金があり、平成

21年ということですから、もう長期間ごとです

ね議会としてもこの問題一緒にね検討してきた

ということがありますけども、今回ですねこの

ように大きな方針の変更というのがぽっと出て

きたということで、これまで議会としてでもも

う積み上げてきたものというものが何だったん

だと、議会軽視じゃないかという声もあると理

解しております。 

 今後ですね、先ほど丁寧に進めていくという

ような答弁もありましたけれども、今後このこ

との進め方について、いま一度お伺いしたいと

思います。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 委員の方から先ほ

ど来、進め方、事業手法について見直しを行っ

た点についてご指摘のとおりだと思いますので、

今後はですね、随時ですね途中経過等を含めて

ご報告しながらですね、一緒に取り組んでいけ

ればと考えております。 

 具体的にはですね、今年の秋をめどに県庁舎

跡地整備の基本計画の取りまとめを行う予定に

しておりますので、まずはその取りまとめを行

った段階でご報告させていただければと思いま

すし、その後は年度内にかけて設計者の選定を

プロポーザル方式で実施するというところを今

年度の目標としておりますので、そういった節

目節目で丁寧にご説明させていただければと思

いますので、引き続き何とぞよろしくお願いい

たします。 

【虎島委員】 ぜひ慎重に丁寧にですね、お願い

したいと思います。 

 先ほど答弁で、スケジュールについて少し言

及がありましたけれども、昨年度出されたスケ
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ジュール案からですね、もうこれ大幅に変わる

んじゃないかというふうに思っております。基

本計画が今年の秋と、今年度中に設計者の選定

に入るということですけども、その後のスケジ

ュールについて概要というか分かってる、今考

えられる範囲でお答えできればと思います。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今、委員からご質

問のありました今後のスケジュールですけれど

も、当初といいますか令和7年3月にスケジュー

ル案をお示しした際にはですね、今年度中にＰ

ＦＩ事業者の公募を行うような形で、要求水準

書等の作成を行うというふうな流れだったんで

すけども、その場合で跡地の整備が完了するの

が2030年、令和12年度の予定を示しておりまし

た。 

 現在、設計を先行して行う場合のスケジュー

ルについては、基本計画の策定と併せて検討を

重ねておりますので、秋頃にですねそういった

今後のスケジュールも含めてお示しできればと

考えておりますけれども、これまでも先ほど来

ご説明していますように、長期間かかってます

ので、あまり時間をかけずに速やかに整備に進

めていけるように取り組んでいきたいと考えて

おります。 

【虎島委員】 完成が令和12年度ということがあ

りましたけれども、現時点でこれはまだ目標値

として生きているという認識でよろしいでしょ

うか。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 委員おっしゃると

おり、令和12年度の目標年度というのは現時点

ではそのまま令和7年3月にお示ししたとおりで

ありますし、今見直しを行っている過程におい

てもですね、そこから大きくずれないような形

で整備ができるように取り組んでまいりたいと

考えております。 

【虎島委員】 ぜひ即完成目指して頑張っていた

だきたいと思うんですけども、昨年、実際同じ

文書で提出されたのはイメージ案ですね、芝生

広場があって周りに備蓄倉庫があるような案で

ございました。 

 当時ですね説明された中では、あれは県がつ

くる基礎的なものであって、その上にＰＦＩで

業者が何らかつくってもいいというようなもの

でございましたけれども、今回基本設計を行う

ということでございますので、あのイメージ案

はもう今回もうないと、白紙であるというよう

なことになるんでしょうか。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今、委員からお話

のありました令和7年3月の整備イメージ案にお

いては、情報発信機能、交流支援機能、広場を

配置した上でですね、民間の創意工夫を生かし

た形での施設、民間活用施設も追加するという

ふうな案をお示ししていましたけれども、今設

計を先行して行うと申しておりますけれども、

基本設計を行った後にどのような進め方をする

かっていうのは、例えば実施設計と施工と運営、

まとめてですねＰＦＩ的に発注するやり方もあ

りますし、あるいは従来方式でそれぞればらば

らに発注する可能性も含めてですね今検討を行

ってますので、その下敷きにあるのは令和7年3

月にお示ししたイメージ案になりますので、何

かそこをゼロから全く白紙にして検討を進めて

いるというわけではありませんので、そういっ

たところも含めて今年の秋に皆様に基本計画の

中でお示しできればなというふうに考えており

ます。 

【虎島委員】 分かりましたというか分からない

んですけども、何も決まってないというような

ことだったかなと思います。 

 当初設計だけ先行して、施工運営はまた別に
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公募するというようなこともあったと思うんで

すけども、それも今後一括でやるかということ

も検討していくということでございますか。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今、委員おっしゃ

られたとおり、現在考えているのは基本設計、

設計の部分を先にするというところが決まった

だけですので、その後の実施設計、施工、運営

をどのような形で行うかっていうところはこれ

から検討していくような形で、よりよいやり方

で、例えば実施設計、施工を一緒にしたデザイ

ンビルド方式ですとか、あるいは実施設計、施

工、運営までを一括してＰＦＩ的にするとか、

あるいはばらばらにして従来方式で発注すると

いう形も含めてですね、よりよい形を考えてい

ければなというふうに考えております。 

【虎島委員】 これからの議論がますます重要に

なるというようなことになると思います。 

 そこでですね、先ほど赤木委員からの質問に

もありましたサウンディングといった意見交換、

この設計の前にそういう意見交換も必要だとは

もちろん思うんですけども、今後もいろんなタ

イミングで一括となればまたちょっと話は変わ

るかもしれませんけども、その意見を聞く場と

いうのが必要になるかと思うんですけども、そ

ういった際にどういう手法でどういうタイミン

グでサウンディングなりを行っていくかという

のをお聞かせください。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今、委員おっしゃ

られた、どういった場面で関係者の皆さんの意

見を聞くかというところでありますけれども、

まず、基本計画を策定する今年の秋までの間に、

先ほども答弁いたしましたけれども、長崎市で

すとか長崎商工会議所、あるいは地元自治会等

を含めて関係者の皆さんの意見を幅広く聞くと

ともに、設計者が決まった後にいきなり基本設

計という図面を引く作業をするのではなくて、

関係者の皆さんにデザイン検討ということで意

見を聞くワークショップ的なものを開催するこ

とを考えてますので、委員おっしゃられるよう

な形でですね、丁寧に意見を聞いて進めていき

たいと考えております。 

【虎島委員】 分かりました。 

 ぜひ多くの方の意見を聞けるような場を、前

回はホームページ等でサウンディングやります

というような周知をされてたと思うんですけど

も、ぜひ閉じられた空間じゃなくですね、いろ

んな方の意見を、聞けば聞くほど混沌とするよ

うなものもあると思いますけども、しっかりと

皆さんの声を聞いて判断していただければと思

います。 

 先ほどちょっと赤木委員の答弁の中で、出島

を俯瞰するようなというような話もありました。

ただ、今の県庁舎跡地の上のレベルでは俯瞰で

きるような高さではないですよね。俯瞰すると

なると、かなり高さのある建物、せめて2階建て、

3階建てぐらいまでは必要になるんではないか

と思うんですけども、当初、可変性とか平屋と

かそういう話もこれまでありましたけども、そ

こでも矛盾点というか、今回の俯瞰できるよう

な施設というところになると、その前との整合

性をどうするかということをお聞かせください。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 先ほど赤木委員の

質問に答弁した際の俯瞰というのは、ちょっと

言葉の意味が私の方が適切ではなくて、本館跡

地が8メートルぐらい高いところにありまして、

ちょっと斜め上から見るような感じという意味

で眺望が開けているという意味で俯瞰という言

葉を使ったものでありまして、何かその高いと

ころからまさに見下ろすような形を今の時点で

決めているというわけではありません。そうい
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う意味ではちょっと言葉を訂正したいと思いま

す。すみませんでした。 

【虎島委員】 私はですねぜひ俯瞰できるような

何かね、物見やぐら的なものあった方がいいん

じゃないかと思います。やっぱりあそこに上る

からには、何らかの見合った景観というものを

皆さん目的に訪れるというふうに思いますので、

その高層なビルとかそういうものは要らないと

は思うんですけども、やはり何らか見合った高

さのものを造っていただければなというふうに

は思っております。 

 やっぱり人を呼ばないとですね、なかなか指

定管理で運営する上でも難しい、長期間運営す

るというのは難しいと思いますし、そこからポ

ンプ機能でどっかにということも絵に描いた餅

になってしまいますので、ぜひ人を呼び寄せる

求心力のある施設にみんなで造り上げていけれ

ばというふうに思いますので、ぜひよろしくお

願いいたします。 

【初手委員長】 ほかに質問はございませんか。 

【本多委員】 先ほどご説明いただきました移住

者の推移の資料についてお尋ねいたします。 

 様々ご丁寧にご説明いただいたんですけれど

も、最後のページに数字で全部出てるんですけ

ど、米印で移住者数は、県、市町、相談窓口を

通して移住した数っていうふうに記載がござい

ます。実数との乖離っていうのはあるんでしょ

うか。 

【梅田地域づくり推進課長】 まず、本県がカウ

ントしている移住者数でございますが、本人の

意思で長崎県に来られた方というのをまずカウ

ントしておりまして、転勤で来られた方、それ

からの進学のために来られた方というのは基本

的に除外しているところでございます。 

 それで実際カウントしておりますのが、なが

さき移住サポートセンターや市町の相談窓口に

相談された方、それから移住施策を活用して転

入された方などをカウントしている状況でござ

います。 

 ただ、例えば何も相談等せずに長崎に移住す

る意思があっても、そういったご相談窓口を介

さずに移住された方がいらっしゃったり、あと

例えばながさき移住ナビを見て情報収集してい

ただいたかもしれないんですけども、結局相談

がないことでカウントできないといったような

状況もあると考えております。 

【本多委員】 ありがとうございました。 

 まずは本人の意思がある方と、本人の意思の

ある方の実数に近いものが出てるというような

イメージでしょうか。 

【梅田地域づくり推進課長】 実態としては、転

入者が2万人台だったと思いますけれども、そこ

の10分の1程度になりますので、実際は少し乖離

があるのかなとは思っておりますが、ただ現状

ですね、この移住者数のカウントなんですけれ

ども、実は全国でカウント方法がばらばらでご

ざいます。 

 例えば九州を見ておりましても、市町村が把

握した数を合計しているという県もあれば、移

住者数ではなくて移住の世帯数を把握している

ところもあって、ですので、よくいろいろな統

計で全国比較とかいうのがあると思うんですけ

ども、移住者数に関しては全国カウントの仕方

がばらばらですので、自治体にそのカウントの

仕方委ねられているといったようなところがご

ざいまして、現在のところは今のこの窓口に相

談に来られた方や移住施策を活用して移住され

た方をカウントしているといったような状況で

ございます。 

【本多委員】 そうすると、県のこの事業自体は、
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その数を追っていくことを事業とするような考

えでよろしかったですか。 

【梅田地域づくり推進課長】 補足説明資料の1

ページでも、平成28年度からの移住者数の推移

ということで掲載しておりましたが、これがな

がさき移住サポートセンターが開設されてから

の移住者数の推移でございまして、移住サポー

トセンターというのが県と全市町が負担金を出

し合って運営している団体でございまして、こ

の移住者数というのはもちろん県だけではなく

て、市町にもこの数字というのは当然共有して

おりまして、市町と数字を見ながらどうやった

ら移住者数がもっと増えるかといった形で協議

をしておりますので、県と21市町とで共有して

いる数字といったことで、これをいかにして増

やしていくかということで市町とは協議してい

るところでございます。 

【本多委員】 ありがとうございます。 

 数字の話したのはですね、やっぱり目標の中

にも数字が入ってくるんですね。例えば4ページ

目の現総合計画ではこういうふうに数字になっ

ているっていうのがあるとは思うんですけれど

も、数字を目標にして数字を追っかけるのであ

れば、少しこの元になる数字、または数字の取

り方が曖昧じゃないのかなというふうに感じま

す。 

 結局、いろいろとお話をしててですよ、じゃ

あこれはどうする、あれはどうするって、もう

具体的な話をしようとしているときに、結局は

ちょっと実数と乖離があって、その乖離がどれ

ぐらいかはちょっと把握が難しいんですってい

うような形になると、結局その議論が進まない。

せっかく時間を使うんであれば、しっかりと議

論が進められるような数字にするのか目標を変

えるのか、事業の考え方を変えるのか、そこら

辺をやっていった方がよりよい対策も打てるん

じゃないか、そのように思っております。 

 ちなみに、この現総合計画の数字があるんで

すけれども、これっていうのは変わる可能性は

あるんでしょうか。 

【梅田地域づくり推進課長】 現総合計画でも、

やはり移住者数の目標というのは立てておりま

して、カウントの仕方はやはり現在と、推移を

見たいというのもございますので、カウントの

仕方は一緒なんですけれども、目標については

5年後に2,600人を目標として現在目標を立てて

おります。 

【本多委員】 推移があるから変えられないとい

うようなお話でございました。 

 委員会部長説明の一番最後でございますが、

下から4行目です。今後も新たに策定する行財政

運営に関する方針に基づき、効率的かつ効果的

なと、そういう文書があるんですけれども、こ

の行財政運営に関する方針っていうのは、非常

に一般企業、民間のような考え方で、これから

県庁の中身を進めていくっていうような大ざっ

ぱに言えばそういった考えだったかと思われま

す。 

 それでその中にも様々あって、取捨選択、何

かに取り組んだら何か捨てないかんとかですね、

そういう考えもあるかと思います。 

 私自身は非常に期待してるその考え方なんで

すけれども、それにすり合わせていくようなの

が今後必要になってくるかとは思います。何せ

ぼんやりしたものをぼんやり議論しても本当に

もったいないなっていうふうに私は感じてるん

で、何かしらもっとみんなが追っかけやすいよ

うなものとかを、またご検討いただければと思

います。 

【梅田地域づくり推進課長】 今の活用という点
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に関しまして、住民基本台帳というのもござい

ますが、住民基本台帳を結局閲覧できるのが法

的な根拠があるものということに限られており

まして、こういった移住で使えないっていうの

がありまして、そちらを使った方がよりその実

態に近いとなるとそちらになるかもしれません

が、どうしてもちょっと個人情報の観点がある

ので勝手に使えないという点があるので、苦肉

の策ということで現在の案をずっと使い続けて

いるというところでございます。 

【本多委員】 様々お考えがあると思いますけど、

またベストなものを探しながら進めていければ

いいかと思います。引き続きよろしくお願いい

たします。 

【初手委員長】 ほかに質問はございませんか。 

【白川委員】 私の方からも、移住相談窓口につ

いてのご質問をしたいと思います。 

 今、本多委員の方から数字のことありました

けども、やはり本県に転入して来た人を理由別

に移住者なのか、移住者じゃないのかとかって

いうのはなかなか難しいということで、この相

談窓口を活用して移住された方の推移を載せて

おられるということは理解をいたしましたけど

も、では実際にですね、この相談窓口を活用さ

れた方、要は相談数はどのようになっているの

か教えてください。 

【梅田地域づくり推進課長】 令和7年度の県、

それから市町の窓口を介して相談された方の合

計になりますが、1万1,632件となっております。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 令和7年度の実績で、延べ1万1,600を超える相

談があっているということで、この相談は1人が

何回もされたりすることもあるということです

ので、人数ではなく延べということで、この中

で実際に移住をされた方が1,937名ということ

で理解をいたしました。 

 この相談窓口を介して、どう移住に結びつけ

ていくのかっていうのは、その相談員さんの手

腕にもかかってくるのかなと思いますし、様々

な説明ツールですとか動画とかですね、今いろ

いろＳＮＳ等も含めていろいろあるとは思いま

すけども、私が相談をして移住したという方に

お話を伺ったところですね、やはり窓口の方の

対応が非常に良かったのでそこに決めましたと

いう方を幾つか聞きました。 

 ですので、やはりそういったＳＮＳがこれだ

け発達している中でも、やっぱり人と人との対

応がすごく重要であるということを改めて認識

したわけですけども、これが自治体によって、

要は好事例が共有されているのかどうか。やは

りいいことはまねをした方がいいと思いますし、

県全体的に底上げをしていった方がいいと思っ

ておりますので、そういう各自治体の窓口担当

者の研修や情報共有はどうなっておりますでし

ょうか。 

【梅田地域づくり推進課長】 移住相談員、各市

町おりまして、職員が対応するところ、それか

ら専門の相談員がいるところ様々でございます

が、やはり実際に相談している場面を見てるの

が一番勉強になるかなということで、東京や福

岡などで大規模な相談会をしておりますけれど

も、その当然一番の目的は相談者に対して自分

たちの市町の魅力をお伝えしたりすることが一

番の目的でございますけれども、やはり県内の

ほとんどの市町が参加するような相談会ですの

で、その中でやはりベテランの相談員というか

そういう方もいらっしゃるので、実際に生で相

談している場面をほかの市町の相談員からする

と見ることができるので、そういったのを研修

の場としているところでございます。 
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 また、そういった相談会を開催することで、

市町の相談員同士の連携も生まれてきますので、

相談員が日頃の相談で悩んだ際にこの移住サポ

ートセンターの相談員であったり、ほかの市町

に相談しやすいような、そういった交流のきっ

かけをつくっているところでございます。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 東京等でですね大規模にされている相談会が

研修の場のようになっている、交流の場のよう

になっているということではありましたけども、

やはりですねせっかくこうやって各市町にある

ということと、その移住者数もこうやって数字

で出されていて、プラスになっているところ、

マイナスになっているところというふうな前年

比等も出されているということであれば、増え

ているところは何でなんだろうっていうふうに

疑問に思ったりですね、恐らく担当者たちも

日々悩みながら向上心を持って働いておられる

と思いますので、できれば県内だけでもそうい

ったの共有の場とか好事例の紹介の場を設けて

いただけると、よりよい成果が現れるのではな

いかなと思っています。 

 ですので、そういう研修会等を開催していた

だければというふうに思いますけども、またそ

の移住を実際にされた方の、要は追っかけとい

うか調査ですとかアンケート、または実際移住

してみたけどこんなことに困っているよとか、

そんな想定外のことがあったりとかそういうこ

ともあると思いますので、そういった対移住者

に対してのフォローはどのようになっています

でしょうか。 

【梅田地域づくり推進課長】 まず、移住相談員

の研修に関してなんですけれども、昨年度の実

績で諫早市が移住者数が増えてるんですけども、

その理由の一つとして移住コーディネーターさ

んが様々な相談者に対して現地を案内したりす

るなどの工夫をしたことが要因じゃないかと諫

早市さんが考えられているということですので、

そういった情報は移住の担当者会議などで共有

して横展開を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

 それから、移住後のアンケートですけれども、

現在二つのアンケートを実施しております。 

 一つが、もちろん移住者アンケートなんです

けれども、今年度であれば昨年度、本県に移住

してきた方を対象にアンケートを実施いたしま

す。内容は、本県に移住した理由であるとか移

住したきっかけ、あと実際に役に立った支援策

などを聞いて、それを市町にも結果を共有して、

今後の移住施策に検討していくために一つはア

ンケートしております。 

 もう一つは、これ移住サポートセンターを介

して移住した人にちょっと限定してしまうんで

すけれども、3年前に移住された方が今も長崎県

に定住しているかという定住率調査をしており

まして、今年度ですと令和5年度に長崎県に移住

してこられた方、サポートセンターを通して来

られた方にはなりますけども、その方々の定住

調査をしまして、大体95％の方が定住されてい

るといったような状況でございました。 

【白川委員】 丁寧なご説明ありがとうございま

した。 

 定住後の調査もしていただいているというこ

とで、3年経過してもなおお住まいの方が95％と

いうことで、高い数字というかですね定住につ

ながっているというふうに思いますけども、お

困り事も市町と共有をしていただいているとい

うことでありますけども、移住者の方がですね、

例えば移住してきたものの思ってたこととは違

ったとかですね、ちょっと一番もう私が問題視
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しているのはですね、医療関係ですね。分娩施

設が休止したっていうようなことで、上五島の

移住者の方からはすごく残念な声が届いている

ということもお伺いしたので、そういった移住

する前とした後の環境が変わったということに

ついてはですね、非常に変わることもあるとは

思いますが、大変残念な思いをされている方が

いるので、そういう声もしっかり聞き取ってい

ただいてですね市町と共有し、解決に向けて働

きかけていただきたいなと思うところがありま

したので伺いました。 

 移住者の70％以上が40代以下ということです

ので、希望する方がその地が永住の地になるよ

うにということで、雇用はもちろんですけども

家族を設けたりする中で、非常にこの分娩施設

や子育て施設は非常に必要不可欠であるという

ふうに思います。 

 そういった中で奈留島等もですね入院病床が

休止をしたりしている状況がある中で、こちら

はですね医療の専門分野の委員会ではありませ

んけども、やはりそういった移住施策を推進し

ていく反面、そういった住みにくい環境になっ

てしまっているということは事実ですので、や

はり移住していただいた方も、もちろんそもそ

もお住まいの方々もですね、やはり住んでよか

ったと思えるような地域づくりを県全体として

取り組んでいただきたいと思っております。 

 国境離島の法律もですね10年延長となりまし

たので、特にちょっと島のことを挙げて言って

いるのは私の島愛が強いのもそうなんですけど

も、実際この移住者数の市町別の中でも、離島

で大体567人ということで、3割近くの25％以上

は離島に移住されている方がいらっしゃるとい

うことで、島はこの長崎県の魅力の一つでもあ

るというふうに思っておりますので、そういっ

た意味でもですね移住を促進する上での様々な

環境整備については、ほかの部局ともしっかり

連携をして進めていただきたいと思います。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

【初手委員長】 ほかに質問はございませんか。 

【山下委員】 皆さんお疲れさまです。 

 県庁舎跡地の整備手法の変更、見直しについ

て、ちょっと私も今日質問する予定ではなかっ

たんですけれども、昨年の11月の総務委員会の

議事録をちょっと読ませていただいてるんです

が、まずマーケットサウンディングを実施しま

したということで、その報告が委員会で行われ

てます。 

 その中でもですね、当時の室長さんですか前

任さんだと思うんですけれども、跡地整備の事

業スキームにつきましては、運営面を重視して

ＰＦＩ事業等を念頭に検討を進めてまいりたい

と、もう明言をされてるわけね。これもう去年

の11月の時点ですよね。 

 今回こういうふうな見直しをっていうことで、

何がこの間ですねあって、こういうふうな考え

方に整理されたのか。ちょっと私ももうその当

時おりませんでしたので委員会に、ちょっと勉

強不足で申し訳ないんですけど、ちょっと改め

てですねちょっとそこを整理、教えていただき

たいなと思います。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今、委員からお話

ありましたとおり、昨年度の時点におきまして

は令和7年3月に整備イメージ（案）、あるいは

スケジュールでお示ししてたように、想定とし

てはですねＰＦＩ事業で設計、施工、運営を一

括で発注して行う方向で検討を進めておりまし

た。 

 その後ですね、専門家の方々に県配置プラン

等を見ていただく中であったり、あるいはいろ
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いろ基本計画を策定する議論を深めていく中で、

県庁舎跡地が450年以上の長きにわたる歴史が

重層的に積み重なった場所であることですとか、

長崎発祥の地であるとか、そういったところを

考えますと一定程度の上質なデザイン、上質な

空間でなければならないというふうな方向に意

見が集約されつつありまして、そうしたときに

従来のＰＦＩ事業でありますと設計、施工、運

営が一括で発注するものですから、受託した民

間事業者が設計にどれくらいの費用をかけるか

というところがですね、県の方では判断できな

くて民間事業者の裁量になってしまうところが

多くて、どうしてもそうしてしまうとデザイン

が安価なものになってしまう懸念もあるという

ところでですね、設計を先行して検討を行うと

いうふうな方向に今年度に入ってから変わった

ところであります。 

【山下委員】 5億円近い県費を使ってコンサル

業務を委託したり、あと歴史的調査といいまし

ょうか、1億8,000万ぐらいの事業、間違えてた

らちょっとすみません。1億8,000万ぐらい使っ

て、これまで長きにわたって委員会等で一般質

問もそうですけど、皆さんが議論してきてこの

短期間で一瞬で何かぱっと変わってしまうとこ

ろがですね、なかなか県民にとっても理解しに

くいところなんじゃないかなというふうに思う

しですね、何かあったんじゃないかなって勘ぐ

られてもおかしくないような何かこう動きじゃ

ないかなというふうにちょっと感じます。 

 それでちょっともう一回整理をさせていただ

きたいんですけど、今回手法を見直しされて、

設計業務を先行して実施する、このメリットと

ＰＦＩでいこうとしてたところからするとデメ

リット、メリット・デメリットあると思うんで

すけど、そこをちょっともう一度確認をさせて

いただきたい。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今、委員おっしゃ

られたような点につきましてはですね、設計を

先行で発注した場合のメリットとしてはですね、

デザインについて一定の水準を担保することが

可能になるというふうなメリットが一つあるか

なと思います。 

 デメリットとしてはですね、幾つかあるとは

思うんですけども、一つ挙げられることとしま

しては、ＰＦＩ事業でありましたら設計、施工、

運営まで全て含めて幾らですというふうな形で

金額が決まって発注するような形になりますけ

れども、設計先行の場合はですね、今後工事費

あるいは運営に幾らかかるかっていうところが 

設計の発注段階では決まってないような形にな

りますので、そこは一定県の方できちんとコン

トロールしながら進めていかなきゃいけないか

なというふうに考えております。 

【山下委員】 おっしゃっているようなことだと

思うんですけれども、逆にデザインが先行する

ことでですね、建設、運営とかってミスマッチ

が起こりやすいかなという部分も考えられるわ

けですよね。そうなるとコストが逆に膨らむん

じゃないかというふうなこともちょっと懸念す

るわけですが、その辺りはいかがですか。 

【國廣県庁舎跡地活用室長】 今おっしゃられた

ようにですね、設計を先行して行った場合に、

事業費がＰＦＩ事業は当初で金額が決まってま

すけれども、そこが上振れするんじゃないかっ

ていうのは確かにご指摘のとおりの懸念はある

と思いますので、そこはしっかりとですね設計

を発注する段階で仕様書といいますか、要求す

る水準としてどの程度の規模のもので今策定し

ております秋までに策定する基本計画の中で、

総事業費の概算も出しますので、そういったキ
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ャップはきちんとかぶせた上で何かコントロー

ルできなくて莫大なものになってしまうとか、

そういったリスクは避けるように最善の手法を

取っていきたいと考えております。 

【山下委員】 いずれにしましてもですね、我々

も県民の代表として議会に出てきておりますの

で、そういうやっぱり大きな変更があるときと

かですね、やっぱり事前にいろいろとお知らせ

いただきながら、またこの場で議論をさせてい

ただきながら、また透明性をですね担保してい

ただきながら、あらぬ疑念を持たれないように

慎重に進めていっていただきたい部分もあるし、

スピード感を持ってやらないかん部分もあるで

しょうから、そこは本当に理解しておりますけ

れどもですね、やっぱり委員会委員にもですね、

きちっとご報告、ご相談いただきながら進めて

いっていただきたいと思います。 

 最後に部長ですね、その辺りも含めてですね、

今後の方向性、意気込みをお聞かせいただけれ

ばと思います。 

【渡辺地域振興部長】 これまで委員の皆様にで

すね、県庁舎跡地の関係ではいろいろとご質問

いただきまして、まとめてちょっとお答えをさ

せていただきたいと思いますけども、やはりこ

れまで長年検討してきた当初の理念ですとか、

そういったものはしっかり踏まえつつですね、

どういった形がいいのかというところを種々検

討した結果、今回こういった手法の変更につい

てもご提案をさせていただいたというふうに考

えております。 

 引き続きですね、基本計画の策定に当たって

はですね、また皆さんのご意見をお聞きしなが

らしっかり対応してまいりたいと思いますし、

今回のちょっと十分な説明ができなかったこと

にはお詫びを申し上げて、今後しっかり取り組

んでまいりたいと考えておりますので、どうぞ

よろしくお願いいたします 

【初手委員長】 ほかに質問はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問がないようです 

ので、地域振興部関係の審査結果について整理

をしたいと思います。 

  しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ２時１８分 休憩 ― 

― 午後 ２時１８分 再開 ― 
 

【初手委員長】 再開いたします。 

 これをもちまして、地域振興部関係の審査を

終了いたします。 

 本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10

時から委員会を再開し、秘書・広報戦略部、総

務部、危機管理部関係の審査を行います。 

 本日はこれをもって散会といたします。 

 お疲れさまでした。 

 
  

― 午後 ２時１８分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  令和８年７月２日 

自  午前 ９時５７分 

至  午後 ２時５５分 

於  委 員 会 室 １ 
 
 

２、出席委員の氏名 

初手 安幸 委員長（分科会長） 

永安 健次 副委員長（副分科会長） 

山口 初實 委 員 

近藤 智昭  〃   

大場 博文  〃   

山下 博史  〃   

赤木 幸仁  〃   

本多 泰邦  〃   

白川 鮎美  〃   

畑島 晃貴  〃   

虎島 泰洋  〃   
 

 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し 
 

 
 

５、県側出席者の氏名 

川端 博子 秘書･広報戦略部長 

川口 正剛 秘 書 課 長 

永川 慎吾 ながさきＰＲ戦略課長 

鶴田小百合 広 報 課 長 
 
 

早稲田智仁 総 務 部 長 

安達 有生 総 務 文 書 課 長 

上原 大善 県民センター長 

猪股慎太郎 人 事 課 長 

井手美和子 新行政推進室長 

岸川 康博 職 員 厚 生 課 長 

髙橋  圭 財 政 課 長 

赤尾 美望 財 政 課 企 画 監 

坂本 将志 管 財 課 長 

寺﨑 隆雄 財 産 活 用 室 長 

田島 義史 税 務 課 長 

高木 栄三 税 務 課 企 画 監 

佐藤 荒樹 債 権 管 理 室 長 

湯川 亮一 スマート県庁推進課長 

原田 和典 スマート県庁推進課企画監 

本村  篤 総務事務センター長 

 
 

今冨 洋祐 危 機 管 理 部 長 

古川 豊久 危機管理対策監 

杉浦 一也 
危機管理部政策監
（基地政策担当） 

山口 大吾 防 災 企 画 課 長 

伊東  猛 基地対策・国民保護課長 

福田 耕一 消 防 保 安 室 長 

 
 

６、審査の経過は次のとおり 
 

― 午前 ９時５７分 開議 ― 

 

【初手委員長】 おはようございます。 

 委員会及び分科会を再開いたします。 

 これより秘書･広報戦略部、総務部及び危機管

理部関係の審査を行います。 

 分科会審査に入ります前に、委員の皆様にお

諮りいたします。 

 本日審査を行う第70号議案「令和8年度長崎県

一般会計補正予算（第2号）」のうち関係部分及

び委員会付託議案である第74号議案「ながさき
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未来人材育成基金条例」は関連があることから、

まず予算議案及び第74号議案について説明を受

け、一括して質疑を行い、その後、予算議案に

ついての討論・採決を行うことといたします。 

 そして、委員会再開後、第74号議案について

討論・採決を行うこととしたいと存じますが、

これに異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ありがとうございます。 

 それでは、そのように進めさせていただきま

す。 

 審査に入ります前に、理事者側から4月の人事

異動後、これまでの委員会に出席がなかった新

任幹部職員の紹介を受けることにいたします。 

【川端秘書・広報戦略部長】 おはようございま

す。 

 本年4月1日付人事異動で秘書・広報戦略部長

を拝命いたしました川端でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日出席しております秘書・広報

戦略部の新任幹部職員をご紹介させていただき

ます。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

【早稲田総務部長】 おはようございます。 

 総務部長の早稲田でございます。どうぞよろ

しくお願い申し上げます。 

 4月1日付の人事異動に伴い、交代があった職

員のうち、今回初めて総務委員会へ出席する幹

部職員を紹介させていただきます。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

【今冨危機管理部長】 おはようございます。 

 危機管理部長の今冨でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 4月1日付の人事異動に伴い、交代があった職

員のうち、今回初めて総務委員会へ出席する幹

部職員を紹介させていただきます。 

〔新任幹部職員紹介〕 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

【初手委員長】 ありがとうございました。 

 それでは、これより審査に入ります。 

【初手分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。 

 まず、秘書・広報戦略部長より、予算議案及

び予算に係る報告議案の説明を求めます。 

【川端秘書・広報戦略部長】 秘書・広報戦略部

関係の議案についてご説明いたします。 

 秘書・広報戦略部の予算決算委員会総務分科

会関係議案説明資料の2ページをお開きくださ

い。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、報告第2号 知事

専決事項報告「令和7年度長崎県一般会計補正予

算（第11号）」のうち関係部分であります。 

 初めに、第70号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち、関係部分につい

てご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から、重要な政策的経費を除いた骨格

予算として編成しておりましたので、今回の補

正において、具体的な施策に係る予算を計上し

ております。 

 歳出予算は3,013万6,000円の増であり、その
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内容につきましては、県民が長崎の魅力に触れ

る機会の創出に要する経費を計上いたしており

ます。 

 次に、3ページをお開きください。 

 報告第2号 知事専決事項報告「令和7年度長

崎県一般会計補正予算（第11号）」のうち、関

係部分についてご説明いたします。 

 これは、さきの3月定例県議会の予算決算委員

会において、専決処分により措置することにつ

いてあらかじめご了承をいただいておりました

令和7年度予算の補正を、令和8年3月31日付で専

決処分させていただいたもので、関係部分につ

いて、その概要をご説明いたします。 

 歳出予算は2,887万9,000円の減であり、これ

は年間の執行額が確定したことに伴い、所要の

調整を行ったものであります。 

 主な内容につきましては、秘書事務費382万

6,000円の減、ながさきの魅力発信事業費127万

1,000円の減、広報誌発行費765万8,000円の減で

あります。 

 以上をもちまして、秘書・広報戦略部関係の

説明を終わります。よろしくご審議賜りますよ

う、お願い申し上げます。 

【初手分科会長】 次に、総務部長より予算議案

及び予算に係る報告議案の説明を求めます。 

【早稲田総務部長】 総務部関係の議案について

ご説明いたします。 

 総務部の予算決算委員会総務分科会関係議案

説明資料及び同説明資料追加1をお開きくださ

い。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第71号議案「令和

8年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第1

号）」、第84号議案「令和8年度長崎県一般会計

補正予算（第3号）」のうち関係部分、報告第2

号 知事専決事項報告「令和7年度長崎県一般会

計補正予算（第11号）」のうち関係部分、報告

第9号 知事専決事項報告「令和7年度長崎県庁

用管理特別会計補正予算（第2号）」、報告第12

号 知事専決事項報告「令和7年度長崎県公債管

理特別会計補正予算（第2号）」であります。 

 総務部の予算決算委員会総務分科会関係議案

説明資料の2ページをお開きください。 

 初めに、第70号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち、関係部分につい

てご説明いたします。 

 令和8年度当初予算は、予算編成時期と知事選

挙の関係から、重要な政策的経費を除いた骨格

予算として編成しておりましたので、今回の補

正において、具体的な諸施策に係る予算を計上

しております 

 歳入予算は482億5,322万6,000円の増、歳出予

算は90億1,195万1,000円の増を計上いたしてお

ります。 

 この歳出予算の内容は、こども及び若者の多

様な挑戦を支援することにより、次代を担う人

材の育成及び活躍の推進を図ることを目的に設

置するながさき未来人材育成基金の積立金の増。 

 令和8年度の普通交付税における新たな算定

費目である地域未来基金費に係る産業文化振興

基金への積立金の増。 

 県北振興局庁舎再整備に向けた基本計画策定

のため、施設規模や整備手法等についての調査

を実施する経費の増によるものであります。 

 債務負担行為については、本庁舎及び総合庁

舎等整備事業費について、県北振興局庁舎再整

備に向けた調査業務契約を複数年とするため、

令和9年度に要する経費を計上いたしておりま

す。 
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 次に、第71号議案「令和8年度長崎県庁用管理

特別会計補正予算（第1号）」についてご説明い

たします。 

 債務負担行為について、職員が運転する公用

車の調達契約に係る令和9年度から令和15年度

までに要する経費等を計上いたしております。 

 次に、予算決算委員会総務分科会関係議案説

明資料追加1の2ページをお開きください。 

 第84号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」のうち関係部分についてご説明い

たします。 

 この補正予算は、国の重点支援地方交付金等

を活用した物価高騰対策について、必要な予算

を追加しようとするものであります。 

 歳入予算は1億3,177万1,000円の増を計上い

たしております。 

 続いて、元の予算決算委員会総務分科会関係

議案説明資料にお戻りいただき、4ページをお開

きください。 

 さきの3月定例会の予算決算委員会において、

専決処分により措置することについて、あらか

じめご了承をいただいておりました令和7年度

予算の補正を令和8年3月31日付で専決処分させ

ていただいたもので、関係部分についてその概

要をご説明いたします。 

 まず、報告第2号「令和7年度長崎県一般会計

補正予算（第11号）」のうち関係部分について

ご説明いたします。 

 これらは年間執行額が確定したことなどに伴

うものであり、歳入予算は50億4,601万8,000円

の減、歳出予算は29億3,864万4,000円の増とな

っております。 

 この歳出予算の主な内容は、県債管理基金積

立金の増、法人事業税の市町に対する交付金の

減等によるものであります。 

 次に、報告第9号「令和7年度長崎県庁用管理

特別会計補正予算（第2号）」についてでありま

すが、庁舎管理、自動車管理、文書管理に要す

る経費の年間執行額の確定に伴い、歳入予算、

歳出予算ともに2,822万4,000円の減となってお

ります。 

 この主な内容は、集中管理庁用車運営費の減

によるものであります。 

 最後に、報告第12号「令和7年度長崎県公債管

理特別会計補正予算（第2号）」についてであり

ますが、歳入予算、歳出予算ともに1,505万6,000

円の減となっております。 

 この補正予算は、県債管理基金積立金の減に

よるものであります。 

 続きまして、関連議案についてご説明いたし

ます。 

 総務委員会関係議案説明資料2ページをお開

きください。 

 今回、ながさき未来人材育成基金積立金に関

連して、併せてご審議をお願いいたしておりま

すのは、第74号議案「ながさき未来人材育成基

金条例」であります。 

 この条例は、こども及び若者の多様な挑戦を

支援することにより、次代を担う人材の育成及

び活躍の推進を図る経費に充当する基金を設置

するために必要な事項を定めようとするもので

あります。 

 以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。 

【初手分科会長】 次に、危機管理部長より予算

議案及び予算に係る報告議案の説明を求めます。 

【今冨危機管理部長】 危機管理部関係の議案に

ついてご説明いたします。 

 予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料、
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危機管理部の当初版及び追加1をご覧ください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第84号議案「令和8年度長崎県一般会計補正予算

（第3号）」のうち関係部分、報告第2号 知事

専決事項報告「令和7年度長崎県一般会計補正予

算（第11号）」のうち関係部分であります。 

 まず、追加1の2ページをお開きください。 

 初めに、第84号議案「令和8年度長崎県一般会

計補正予算（第3号）」のうち、関係部分につい

てご説明いたします。 

 今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

等を活用した物価高騰対策について、必要な予

算を追加しようとするものであります。 

 歳出予算は、防災指導費2億8,989万9,000円の

増となっております。 

 この歳出予算内容についてご説明いたします。 

 これはＬＰガス一般消費者料金高騰対策支援

事業で、ＬＰガス料金上昇の影響を受ける県内

一般消費者の負担軽減を図るため、ＬＰガス販

売事業者が行う使用料金の値引きを支援する経

費として計上いたしております。 

 次に、当初版の2ページをご覧ください。 

 報告第2号 知事専決事項報告「令和7年度長

崎県一般会計補正予算（第11号）」のうち、関

係部分についてご説明いたします。 

 これは、先の3月定例県議会の予算決算委員会

において、専決処分により措置することについ

て、あらかじめご了承をいただいておりました

令和7年度予算の補正を令和8年3月31日付で専

決処分させていただいたもので、関係部分につ

いてその概要をご説明いたします。 

 歳入予算は合計で775万4,000円の減、歳出予

算は合計で7,686万2,000円の減を計上いたして

おります。 

 これらは、歳入による国庫支出金及び歳出に

おける年間の執行額が確定したことに伴い、所

要の調整を行ったものであります。 

 この補正予算の主な内容は、原子力災害対策

整備事業費3,149万7,000円の減であります。 

 以上をもちまして、危機管理部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願いいたします。 

【初手分科会長】 次に、提出のありました「政

策等決定過程の透明性等の確保に関する資料、

『政策的新規事業の計上状況』」について説明

を求めます。 

【川口秘書課長】 政策等決定過程の透明性等の

確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関す

る決議に基づき、本分科会に提出いたしました

政策的新規事業の計上状況のうち、秘書・広報

戦略部関係についてご説明いたします。 

 資料の2ページをお開きください。 

 秘書・広報戦略部関係として計上しているも

のは、項目1に記載のながさきの魅力への共感づ

くり・誇り醸成事業費の1事業でございます。 

 内容につきましては、この後の補足説明にお

きまして、ながさきＰＲ戦略課長から説明させ

ていただきます。 

 資料の説明は以上でございます。よろしくご

審議を賜りますようお願い申し上げます。 

【安達総務文書課長】 政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議に基づき、本分科会に提出しており

ます総務部関係の政策的新規事業の計上状況に

ついてご説明いたします。 

 資料は先ほどと同じ表紙に、秘書・広報戦略

部、企画部、総務部、地域振興部、県警本部と

記載があるものでございます。 

 2ページの総務部の事業につきましては、上か

ら三つ目の長崎県産業文化振興基金積立金、四
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つ目のながさき未来人材育成基金積立金、五つ

目の本庁舎及び総合庁舎等整備事業費（県北振

興局庁舎整備関係）、以上3事業を記載しており

ます。 

 事業の計上額につきましては、予算編成過程

において事業内容等を精査した上で予算案とし

て計上した額を記載しております。 

 説明は以上でございます。よろしくご審議を

賜りますようお願い申し上げます。 

【初手分科会長】 次に、ながさきＰＲ戦略課長

より補足説明を求めます。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 私から、戦略Ｐ

Ｒ推進事業費の事項名、ながさきの魅力への共

感づくり・誇り醸成事業費につきましてご説明

申し上げます。 

 予算決算委員会総務分科会補足説明資料、秘

書・広報戦略部の2ページをご覧ください。 

 まずは、事業の目的でございます。 

 本事業は、昨年9月に策定をいたしましたなが

さきブランディング・情報発信戦略の考え方に

沿いまして、ブランディングの取組を推進して

いくための事業でございます。 

 目的にも記載しておりますが、目指す姿とい

たしまして、県民や事業者の皆様の当たり前の

中にある長崎の魅力や価値を県外からの評価や

客観的なデータなどを通じて見える化し、県民

の皆様が触れる、体験・体感するなどの見詰め

直し、発見する機会を提供することで共感をし

ていただき、長崎県の魅力や価値が長崎県民か

ら県外の方へ伝わっていく姿を目指してまいり

たいと考えてございます。 

 次に、事業の概要につきましては、まず一つ

目といたしまして、ブランディング等戦略と連

動いたしまして、その推進の旗印として策定し

たブランドロゴ及びメッセージ「みなが咲き、

ながさき」につきまして、県民の皆様の目に触

れる機会を増やし、その意図やイメージの推進

を図ってまいります。 

 具体的には、ロゴ等を活用した啓発素材の制

作を進めるとともに、趣旨をご理解いただいた

上で広くご活用いただけるよう、周知や展開に

取り組んでまいりたいと考えてございます。 

 続きまして、二つ目の長崎愛を育むための取

組でございます。 

 こどもや子育て世代を対象に、本県の魅力や

価値を改めて理解し、実際に体感や体験してい

ただく機会の充実を図りたいと考えてございま

して、その一環といたしまして、ふるさと教育

の場で活用できる教材や冊子等の作成に取り組

んでまいります。 

 続きまして、三つ目の行動変容を促す取組で

ございます。 

 まず、地域の事業者や県民の皆様と連携しま

して、地域の魅力を改めて認識するとともに、

そのさらなる磨き上げにつなげるため、県とア

ドバイザーが地域に出向き、きめ細やかな伴走

支援の下、ワークショップ等を実施してまいり

ます。 

 次に、長崎は魚がおいしいというイメージの

向上を図るため、長崎の魚の魅力を分かりやす

く発信するストーリー開発などにつきまして、

水産部の取組とも連携を図りながら、効果的な

支援を行ってまいりたいと考えてございます。 

 また、こどもたちを育んでいく教職員や県民

の皆様のために施策を立案する県職員を対象と

した研修等を実施し、長崎ブランディングに関

する理解の促進と意識の醸成に取り組んでまい

ります。 

 さらに、各種施策の立案に当たりまして、長

崎ブランディングやマーケティングの視点を的
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確に取り入れることができるよう、実際に実務

で活用可能な手引書を作成してまいります。 

 以上の取組などを通じまして、県民の皆様や

関係者の具体的な行動変容につなげてまいりた

いと考えております。 

 ながさきＰＲ戦略課の補足説明は以上でござ

います。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。 

【初手分科会長】 次に、財政課長より補足説明

を求めます。 

【髙橋財政課長】 私から、今回ご審議をお願い

しております第70号議案及び第74号議案につい

て、補足してご説明申し上げます。 

 まず、第70号議案「令和8年度長崎県一般会計

補正予算（第2号）」のうち、産業文化振興基金

積立金について、補足説明資料、産業文化振興

基金への積立てについてをご覧ください。 

 概要につきまして、国は令和8年度の普通交付

税の基準財政需要額に新たな算定費目、地域未

来基金費を臨時費目として創設をしているとこ

ろでございます。 

 こちら都道府県が配分額を基金に積み立てる

ことにより、地域産業成長プランに基づく取組

を複数年度で計画的に推進しようとするもので

ございます。 

 地域未来基金費の総額は全国で4,000億円で

ございまして、国の示した計算式に基づき試算

した結果、本県への配分額を約60億円と見込み、

今回産業文化振興基金への積立てに要する経費

を計上してございます。 

 具体的な充当事業につきましては、本県の地

域産業成長プランの内容を踏まえ、速やかに検

討を進め、今後お示しをさせていただきたいと

考えてございます。 

 次に、第74号議案「ながさき未来人材育成基

金条例」につきまして、総務部の総務委員会説

明資料の8ページ、第74号議案「ながさき未来人

材育成基金条例」をご覧ください。 

 本条例につきましては、こども及び若者の多

様な挑戦を支援することにより、次代を担う人

材の育成及び活躍の推進を図るために基金を設

置するものでございます。 

 基金の財源及び運営スキームについてでござ

いますが、今回の補正予算において財政調整基

金を財源とし、30億円をながさき未来人材育成

基金に積み立てた上で、その運用益1億円程度を

想定しておりますが、こちらはこどもや若者の

挑戦を後押しする事業へ充当するものでござい

ます。 

 また、企業版ふるさと納税を活用した民間企

業等からの寄附も募り、官民が連携してこども

や若者の挑戦を応援する仕組みを構築してまい

ります。 

 なお、充当事業につきましては、国際的な体

験やスポーツ、科学の探求など多様な分野で努

力を続けるこどもたちの挑戦や、日々の活動か

ら一歩踏み出すような挑戦的な取組への支援を

予定してございますが、詳細の内容につきまし

ては現在速やかに検討を進めているところでご

ざいまして、今後お示しをさせていただきたい

というふうに考えてございます。 

 以上をもちまして、補足説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたしま

す。 

【初手分科会長】 次に、消防保安室長より補足

説明を求めます。 

【福田消防保安室長】 それでは、危機管理部の

分科会補足説明資料をお開きください。 

 ＬＰガス一般消費者料金高騰対策支援事業に

ついてご説明申し上げます。 
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 まず、1の背景ですが、（1）都市ガスを使用

している一般消費者につきましては、国が都市

ガス事業者を通じて値引きの支援を実施してお

りますが、県内世帯の約半数を占めるＬＰガス

につきましては、国の支援の対象となっており

ません。 

 （2）ＬＰガスにつきましては、国の臨時交付

金の推奨事業メニューにＬＰガス使用世帯への

給付などの支援が明示されております。 

 （3）県内約28万世帯で使用されているＬＰガ

スの一般消費者の負担を軽減するために実施す

る事業となります。 

 次に、2の事業概要ですが、ＬＰガスを使用す

る県内一般消費者に対し、価格上昇分の一部に

ついてＬＰガス販売事業者を通じて国が値引き

を行っている都市ガスの値引き率に準じた金額

を支援する事業となります。 

 3、具体的な事業内容としましては、（1）支

援対象は県内のＬＰガス利用世帯約28万世帯と

しております。 

 （2）支援単価は、1世帯800円の定額としてお

ります。800円といたしました根拠でございます

が、点線の中に記載のとおり、標準世帯におけ

るＬＰガスの過去5年間の価格上昇幅が700円と

なっており、これに国の都市ガス支援の補助率

に準じた40.4％を乗じた額が280円となります。

この280円の3か月分相当ということで800円と

したところです。 

 なお、3か月の考え方ですが、今回の国の都市

ガスの支援が令和8年7月から9月の3か月分とい

うことで、同じ期間としております。 

 次に、（3）の支援総額ですが、本事業の支援

対象世帯が約28万世帯であるため、（2）の支援

単価800円に28万世帯を掛けまして、2億2,400万

円となります。 

 また、値引きの実施に伴うＬＰガス販売事業

者の手数料として、6,030万円を計上いたしてお

ります。これは1事業者につき3万円の定額に加

え、値引きを実施した世帯1件当たり180円を手

間賃としてお支払いするものです。 

 また、本事業は県直営で実施するため、会計

年度任用職員を雇用するなどの費用として、そ

の他事務費559万9,000円を計上しております。 

 次に、（4）の支援方法ですが、県内のＬＰガ

ス販売事業者に一般消費者のＬＰガス料金から

800円を値引きしていただき、当該額をＬＰガス

販売事業者に補助することとしております。 

 参考として、四角囲みの中に支援手続の流れ

を記載しておりますが、これまで実施しており

ます事業の支援手続の流れと変更はございませ

ん。 

 最後に、今後のスケジュールですが、議決後

速やかにＬＰガス販売事業者へ事業開始の周知

を行った後、料金の値引きと支援金の支払いを

実施する予定です。 

 なお、ＬＰガス販売事業者が本事業へ参加し

やすいようにするために、料金値引きを実施す

る期間を長めに取り、12月までとしております。 

 消防保安室関係は以上でございます。よろし

くご審議を賜りますようお願い申し上げます。 

【初手分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案、予算に係る報告議案及

び第74号議案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

【山下委員】 皆さん、おはようございます。 

 質疑の前に、昨日は大変県内も警報級の大雨

ということで、県職員の皆さんは特に危機管理

部を中心にご対応大変だったと思いますが、佐

世保地区においては特段大きな被害はないとい

うことで私は聞いておりますけれども、引き続
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き大雨が続いてますので地盤が緩んでるとこも

あると思うので、引き続き県民の生命と財産を

守るために緊張感を持って、引き続き対応いた

だきますようによろしくお願い申し上げます。 

 質問に入ります。予算議案の総務部長説明に

もありました県北振興局の庁舎の再整備、調査

経費ということで予算を組んでいただいており

ます。この件について数点お尋ねをさせていた

だきます。 

 もともと佐世保警察署が今ありますけれども、

跡地を候補地として再整備を進めていただくと

いうことで予算計上していただくということで

あります。 

 築年数を考えますとですね、非常に再整備を

進めていただくということで、高く評価をさせ

ていただくということでございますが、何点か

詳細を確認をさせていただきたいと思います。 

 今回の基本計画策定のための調査経費という

ことでありますけれども、この基本計画策定ま

でのまずスケジュールはどのようになっている

のかお尋ねをいたします。 

【寺﨑財産活用室長】 基本計画策定までのスケ

ジュールについてのお尋ねでございます。 

 まず、県北振興局は県北振興の拠点でござい

まして、防災拠点であったり県庁舎のバックア

ップオフィス機能を担う重要な庁舎となってお

ります。 

 老朽化が著しいため優先して再整備をするこ

ととしており、今議会で調査経費の予算審議を

お願いしているところでございます。 

 スケジュールにつきましては、来年度中、令

和9年度中に基本計画を策定したいと考えてお

りまして、そのベースとなります与条件調査、

民間活力導入可能性調査を予算で計上させてい

ただいておりまして、1年程度の期間を要します

ので速やかに発注に向けた調査を行い、今年度

後半から来年度にかけて調査をするということ

を予定しております。 

 その調査の結果を参考にしながら、来年度中

に基本計画を策定していくという形になります。 

【山下委員】 ありがとうございました。来年度

中に基本計画を策定していくというご答弁であ

りました。 

 次にですね、実際の庁舎の建設ですけれども、

どのくらいの時期から始めて、またどのような

規模感で考えられてるのか、今の時点でですね、

その辺りをお知らせいただければと思います。 

【寺﨑財産活用室長】 調査の規模、また時期に

ついてのお尋ねでございましたが、調査の規模

につきましては、庁舎が持ちます機能に対応し

て決まってまいりますので、まずは必要な機能

というものを先ほど申し上げた調査で検討して

いくという形になります。 

 基本的には、現在の県北振興局及びその周辺

に分散しております庁舎の機能を付加するとい

うことが想定されておりますが、それらの機能

に対応する形で規模や事業費については決まっ

てまいりますので、そういったものについて先

ほど申し上げた調査の中で整理を進めていくと

いう形になりますので、現時点で規模や機能に

ついてこういうふうな形ですということを申し

上げるものというものはございません。 

【山下委員】 ありがとうございました。 

 もう一点ですね、ちょっとお尋ねしたいんで

すけれども、現在の県北振興局を見てますと、

打合せスペースとか会議室とか、なかなかちょ

っと足りてないなという私も行って感じるとこ

あるんですけれども、特に今新しくこの県庁本

庁舎ですか、県民の皆さんが集えるような協働

スペースが結構あるなと。例えば学生さんが来
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てそこくつろいだり勉強したりっていうスペー

スもあるようでありますけれども、ぜひともで

すね、今からの計画だと思いますけれども、新

しい県北振興局にもそういった協働スペース、 

県民の皆さんが集えるようなスペースをぜひと

もつくっていただきたいというちょっと思いが

あるんですけども、その辺りの工夫について何

かお考えがあれば、お知らせいただきたいと思

います。 

【寺﨑財産活用室長】 県北振興局の再整備に当

たって、県民協働のようなスペースについてど

う考えているのかというお尋ねでございました。 

 ご指摘のように、現在の県庁舎には県民協働

のスペースというものを確保しておりますけれ

ども、一方で今、県南振興局、庁舎を整備して

おりますけれども、県南振興局整備においては、

利用者の立場から利用しやすい窓口だったり相

談機能というのを重視させて設計させていただ

いておりまして、県民協働のスペースというの

は設けてないという状況でございます。 

 先ほど申しましたように、県北振興局の再整

備に当たりましては、基本的に現在の振興局周

辺の庁舎の機能というのを想定しておりますけ

れども、それらに加えて、今ご指摘のありまし

たような県民協働のスペースも含めてどういう

機能が必要であるかというのは、コストにも関

係してまいりますので、町内外の意見を参考に

しながらしっかりと検討していきたいと考えて

おります。 

【山下委員】 ありがとうございました。ぜひと

もですね、工夫をしていただければと思います。 

 最後にもう1点確認なんですが、もう一つ佐世

保の方は国道沿いに天満庁舎がございます。こ

ちらも結構老朽化が進んでるんじゃないかなと

思いますが、再整備の中でこの天満庁舎につい

てはどのような方向性で考えられているのかを

お尋ねいたします。 

【寺﨑財産活用室長】 天満庁舎についても再整

備の対象とするのかといったお尋ねだと思いま

す。 

 現在、県北振興局の天満庁舎には、県の東彼・

北松福祉事務所など複数の県の機関等が入居し

ております。 

 一方で、特に老朽化が著しく、耐震性にも課

題がございますので、県北振興局の再整備と併

せて解体などの方針を検討していく必要がある

と考えております。 

 先ほど申し上げた今後の調査、基本計画策定

の過程において方針を整理していきたいと考え

ております。 

【山下委員】 ありがとうございました。確認を

させていただきました。 

 とにかく県北振興局っていうところは、県北

の県民にとって拠点となる本当にシンボル的な

場所でありますので、県民の皆さんに愛される、

そして集っていただけるような再整備に向けて

ですね、1年でも早く完成するように我々も地域

の皆さんにもお話ししていきたいですし、協力

をお願いしていきたいと思ってますので、一緒

になって頑張っていきたいと思いますので、ぜ

ひ引き続きよろしくお願い申し上げまして、質

問を終わります。ありがとうございました。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【赤木委員】 おはようございます。私からは大

きく2点質問したいと思います。 

 まず、ＬＰガス一般消費者料金高騰対策事業

費についてお尋ねをいたします。 

 こちらは先ほどご説明があったとおり、28万

世帯に対しての料金を値引きするということで

した。この資料ですね、先ほどご説明いただい
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た資料を見ると、一旦ＬＰガス販売事業者が立

て替えるというか、そういう事業のスキームに

なっているかと思います。 

 そのため330事業者、ＬＰガス販売事業者に対

して、この費用、これを一旦負担していただく

ことになると思いますが、先ほどご説明の中で

期間が長くとってあるのは参加しやすくするた

めというお話がありました。 

 ということはですね、この330事業者の中で参

加しないという判断をする事業者があるのでは

ないかとも受け取れたんですけども、今のこの

参加の状況、販売事業者の受け止めなどありま

したらお聞かせください。 

【福田消防保安室長】 ＬＰガス一般消費者への

支援事業について、販売事業者の参加の状況と

いうお尋ねかと思います。 

 これまで現在5期の支援を継続しております

が、4期までの状況でお答えいたしますと、販売

事業者の参加率につきましてはおおむね98％と

なっておりまして、広くご理解をいただきなが

ら事業を展開できているのではないかと考えて

おります。 

【赤木委員】 ありがとうございます。今のお話、

330事業者の98％が参加をいただいているとい

うことで2％が参加しないということですと、そ

の2％は大体どの世帯、何世帯ぐらいに当たるん

でしょうか。 

【福田消防保安室長】 第3期で見ますと、小規

模の事業者さんでご協力いただけないというと

ころが数者ございました。 

 世帯のカバー率でいきますと、3期においては

99％を超えるカバーとなってございます。4期に

おきましては、大手の一事業者さんの方で社内

のシステムの更新などのご都合で、どうしても

その期だけご参加が難しいというお申出があり

まして、そこの事業者が契約しております世帯、

およそ9,000世帯が残念ながらこの支援事業の

実施ができなかったということで、この第4期に

ついてはカバー率が96％ほどに落ち込んでおり

ます。 

 今回ご相談をしております限りにおきまして

は、今回はご参加いただけるということでお願

いをしたいと考えているところでございます。 

【赤木委員】 ご説明ありがとうございました。 

 県としてっていうことで100％を目指してい

くっていうことは変わりないと思います。いろ

んな課題が事業者ごとによって変わってくるの

かなと思いますので、そこを聞き取っていただ

いて支援の在り方、事業者の皆さんが参画しや

すいように引き続きフォローなり、ぜひ全世帯

に対応できるようにお願いしたいと思います。 

 もう1点ですね、ＰＲ戦略課のながさきの魅力

への共感づくり・誇り醸成事業費ですね、県民

が長崎の魅力に触れる機会を創出する経費とし

て3,013万6,000円についてお尋ねをいたします。 

 先ほど永川課長の方からご説明いただきまし

た。今回は魚に注目したいということでありま

すが、今まで物産ブランド、どちらかというと

観光の部局であったり、お話もありました水産

部が魚についてのＰＲなども行っておりました

が、今回ＰＲ戦略課で行う経緯であったり、魚

にした根拠などありましたらお知らせください。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 長崎県の魚でご

ざいますけれども、長崎県は漁獲量が全国2位、

それから西日本で60年間ずっと1位ということ。

それから取れる魚種の数はすでにご案内のとお

り全国1位という水産県にもかかわらず、首都圏

等での長崎といえば魚がおいしいという、そう

いうイメージが正直あまり持たれていないとい

う、現状があると認識してございます。 
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 当課が今年5月に実施をいたしました県内外

への簡易アンケートにおきまして、長崎県は魚

がおいしいというイメージがありますかという

質問をいたしましたところ、あると答えた方で

県内の方が90.3％ございましたが、県外の方は

45％と約半分の数値でございました。 

 また、県内の方へ県外の方に長崎の魚を勧め

たことはございますかという質問もいたしまし

た。その結果、勧めたことがあると答えた方が

半分ぐらい、55％にとどまったという結果でご

ざいます。 

 こうしたことから、本県が全国に誇る水産資

源につきまして、県民の皆様にもっと魅力を認

識いただき、愛着や誇りを持っていただき、県

外の皆様へは長崎といえば魚がおいしいと思っ

ていただけるような情報発信等に取り組んでま

いりたいなと考えたところでございます。 

 やはり大体県外に行って、長崎といえば何を

イメージされますかと聞くと、チャンポン、カ

ステラ、平和、ハウステンボスという4本柱が返

ってきておりまして、長崎と言えば魚っていう

イメージがなかったということを結構私、例え

ば県外パブリシティでメディアにも行くんです

けれども、よくお返事をいただいて。そういっ

たところもありまして、やっぱり長崎が誇る魚

をしっかり取り組んでまいりたいと思った次第

でございます。 

 具体的には水産部とも連携をいたしまして、

関係者のヒアリングや本県の水産分野の環境、

状況の調査・分析、それから既存の取組の効果

検証等を行いながら、本県の魚がおいしいとい

うエビデンス、それからストーリーの整理を行

いまして、その整理に基づいた効果的なプロモ

ーション等の検討を行ってまいりたいと考えて

ございます。 

【赤木委員】 ご説明ありがとうございました。 

 私も魚大好きですし、そこに着目していただ

いて、それは今までは水産部ではなくて、水産

部も連携しながら、ＰＲ戦略課が行っていただ

く意義というのはとてもあると思っております。 

 今のお話ですと、今回いろいろな調査などを

行ってプロモーションにつなげていくというこ

となので、今回もちろん説明の中で県民の皆さ

んが胸を張って、長崎は魚がおいしいんだと、

一人一人がある意味営業マンとなれるような戦

略を描いていらっしゃると思いますが、単年と

いうよりはもちろんもうちょっと長いスパンで

見てらっしゃるんでしょうか。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 お答えいたしま

す。 

 まず、次年度は調査・分析がメインになって

くると思います。それから具体的な調査・分析

に基づいたプロモーションなど、具体的にアウ

トプットをどのようにしていくか、どのような

取組を展開していくかというのは、次年度以降

しっかり数年かけて取り組んでいって、数年か

けて浸透させていく取組になるかと考えており

ます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。大いに期

待したいと思っておりますが、参考にした自治

体の取組などありましたら教えてください。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 参考にした県と

して調査でちょっと行かせていただいた県でご

ざいますけれども、例えばでございますけど富

山県ですね、すしといえば富山という一点突破

のプロモーションを展開されております。その

知名度が今、首都圏等で徐々に上昇していると

認識をしてございます。 

 富山成長戦略のブランディング戦略プロジェ

クトチームの座長をされた方の会社のホームペ
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ージによりますと、すしを選んだ理由につきま

しては、すしであれば富山で育まれた米であっ

たり水であったりなどの食文化や器も有名でご

ざいますので、器などの関連産業といった富山

県の強みを生かせるとともにインバウンドにも

人気がございますので、世界に対してもインパ

クトを与えることができると考えたっていうと

ころと、バランスよりも選択と集中をした方が

いいというふうに県に提言したというふうに記

載がございました。 

 立山連峰から富山湾に注ぎ込む栄養分豊富な

水や湧水が魚介類を引きつけて、加えて富山湾

が水深1,000メートルを超える深海であるとい

うことで、500種類以上の魚が生息しており、天

然の生けすといったようなそういった意味で富

山の魚はおいしいというようなストーリーテリ

ングをされております。 

 富山湾鮨というブランドで、市内に行ったら

多くのお店が富山湾鮨っていうふうに出して、

ブランド化に向けた展開をされているという事

例がございます。 

 また、北九州市も同様に、市のプロモーショ

ンを行っておりまして、こちらも響灘とか関門

海峡であるとか豊前海の三つの特色の異なる海

に恵まれているというところや西日本の主要な

漁港の中心地だというストーリーテリングをさ

れて、なぜ北九州の魚がおいしいのかっていう

ストーリーテリングをされている事例でござい

ます。 

 どちらの都市もですね、なぜ地元の魚がおい

しいのかっていうところのエビデンスやストー

リーを整理してプロモーションなどを展開され

ておりまして、本県もそのような分析と整理が

必要と考えております。 

 本県の強みを整理していく中で、しっかりマ

ーケティングの視点も踏まえまして、どのよう

な打ち出しが最も効果的で戦略的であるかです

ね、ながさきＰＲ戦略課として検討してまいり

たいと、水産部と連携して検討してまいりたい

と考えてございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 今回予算議案についてのまずは質疑でありま

すので、今おっしゃっていただいた富山の取組

でしたり北九州の取組ですね、私も以前から見

させていただいておりまして、すごく羨ましい

なと思う部分もございました。 

 やはり長崎はもっともっと他県ももちろんす

ばらしい魅力がありますけど、長崎も負けてな

いんだぞと、日本一だと私自身は思っておりま

すので、それが県民の皆様にもしっかり伝わっ

て、そして一人一人が胸を張って長崎の魚はお

いしいと言えるような取組をやっていただくよ

う期待をして、一緒に動いていければと思って

ますので、よろしくお願いします。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【近藤委員】 今の関連ですばらしい新しい企画

ですかね、もうぜひやっていただきたいと思う

んですよね。 

 その中ですね、ちょっと事業の内容の3番の中

にポツで教職員、県職員向けの研修等の実施っ

てあるんですけども、どういうタイミングの中

でどういうふうな形でやろうとしているのか教

えていただけますか。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 職員の研修につ

いてのご質問でございます。 

 今後、長崎県の発展のためには、やっぱり県

民一人一人が地域やまちに愛着と誇りを持つこ

とが重要だと考えてございます。 

 そのためにはですね、やはり県のまちづくり

を牽引する県職員であったり、こどもたちを育
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む教職員であったりが長崎県に愛着や誇りと長

崎の魅力を言語化、可視化する力を持って、日

常業務の中で浸透させていくことがですね、ひ

いては県民の皆様に伝わっていく重要な要素と

考えてございます。 

 そこでまず、県職員と教職員に長崎の魅力を

しっかり認識していただいて、その魅力を言語

化、可視化する力を養う研修や、各取組や事業

の中でその魅力自体を伝えるための情報発信力

を高める研修などを今想定してございます。 

 県職員の長崎愛が高まれば、おのずと長崎や

県民のために、普通の事業でも本当に効果的な

事業をしないといけないという気持ちになると

考えておりますので、しっかりまずは県職員、

教職員のマインドの育成が重要と考えておりま

す。 

 タイミングにつきましては、今のところ予算

がつきましたら年度後半に研修を実施してまい

りたいというふうに考えているところでござい

ます。 

【近藤委員】 もうぜひですね、いい取組なんで

すけども、教員の先生たちの管理の中で、どう

いうふうな形でその研修を入れていくのかって

いうのが、いろんな形で連携を取った中でやっ

ていかないとですね、ふるさと教育とかそうい

う形の中に割り込んでいくのだろうとは思うん

ですけど。 

 だからそこら辺の計画をしっかり立てていた

だいて、県職にしたってそうだと思うんです。

どういうふうな研修を行うかっていうのは大事

なことで、それを実行するってなったら、いろ

んな大変な調整が出てくると思うんで、ぜひそ

こら辺も考えて頑張っていただきたいと思いま

す。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

【虎島委員】 私も同じくですね、ながさきの魅

力への共感づくり・誇り醸成事業費についてお

尋ねをいたします。 

 ここは県民の誇り、そして愛着というものを

醸成するという非常にすばらしい取組であると

思っております。私も長崎を離れて暮らした経

験からか、長崎は非常に魅力があるところだと

いうふうに気づいたということがあります。 

 本当にこの長崎でインタビューとかすると、

長崎何もないというような人が本当にいるんで

すね。これはもう本当悔しくて、ぜひこの取組

しっかりと進めていただきたいというふうに思

っております。 

 この共感づくりというのは、非常に抽象的で

あると思います。この全体的な事業の指標があ

りましたら教えてください。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 本事業のＫＰＩ

につきましてでございますが、県民の皆様と県

職員の長崎県への誇り度を指標としてございま

す。 

 昨年度、長崎ブランディング情報発信戦略を

策定するに当たりまして、県民の皆様や県職員

の意識調査を行いましたが、長崎県への愛着度

につきましては、愛着がある、またはどちらか

というと愛着があるという上位にお答えいただ

いた県民の皆様の率が68.5％でございました。

県職員は66.5％という一定の数値がありました

一方で、長崎県への誇り度につきましては、誇

りに思う、またはどちらかというと誇りに思う

とお答えいただいた県民の皆様につきましては

51.9％、県職員が44.5％と、いずれも愛着度と

約20％程度の乖離がありました。 

 また、同じ意識調査で長崎県への未来への貢

献意欲と長崎県への未来への挑戦意欲も調査を

いたしましたところですね、愛着度と誇り度を
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クロス分析させていただいた結果、誇りが高い

方が貢献意欲も挑戦意欲も高いという結果が出

たところでございます。 

 ですので、今後は長崎県がさらに発展してい

くためには、県職員や県民、事業者の皆様が貢

献意欲や挑戦意欲を持って具体的な行動変容を

起こしていただくことが重要と考えてございま

す。 

 そうしたことから、県民の皆様や県職員が長

崎県の未来のために貢献したい、挑戦したいと

いう気持ちになり、行動変容を起こしてもらう

ためには、愛着や好きの気持ちを誇りに思う気

持ちまで育てていっていく必要があるという仮

説を立てたところでございまして、誇り度をＫ

ＰＩといたしまして、県民の皆様につきまして

は、令和6年度を基準といたしまして、令和17年

度までの10年間で10ポイント増の51.9％を目標

に、県職員につきましては20ポイント増の

64.5％を目標値と設定させていただいていると

ころでございます。 

【虎島委員】 ありがとうございます。 

 分析の結果、誇り度をＫＰＩにするというこ

とで、そもそもの県職員の誇り度が低過ぎると

いうのがショックではありますけれども、ぜひ

20％と言わず100％を目指して頑張っていただ

きたいと思います。 

 議員の多く、私も含めですね、ふるさとを誇

りに思うと気持ちというのを大事にしている議

員は多いと思いますので、ぜひ一緒に頑張って

いきたいというふうに思います。 

 また、先ほどから質問がありますけれども、

複数の分野にまたがってこの事業は含まれてお

ります。1つ1つ、非常に大事な大きな目的を持

った事業だと思います。予算も3,000万で足りる

のかとか、ＰＲ戦略課のマンパワー的にもちょ

っと心配にはなりますけども、これ担当の部署

との連携というのが非常に大事になってくると

思いまして、この連携の体制について進め方に

ついて教えてください。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 連携についての

お尋ねでございますが、事業のうち長崎愛を育

むための取組につきましては、先ほども近藤委

員からもご指摘ありましたとおりですね、ふる

さと教育等との連携が必要不可欠であると考え

てございますので、県や市町の教育委員会とし

っかり連携を図りながら、ほかの地域やほかの

学校でも展開できるようなモデルケースの取組

になるように構築してまいりたいと考えてござ

います。 

 続きまして、地域の魅力再発見と磨き上げの

事業につきましては、実際、観光まちづくり的

な側面もございますので、県内市町や県の関係

課、それから振興局とも連携を図りながら、検

討体制や地域のキーマンの巻き込み、掘り起こ

し等にも努めてまいりたいと考えてございます。 

 続きまして、長崎の魚の魅力を伝える取組に

つきましてでございますが、先ほどからお話し

させていただいていますが、水産部におきまし

ても予算を計上しておりまして、水産部の取組

と連携を図りながら、調査・分析、プロモーシ

ョン等の検討を行ってまいりたいと考えてござ

います。 

 県の総体的なブランドメッセージであります

「みなが咲き、ながさき。」でございますけれ

ども、こちらは長崎ブランディングの考え方や

趣旨を浸透させるための旗印と考えておりまし

て、各個別分野のプロモーションは個別にまた

別途で行っていく、連携しながら行っていく予

定としております。 

 今年度は水産からスタートさせますけれども、
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次年度また別の分野でそういった分野別の取組

も、分野ごとのブランディングの取組もスター

トさせていきたいと考えておりますので、水産

分野につきまして本当にモデルケースになって、

「自分たちもやりたい」と思っていただけるよ

うに努めて取り組んでまいりたいと考えてござ

います。 

【虎島委員】 ありがとうございます。 

 この事業内だけじゃなく、この事業が終わっ

た後も各部署で、引き続き同じようなブランデ

ィング、魅力発信を続けられるような取組にし

ていただきたいというふうに思います。 

 最近ＳＮＳで長崎に行きたいんだけど、何か

いいお店あるかという投稿があればですね、も

う100も200も、ものすごいコメントが入るぐら

いに徐々に長崎愛っていうのが深まってきてる

んじゃないかというふうに期待はしております

ので、ぜひ今後ともよろしくお願いいたします。 

【初手分科会長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 予算議案及び予算に係る報告議案に対する質

疑・討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第70号議案のうち関係部分、第71号議案、第

84号議案のうち関係部分、報告第2号のうち関係

部分、報告第9号及び報告第12号については、原

案のとおり可決・承認することにご異議ござい

ませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算議案及び予算に係る報告議案は

原案のとおり、それぞれ可決・承認すべきもの

と決定されました。 

【初手委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 議案を議題といたします。 

 まず、総務部長より、総括説明を求めます。 

【早稲田総務部長】 総務部関係の議案について

ご説明いたします。 

 総務部の総務委員会関係議案説明資料の2ペ

ージをお開きください。 

 今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第72号議案「一般職員の特殊勤務手当に関する

条例及び警察職員の特殊勤務手当に関する条例

の一部を改正する条例」のうち関係部分、第73

号議案「職員の勤務時間、休暇等に関する条例

及び市町村立学校県費負担教職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例」の

うち関係部分、第74号議案「ながさき未来人材

育成基金条例」、報告第17号 知事専決事項報

告「長崎県税条例等の一部を改正する条例」で

ありますが、第74号議案につきましては、先ほ

ど分科会でご説明いたしましたので、そのほか

の議案についてご説明いたします。 

 初めに、条例議案についてご説明いたします。 

 第72号議案「一般職員の特殊勤務手当に関す

る条例及び警察職員の特殊勤務手当に関する条

例の一部を改正する条例」のうち関係部分。 

 この条例は、在外公館の名称及び位置並びに

在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する

法律の改正により、国において外国に駐在を命

ぜられた職員に対して支給される在勤手当が見

直されたこと及び人事院規則の改正により、国

において災害が発生した現場で、応急作業等の
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業務に従事したときに支給される災害応急作業

等手当の額が増額されたことに伴い、所要の改

正をしようとするものであります。 

 第73号議案「職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例及び市町村立学校県費負担教職員の勤務

時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条

例」のうち関係部分。 

 この条例は、柔軟で多様な勤務形態の選択肢

を用意することで、職員がその能力を十分発揮

しながら、効率的に勤務できる環境を整備し、

公務能率の向上につなげるため、関係条例につ

いて勤務時間を割り振らない日を設定できる措

置の対象の拡大及び休憩時間の一斉付与の原則

の特例を追加するなど、所要の改正をしようと

するものであります。 

 次に、報告議案についてご説明いたします。 

 報告第17号 知事専決事項報告「長崎県税条

例等の一部を改正する条例」。 

 この条例は、令和8年度税制改正による地方税

法の改正に伴い、令和8年4月1日から施行すべき

ものである自動車税環境性能割の廃止及びグリ

ーン化税制の延長並びに軽油引取税の当分の間

税率の廃止に関して、本県税条例につき、所要

の改正をしたものであります。 

 次に、議案外の所管事項についてご説明いた

します。 

 今回ご報告いたしますのは、行財政改革につ

いて、県南振興局庁舎建設工事の進捗状況等に

ついて、長崎県公共施設等総合管理基本方針の

改定について、綱紀の保持、長崎県公文書管理

条例（仮称）の検討についてであります。 

 まず、行財政改革についてでありますが、令

和3年度から昨年度までの5年間、長崎県行財政

運営プラン2025に基づき、全庁一丸となって取

り組んでまいりました。その結果、プランに掲

げた全35の個別項目のうち、目標を達成した項

目は15項目、目標をおおむね達成した項目を含

めると、全体の9割を超える33項目となるなど、

一定の成果を上げることができました。 

 一方、急速に進行する人口減少や不確実性の

高い社会経済情勢などにより、県政を取り巻く

環境は一層厳しさを増しており、このような状

況に柔軟に対応できる行財政運営が求められて

おります。 

 そのため、県議会や有識者の皆様からのご意

見も踏まえながら、令和8年度から令和12年度ま

でを推進期間とする長崎県行政経営方針を取り

まとめました。 

 今後も、本方針に基づき、挑戦と持続が両立

する行政経営の実現に向け、着実に取組を進め

てまいります。 

 次に、県南振興局庁舎建設工事の進捗状況等

についてでありますが、5月末時点において、お

おむね躯体工事を完了し、現在内装工事を実施

しており、進捗率は約68％となっております。 

 また、移転につきましては、3月末に移転業務

委託契約を締結し、現在詳細なスケジュールの

検討を進めております。 

 さらに、新規に購入する什器につきましては、

品目及び数量の整理を行い、発注に向けた手続

を進めているところであります。 

 今後とも円滑な移転・開庁に向け、計画的に

工事及び関連準備を進めてまいります。 

 次に、長崎県公共施設等総合管理基本方針の

改定についてでありますが、今回、総合計画の

策定に対応して、ファシリティマネジメントに

関する章を追加するなど、基本方針の見直しを

行ったところであり、今後とも基本方針及び個

別施設計画に基づき、公共施設等の総合的かつ

計画的な管理に取り組んでまいります。 
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 次に、総務委員会関係議案説明資料追加1をお

開きください。 

 綱紀の保持についてでありますが、令和7年5

月から6月にかけて、元交際相手から金銭を搾取

したとして詐欺行為を問われ書類送検された職

員に対して、令和8年6月12日付で減給10分の1・

6月の懲戒処分を行いました。 

 また、令和6年3月、報酬を得ることを目的に、

自身の銀行口座番号などの情報を伝えたとして、

犯罪による収益の移転防止に関する法律違反に

問われ、書類送検された職員に対して、同じく

6月12日付で減給10分の1・6月の懲戒処分を行い

ました。 

 職員の服務規律の確保につきましては、再三

にわたり周知徹底を図っているところであり、

職員がこのような不祥事を起こしたことは誠に

遺憾であり、県議会をはじめ県民の皆様に対し

まして深くおわび申し上げます。 

 今後、県民の皆様の信頼を回復するため、職

員一人一人が法令の遵守はもとより、全体の奉

仕者として高い倫理観を持って行動するよう、

綱紀の保持の徹底に全力を尽くしてまいります。 

 最後に、総務委員会関係議案説明資料追加2を

お開きください。 

 長崎県公文書管理条例（仮称）の検討につい

てでありますが、公文書の管理、保存について

は、これまで内規を定めて運用を行っておりま

したが、歴史的価値がある文書の保存や活用の

在り方について、より適正に行うことを求める

声が全国的に高まっております。 

 そのため、公文書等の管理に関して条例を定

めることを目的として、郷土史や法律の専門家

など学識経験者5名から成る長崎県公文書管理

条例（仮称）検討委員会を設置し、第1回目の検

討委員会を去る6月22日に開催しました。 

 検討委員会では、歴史的文書の選別に大きな

労力が必要であることや将来的には歴史的文書

を一元管理することが望ましいなどの意見が出

されました。 

 今後、検討委員会及び県議会のご意見等を踏

まえ、来年3月を目途に、公文書等の管理に関す

る条例の制定に向け、検討を深めてまいりたい

と考えております。 

 以上をもちまして、総務関係の説明を終わり

ます。よろしくご審議を賜りますようお願いい

たします。 

【初手委員長】 次に、秘書・広報戦略部長より、

所管事項説明を求めます。 

【川端秘書・広報戦略部長】 秘書・広報戦略部

関係の議案外の所管事項についてご説明いたし

ます。 

 秘書・広報戦略部の総務委員会関係説明資料

をご覧ください。 

 2ページをお開きください。 

 長崎県行財政運営プラン2025に基づく取組に

ついてでございます。 

 令和3年度から令和7年度までの5年間で取り

組んでまいりました長崎県行財政運営プラン

2025に掲げる秘書・広報戦略部関係の項目に関

して、その取組内容をご説明いたします。 

 秘書・広報戦略部におきましては、全世帯広

報誌やテレビ等の各媒体の特性を活かしながら、

県政情報の分かりやすい発信に取り組んでまい

りました。 

 令和7年度の取組実績につきましては、全世帯

広報誌のアンケートにおいて、分かりやすいと

答えた人の割合が97.6％、長崎県公報の認知度

等アンケートでは、県事業の目的や内容が伝わ

っていると答えた人の割合が72.0％となり、そ

れぞれの指標において目標値を達成いたしまし
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た。 

 今後も効率的かつ効果的な組織運営に取り組

み、各施策の実現に努めてまいります。 

 次に、秘書・広報戦略部の総務委員会関係説

明資料追加1をご覧ください。 

 2ページをお開きください。 

 株式会社ポケモンとの連携による地域活性化

等についてでございます。 

 県では、令和6年6月に株式会社ポケモンと連

携協定を締結し、ながさき未来応援ポケモン「デ

ンリュウ」やポケモン関連のイベントの開催、

県産品とのコラボレーションなどを通じ、本県

の魅力発信、観光振興及び誘客促進並びに県産

品の振興等に取り組んでおります。 

 今年度におきましては、新たに波佐見焼のプ

レートとデンリュウを模したマドレーヌがコラ

ボ商品に加わるとともに、５月から６月にかけ

ては、長崎県の風景や食などをデンリュウと一

緒に撮影した写真をＸに投稿いただくフォトキ

ャンペーンを実施いたしました。 

 また、去る6月28日には、県庁において、デン

リュウのながさき未来応援ポケモン就任2周年

を記念したイベントを開催し、フォトキャンペ

ーンの結果発表のほか、デンリュウとの撮影会

やコラボ商品の展示を行いました。 

 あわせて、新たに県内5市町に寄贈いただいた

世界に一つのポケモンマンホール「ポケふた」

のお披露目も行い、ご来場の皆様に楽しんでい

ただいたところであります。 

 さらに、今後につきましては、冬に、長崎歴

史文化博物館において、株式会社ポケモンと国

立天文台の連携による九州初の企画展「ポケモ

ン天文台」が開催されることとなっております。 

 引き続き、連携協定に基づき、県内事業者や

市町ととも連携を図りながら、本県の地域活性

化や魅力発信等に積極的に取り組んでまいりま

す。 

 以上をもちまして、秘書・広報戦略部関係の

説明を終わります。よろしくご審議賜りますよ

う、よろしくお願いいたします。 

【初手委員長】 次に、危機管理部長より、所管

事項説明を求めます。 

【今冨危機管理部長】 危機管理部関係の議議案

外の所管事項についてご説明いたします。 

 配付しております危機管理部の総務委員会関

係説明資料の2ページをお開きください。 

 今回ご報告いたしますのは、能登半島地震を

踏まえた防災対策の見直しについて、令和7年度

雲仙岳火山防災協議会の開催について、令和8年

度長崎県総合防災訓練の実施についてでござい

ます。 

 まず、能登半島地震を踏まえた防災対策の見

直しについてですが、令和6年11月に取りまとめ

ました「能登半島地震での課題を踏まえた防災

対策の見直し」については、昨年度、孤立集落

対策や避難所環境向上対策など、見直し項目ご

とに令和9年度までの3年間の具体的な取組内容

を記載したロードマップを作成して、庁内の検

討会議や市町との協議会で共有・連携し、防災

関係機関や民間事業者等とも連携を密にしなが

ら、取組の着実な推進に努めているところです。 

 ロードマップについては、見直し項目ごとに

昨年度までの取組実績を記載するとともに、今

年度以降の取組を再整理しております。 

 引き続き、避難所運営や物資の備蓄など、市

町が主体的に行う取組については、市町との協

議会において意見交換等を行いながら進めてい

くとともに、ロードマップの着実な推進により、

ハード・ソフト両面による総合的な防災危機管

理体制の充実強化を図ってまいります。 
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 次に、令和7年度雲仙岳火山防災協議会の開催

についてですが、去る3月27日、南島原市におい

て、島原半島3市をはじめ、気象台、自衛隊、警

察、消防、国の関係機関、火山専門家、関係す

る民間機関の代表者の方々などにご参加いただ

き、令和7年度雲仙岳火山防災協議会を開催いた

しました。 

 本協議会は、平成27年度に活動火山対策特別

措置法に基づき、雲仙岳において想定される溶

岩ドーム崩壊を含む様々な火山現象に応じた警

戒避難体制の整備を行うため、県と島原半島3市

が共同で設置しております。 

 今回の会議では、雲仙岳の火山活動状況や令

和7年度の協議会の取組状況等の報告を行うと

ともに、警戒区域の設定期限の延長に係る調整

や、雲仙岳火山防災計画の修正等について審議

いたしました。 

 また、当協議会に対して、島原半島ジオパー

ク協議会から「平成新山の登山道開放に係る上

申書」が提出され、今後、災害対策基本法第63

条に基づく警戒区域設定下での条件付き登山の

可能性等について、当協議会で検討していくこ

とになりました。 

 今後とも、国や島原半島3市と連携し、雲仙岳

における溶岩ドーム崩壊などの火山災害への対

策に取り組んでまいります。 

 最後に、令和8年度長崎県総合防災訓練の実施

についてですが、去る5月30日、県央地区におい

て、地震、大雨等を想定した令和8年度長崎県総

合防災訓練を実施いたしました。 

 この訓練は、防災関係機関が連携して、情報

伝達、救出・救助など大規模な防災訓練を実施

することにより、防災体制の更なる強化や県民

の皆様の防災意識の向上を図ることを目的に毎

年実施することとしており、本年は自衛隊、海

上保安部、長崎県警察など65機関、約1,000名が

参加いたしました。 

 具体的には、県央地区において孤立地区や多

くの避難者、要救助者が生じたとの想定の下、

大村市の陸上自衛隊大村駐屯地会場で救出救助

や道路啓開訓練等を実施したほか、中地区公民

館において、スフィア基準に沿った避難所設置

運営訓練を実施いたしました。 

 また、諫早市の久山港では、漂流者の救出救

助や漂流物の除去、船舶及びドローンによる孤

立地区への物資輸送訓練等を実施いたしました。 

 今回の訓練により、有事即応態勢の充実強化

や防災関係機関相互の連携強化、地域住民の防

災意識の向上等が図られたものと考えておりま

す。 

 地震や風水害などの自然災害が頻発する中、

防災・減災対策の重要性は高まっており、今後

とも様々な訓練や機会を通じて、防災体制の強

化に取り組んでまいります。 

 以上をもちまして、危機管理部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願いいたします。 

【初手委員長】 次に、人事課長より、補足説明

を求めます。 

【猪股人事課長】 私の方から、今回ご審議をお

願いしております第72号議案並びに第73号議案

について、補足して説明をさせていただきます。 

 総務委員会資料の4ページをご覧ください。 

 まず、第72号議案「一般職員の特殊勤務手当

に関する条例及び警察職員の特殊勤務手当に関

する条例の一部を改正する条例」のうち関係部

分についてですが、1番の条例改正の要旨につき

ましては、在外公館の名称及び位置並びに在外

公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律

及び人事院規則の改正に伴い、本県におきまし
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ても所要の改正を行うものでございます。 

 改正内容ですが、2の（1）外国勤務手当の見

直しにつきましては、国において、共働き職員

の増加等を背景とした海外勤務職員の赴任実態

の多様化などを踏まえて、単身で海外赴任する

職員に対する在外単身赴任手当及び海外に子を

帯同する職員に対する同行子女手当が国におい

て新設されたことから、本県におきましても国

に準じて改正を行おうとするものであります。 

 そして次の5ページですけども、国において手

当の名称が変更されたことから、本県の条例に

おきましても、引用している同法上の手当の名

称について所要の改正を行おうとするものでご

ざいます。 

 続いて、（2）災害応急作業等手当の手当額の

改定についてですが、近年の災害の頻発や激甚

化などにより、国において異常な自然現象によ

る災害現場において応急作業等に従事した際に

支給される災害応急作業等手当の手当額が改定

されたことから、本県におきましても同様に手

当額の改定を行おうとするものでございます。 

 なお施行日は、国の法律の施行日に合わせ、

令和8年4月1日から実施したいと考えておりま

す。 

 続きまして、次の6ページ、第73号議案「職員

の勤務時間、休暇等に関する条例及び市町村立

学校県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例の一部を改正する条例」のうち関係部分

について説明いたします。 

 この条例は、柔軟で多様な勤務形態の選択肢

を用意することで、職員が能力を十分発揮しな

がら効率的に勤務できる環境を整備し、公務能

率の向上につなげるため、関係条例について所

要の改正をしようとするものでございます。 

 改正内容の（1）勤務時間を割り振らない日を

設定できる措置の対象の拡大につきましては、

これまで育児や介護に従事する職員等に限定し

ていた1週間当たりの平均勤務時間38時間45分

を維持しつつ、週休日とは別に勤務時間を割り

振らない日を設ける、いわゆる週休3日制の対象

を全職員に拡大するものであります。 

 続きまして、資料7ページの（2）休憩時間の

一斉付与の原則の特例の追加につきましては、

現在、12時から13時で一斉に付与している休憩

時間について、職員からの申告に基づき、当該

時間帯以外にも設定できるように特例を設ける

もので、その時間帯につきましては資料に記載

していますとおり、11時から14時の間で五つの

時間帯としております。 

 なお施行日は、令和8年10月1日から実施した

いと考えております。 

 以上で説明を終わります。よろしくご審議を

賜りますようお願いいたします。 

【初手委員長】 以上で説明が終わりました。 

 第74号議案の質疑につきましては、分科会に

おいて終了しておりますので、第72号議案のう

ち関係部分、第73号議案のうち関係部分及び報

告第17号に対する質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

【大場委員】 第73号議案で、いわゆる週休3日

制になるんですが、その詳細について、これは

もう一定の時間だけ延ばすような形での例示が

されておりますけども、様々な勤務形態ってあ

るんであれば考えられるとすれば1日だけ極端

に長くして、この日は午後から休みたい。要は、

残りの2日はもうちょっと長くしてこういうふ

うなめり張り、もっとこれよりめり張りの利い

た勤務時間も選択することは可能ということで

理解してよろしいんですか。 

【猪股人事課長】 この設定時間帯ですけども、
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夜は10時まででありますので、その中で職員が

自由に選択をできるようにしております。 

【大場委員】 今もフレックスタイム制っていう

ことはもう導入はされているので、要はもう午

前中もゆっくり来たりとか、そしたら勤務時間、

今就業時間は何時から何時まで規定されていま

すか。 

【猪股人事課長】 基本的な就業時間は9時から

17時45分までとなっております。 

【大場委員】 それを最大延ばしたとして10時ま

でが勤務可能というその中で、自由にこの残り

の4日間で割り振れるっていう理解のもとでよ

ろしいんですかね。 

【猪股人事課長】 先ほど言いましたとおり、通

常の勤務時間は9時から11時45分で、このフレッ

クスの時間が朝7時から夜10時までの間で割り

振るようになっていますので、そこの間は職員

の申請に基づいて対応できるようにしておりま

す。 

【大場委員】 そうすると、そこを管理する方は

大変だなというふうに想像をしますけども、そ

の管理体制というのはどのようになってますで

しょうか。 

【猪股人事課長】 職員の勤怠につきましては勤

怠管理システムで申請とか管理を一通りするよ

うにしてますので、そこで誰がいつから、誰の

勤務時間はどの時間帯なのかとかはシステム上

で把握できるように対応したいと思っておりま

す。 

【初手委員長】 ほかに。 

【赤木委員】 私も第73号議案のことについてお

聞きしたいと思います。 

 柔軟で勤務形態を選択肢として用意するとい

うことではありますが、こちら柔軟な勤務形態

ということです。これは時間外勤務というのは

変わらずあるとは思うんですが、これを導入す

ることによって時間外が減る想定があるんでし

ょうか。 

【猪股人事課長】 今回の制度の導入につきまし

ては、業務が多忙なときとか落ち着いたとき、

またその業務の内容に応じて勤務時間を調整す

るので、効率的、集中的に業務を進めることが

できるので、その業務の効率化には一定の効果

があると思っております。 

 実際にこの制度の導入に当たりまして、令和

6年度、7年度に夏の期間に3か月間、試行的に実

施したんですけども、その実施した後、利用者

職員にアンケートを行ったところ、ワークライ

フバランスが向上したとかモチベーションが上

がったとか、そういう意見のほかにも業務の質

が向上したという回答がありましたので、時間

外勤務の縮減にも一定の効果があるのではない

かと考えるところでございます。 

 なのでこの制度を導入した後は、改めてその

制度を利用した職員とか所属とかに、この時間

外の影響とかを含めて制度導入に係る影響は確

認していきたいと考えております。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 単純に考えると時間外、その職員さんの裁量

というか、自分で組み立てて時間外が減るよう

な流れになるのかなと思って、そこは圧迫する

ことなくて職員に圧力をかけることなく、職員

さんの働きやすさ、もちろんそのワークライフ

バランスに合わせた形で運用していただくよう

お願いをしたいなと思ってます。 

 もう1点ですね、休憩時間が幅広くなることで

はありますが、今は12時から13時が基本であり

ますけども、これは私自身とてもいい取組だと

思います。 

 またこれも考えるとですね、職員の皆さん今



令和８年６月定例会総務委員会・予算決算委員会総務分科会（７月２日） 

- 100 - 

お昼にお弁当を買われたりするかと思います。

もちろん自分自身で持ってきたり、もしくは庁

外に出てお昼ランチを食べられる方もいらっし

ゃるかと思いますが、これはちょっと要望なの

かもしれませんが、今お弁当の業者さんが庁内

に来ております。 

 今はこの12時から13時に目がけてお弁当の準

備してると思いますが、これが11時からとなる

と、その事業者さん、お弁当を持ってこられる

方々にも影響があるなと思いますので、しっか

りそことの連携というものを図っていただけれ

ばと思います。 

【猪股人事課長】 今回の昼休み時間帯の柔軟化

で分散化することで弁当を購入したりとか、あ

と食堂を利用する際の混雑が緩和されて、より

効果的に快適に職員が休憩時間を過ごすことが

できると考えています。 

 その中で、昼休みの柔軟化で昼食の需要、弁

当とかの需要がどのように変わるのかは現状で

は把握できていないんですけれども、そういっ

た可能性、影響があることについては担当課に

伝えて、状況は確認していきたいと思っていま

す。 

【初手委員長】 ほかに質疑はありませんか。 

【山口委員】 私もこの第73号議案について少し

お尋ねしますが、まず週休日はとにかく土日は

土日なんですね。プラス1日、この1日の取扱い

というのは、残りの4日間の中、どの日でもいい

んですか。そこはどういうふうに考えられてい

るんですか。 

【猪股人事課長】 週休3日制、土日以外の休み

ですけども、それは月曜から金曜日の間で職員

が申請する日で設定するようにしております。 

【山口委員】 とすることは、土・日・月と休ん

でもいいし、土・日・水と休んでもいいと、休

めるというルールになるわけですね。 

【猪股人事課長】 そのとおりでございます。 

【山口委員】 いずれにしても勤務していただく

わけですから、ほかの日は。そのほかの日の勤

務のやり方なんですが、一遍きちっと職員さん

たちの勤務時間帯を一定そろえるための勤務日

のコアタイムといいますかね、何時から何時ま

では勤務します。朝は自由に何時から出てもい

いですよという形があっていいと思うんですが、

そのコアタイムというものは設けるものか設け

ないのか、そこはどうなんですか。 

【猪股人事課長】 以前からフレックスタイム制

を導入しておりまして、そのときからコアタイ

ムを10時から15時で設定しておりますので、こ

れは引き続きこの時間帯で設定していきたいと

思っております。 

【山口委員】 本当に自在性があって、職員の方

が自由に有効に使えるという制度になるという

ふうには思いますんで、これいいと思います。 

【初手委員長】 ほかに質疑はありませんか。 

【永安副委員長】 今それぞれやられた第73号議

案、ちょっと1点だけ気になるところがですね、

大場委員がまさに言われた管理体制の話の中で、

一般的に職員さんがもうこれによって当然意思

を示して、その意向を汲んで自由にできるって

いうのは分かるんですけども、やっぱり行政事

務っていうところの中で業務で一定その平準化

というかバランスよく多分業務されていくと思

います。 

 普通の産業とまた行政事務というのが若干違

うのかなと思うんですけれども、業務量と職員

の意向とのバランス、それが先ほど言われたシ

ステム管理の中で適正にされていくっていう答

弁だったと思うんですけども、例えばそこがい

やどうしても重なる部分が出てきた。そこに対
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してその職員への意向をどれだけそのシフトの

中で配慮されていくのか、重なったときの調整

であったり、例えば看護師さんたちが夜勤をさ

れるときのシフトが事前に調整されて、ひと月

前ぐらいに大体シフトが意向を聞いてその後に

設定されるという形になるかと思うんですけれ

ども、この行政事務で言う中でのこの辺のとこ

ろの管理システム、具体何かどういった形でそ

こを整理されていくのか。 

 それぞれの一般事務もあれば出先であったり

もろもろの現場の多分勤務体制も違うと思うの

で、ちょっとその辺りのところが今ここ見えて

ない中で、これが入れられることは否定はしな

いんですけども、県民から見ると県の職員さん

は自由に休めるもんねみたいな偏った発信にな

ってしまうと、またここが不安材料に広がって

いくかなと思っているので、ちょっとその辺り

のところをもう少しちょっと今のところの進め

方というか管理体制を一歩踏み込んだところで

ご説明いただけないでしょうか。 

【猪股人事課長】 フレックスタイム制につきま

しては、今委員からお話があった変則勤務です

ね、例えば病院の変則勤務職員というのは対象

外としております。 

 通常勤務職員を対象としているんですけども、

承認するに当たっては公務の正常の運営を妨げ

ない範囲としておりますので、公務に支障があ

る場合は、例えば他の職員と調整を図ったりと

か、そういった中で業務に支障がないように、

また職員同士の理解が得やすいように所属で話

していただいて調整をした上で承認をしたいと

思っております。 

 調整がつかなかった場合は承認をできない場

合もあると思います。 

 あともう1点ですけども、県民に対して誤解が

ないようにですけれども、今回の取組は働く時

間帯の選択肢を広げるものでありまして、勤務

時間数を減らしたりとか業務量を減らしたりす

るものではありませんので、そして県民サービ

スに支障が生じないということを前提に行いま

すので、そういったことを全世帯広報誌とかマ

スコミの情報提供などを通じて誤解がないよう

に丁寧に説明していきたいと思っております。 

【永安副委員長】 それはそうですね、もう当然

想定の中では組み立てられていると思いますけ

ども、やっぱりどうしても行政イコール窓口業

務っていうイメージが非常に強い中で、先ほど

言われた9時、17時45分、このスタイルっていう

ところがやっぱりかなり定着しているところが

あるんで、その辺りのところは誤解を生まない

ような形でしっかりと情報を、またそういった

働き方にも長崎県は取り組んでいっているんだ

っていうとを、丁寧に発信するような場面って

いうのがあったらいいのかなと思っております。 

 多分始まり出せば県民からのいろんな声も行

政側には届いてくるかと思いますので、その辺

りのところも少し勘案しながら運用していただ

ければなと思っております。 

【初手委員長】 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第72号議案のうち関係部分、第73号議案のう
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ち関係部分、第74号議案及び報告第17号につい

ては原案のとおり可決・承認することにご異議

ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は原案のとおり、それぞれ可決・

承認すべきものと決定いたしました。 

 次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料及び政府施策に関す

る提案・要望の実施結果について説明を求めま

す。 

【川口秘書課長】 政策等決定過程の透明性等の

確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関す

る決議に基づき、本委員会に提出しております

秘書・広報戦略部関係の資料についてご説明い

たします。 

 資料の2ページをお開きください。 

 1,000万円以上の契約状況一覧表でございま

すが、今回の報告対象期間は令和8年3月から5月

までとなっており、今回4件の契約を報告してお

ります。 

 各契約内容は資料に記載のとおりでございま

して、資料の3ページ以降に入札結果と内訳を添

付いたしております。 

 なお、2ページにお戻りいただきまして、番号

2番の契約につきまして、これは契約月が2月の

ため、本来であれば3月定例県議会において報告

すべきものでございましたが報告が漏れており

ましたので、今回の記載となっております。申

し訳ございませんでした。 

 私からの資料の説明は以上でございます。よ

ろしくご審議を賜りますようお願い申し上げま

す。 

【安達総務文書課長】 政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議に基づき、本委員会に提出しており

ます総務部関係の資料についてご説明いたしま

す。 

 なお、今回の報告対象期間は、令和8年3月か

ら5月までに実施したものとなっております。 

 2ページをご覧ください。 

 1,000万円以上の契約状況一覧でございます

が、今回の報告対象期間における実績は計10件

であり、各契約の内容は資料に記載のとおりで

あります。 

 また、4ページから6ページにつきましては、

入札結果一覧表を添付いたしております。 

 7ページをご覧ください。 

 附属機関等会議結果報告でございますが、長

崎県公益認定等審議会が1件、長崎県行政不服審

査会が1件、長崎県個人情報保護審査会が3件、

長崎県情報公開審査会が3件の計8件となってお

ります。 

 それぞれの会議の結果につきましては8ペー

ジから16ページにお示ししております。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

 続きまして、去る6月10日、11日に実施いたし

ました令和9年度政府政策に関する提案・要望に

ついて、総務関係の要望結果をご説明いたしま

す。 

 令和9年度政府施策に関する提案・要望につい

て、総務部関係をご覧ください。 

 総務部関係におきましては、地域の未来を創

るための地方創生人口減少対策に必要な財源措

置の充実について要望を実施いたしました。 

 要望実績といたしましては、総務省に対し、

知事、副議長、企画部長、総務部長により要望

を行いました。 

 このうち、地域の未来を創るための地方創生

人口減少対策に必要な財源措置の充実について



令和８年６月定例会総務委員会・予算決算委員会総務分科会（７月２日） 

- 103 - 

は、安定的な財政運営に必要となる一般財源総

額の増額確保を図ること、地方交付税の算定に

当たっては、離島半島など条件不利地域等に配

慮すること及び税制改正による地方の減収に対

して代替となる恒久財源を確実に措置すること

について、特に強く要望いたしました。 

 これに対し林総務大臣からは、令和9年度も社

会保障費の増加が見込まれる中での一般財源総

額の確保に取り組んでまいりたい。また、条件

不利地域に配慮した地方交付税の算定について

もしっかり対応したいとのご意見をいただきま

した。 

 以上が総務部関係の要望結果でありますが、

今回の政府施策に関する提案・要望の実現に向

け、引き続き取組を行ってまいります。 

 以上で報告を終わります。よろしくご審議を

賜りますようお願い申し上げます。 

【山口防災企画課長】 政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議に基づき、本委員会に提出しており

ます危機管理部関係の本年3月から5月までの実

績に関する資料についてご説明いたします。 

 資料の2ページをご覧ください。 

 1,000万円以上の契約案件につきましては、長

崎県防災情報システム運用保守業務委託などの

5件であり、契約内容につきましては記載のとお

りであります。 

 また、入札結果一覧表を3ページに添付いたし

ております。 

 続きまして、資料の4ページから9ページにな

りますが、知事及び部局長等に対する陳情・要

望のうち、本年3月から5月に県議会議長宛てに

も同様の要望が行われたものにつきましては、

長崎県離島振興協議会、松浦市からの計2件とな

っており、具体的な要望項目及び県の対応につ

きましては記載のとおりでございます。 

 続きまして、6月中旬に実施いたしました令和

9年度政府施策に関する提案・要望について、危

機管理部関係の要望結果をご説明いたします。 

 危機管理部関係におきましては、救急患者の

安全かつ安定的な搬送体制確保に向けた支援、

佐世保港におけるすみ分けの早期実現等、自衛

隊に係る防衛施設整備等の推進、原子力災害対

策、雲仙砂防管理センターの体制の充実による

防災・減災機能の継続及び九州大学地震火山観

測研究センターの充実・強化の5項目について要

望を実施いたしました。 

 要望実績といたしましては、外務省、防衛省、

総務省、内閣府、文部科学省、経済産業省に対

し、知事、議長、危機管理部長等により要望を

行いました。 

 このうち、佐世保港におけるすみ分けの早期

実現等について、吉田防衛大臣政務官から、前

畑弾薬庫の移転に係る工事用道路の整備も含め、

早期の移転、返還が進んでいくことが重要であ

り、引き続き県と連携して取り組んでいきたい

とのお話を、防衛省発注工事については、工事

の分割発注等、競争性を確保しながら、適切な

発注規模の設定に努めており、引き続き地元企

業の受注機会の確保に努力していきたいとのお

話をいただきました。 

 以上が、危機管理部関係の要望結果でありま

すが、今回の政府施策に関する提案・要望の実

現に向け、引き続き取組を行ってまいります。 

 以上で報告を終わります。 

【初手委員長】 次に、総務文書課長より補足説

明を求めます。 

【安達総務文書課長】 私の方から、長崎県公文

書管理条例（仮称）の検討について、補足説明

をさせていただきます。 
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 補足説明資料、長崎県公文書管理条例（仮称）

の検討についてをご覧ください。 

 1ページ目をご覧ください。 

 1の条例制定の背景でございますが、平成23年

に国においては公文書管理法を制定し、その中

で地方公共団体に対しても公文書の適正な管理、

歴史公文書の保存と利用を通じて国民への説明

責任を果たすことを求めており、これを受けて

現在21の都県で同様の制度化が図られておりま

す。 

 本県においては、これまで内規を定めて文書

の保存などの運用を行ってまいりましたが、公

文書や歴史的文書の保存や活用の在り方につい

ては、より適正に行うことが求められておりま

す。 

 そこで今回本県において条例を制定して、県

の実施機関の文書の統一的な管理のルールを定

め、歴史的文書の選別の仕組みなどを構築しよ

うとするものです。 

 2の検討委員会についてですが、条例の内容の

検討に当たり、関係する分野に精通されている

有識者の方のご意見をいただくため、検討委員

会を設置いたしました。 

 委員については、郷土史に詳しい大学の名誉

教授の方を委員長とし、大学の地域創造学部の

教授、国立公文書館のアドバイザー、弁護士、

元行政職員の5名で構成されており、第1回目の

検討委員会を6月22日に開催しました。 

 3の今後の予定についてですが、検討委員会や

県議会のご意見等を踏まえ、来年3月をめどに条

例を制定することを目指し検討を行っていきた

いと考えております。 

 次に、2ページ目をご覧ください。 

 長崎県公文書管理条例（仮称）の骨子案の概

要についてですが、まず目的についてです。 

 条例化によって目指そうとする方向性は、一

番上のポツにありますように、大原則として公

文書を適切に管理することがあるということ。

2番目と3番目のポツにありますとおり、今回、

特に歴史的価値のある公文書の適切な保存と利

用を図ることと県の仕事を県民に説明する責任

を果たすことを掲げています。 

 これを具体化するために、大きく四つの項目

について定めることを基本に考えております。 

 まず、公文書の管理についてですが、内容と

しては一つ目のポツのとおり、公文書の適正管

理のほか、二つ目のポツのとおり、廃棄する際

に公文書管理委員会の意見を聞くという仕組み

を新たにつくることを提案しております。 

 次に、歴史公文書についてですが、内容とし

ては、一つ目のポツのとおり、歴史的価値のあ

る公文書は永久保存とすることのほか、二つ目

のとおり、利用請求が可能であることを明記す

ることを提案しております。 

 次に、公文書管理委員会についてですが、内

容としては学識経験者でつくり、条例の下に定

める規則などについて意見を聞くなどの新たな

委員会の設置を提案しております。 

 最後に、その他についてですが、内容として

は、この条例で定める内容に沿った公文書の適

正管理の実現のため、職員への研修を行うこと

などを定めることとしています。 

 この骨子案の概要は、県が示したたたき台で

あり、検討委員会などの議論を踏まえて今後素

案を作成したいと考えております。 

 以上で補足説明を終わらせていただきます。 

【初手委員長】 次に、新行政推進室長より補足

説明を求めます。 

【井手新行政推進室長】 新行政推進室からは、

行財政改革の取組について補足説明をさせてい
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ただきます。 

 お手元の長崎県行財政運営プラン2025取組実

績の概要版の方をお開きください。2ページでご

ざいます。 

 県におきましては、令和3年度から5年間、新

型コロナウイルス感染症の影響や社会経済情勢

の変化にも対応しながら、効率的な行政運営の

実現に向けた取組を推進してまいりました。 

 その結果、プランに掲げた35項目のうち33項

目におきまして達成、おおむね達成となるなど、

一定の成果を上げることができております。 

 主な取組、成果につきまして、要点を絞って

ご説明をさせていただきます。 

 5ページをお開きください。 

 歳入の確保でございます。 

 ふるさと納税につきましては、企業版、個人

版ともに取組を強化した結果、目標を上回る寄

附額を確保したところでございます。 

 7ページをご覧ください。 

 行政手続のオンライン化でございます。 

 押印の見直しや新しい電子システムの導入、

キャッシュレス対応等を進めることで、いつで

もどこでも手続ができる環境を整備し、県民の

皆様の利便性向上につなげてまいりました。 

 9ページをご覧ください。 

 職員が働きやすい活力ある職場づくりでござ

います。 

 テレワークやフレックスタイム制の拡充等に

より、柔軟な働き方の定着を進めた一方で、長

時間労働の是正につきましては、引き続き課題

となっております。そのため、後継計画におき

まして、取組の強化を図ることとしております。 

 続きまして、その後継計画でございます長崎

県行政経営方針についてご説明をさせていただ

きます。 

 お手元の長崎県行政経営方針概要版の1ペー

ジをご覧ください。 

 本方針につきましては、行政の運営を経営と

捉え、人材や財源などの経営資源を最大限に活

用し、成果につなげる行政経営の確立を目指し

ております。 

 2ページをご覧ください。 

 長崎県庁の理念、ミッションビジョンバリュ

ーを示させていただいております。 

 これらの行政経営の確立を目指す上で、その

基盤といたしまして、長崎県庁の理念をこちら

の方にお示しさせていただいております。内容

については記載のとおりでございます。 

 3ページをご覧ください。 

 こちら長崎県庁が目指す姿として、先ほどご

説明いたしましたビジョンに該当するところで

ございますけれども、挑戦が生まれる風土、信

頼が続く仕組み、私らしさが輝く場の三つの柱

を掲げ、その柱の下、人材の活躍促進や行財政

基盤の整備などに取り組むことで、挑戦と持続

が両立する行政経営の実現を図ってまいります。 

 柱の主な取組についてご説明いたします。 

 5ページをご覧ください。 

 挑戦が生まれる風土につきましては、褒める

文化や失敗を次に生かす文化の醸成に努め、職

員が主体的に行動できる環境を組織として整備

してまいります。 

 6ページをご覧ください。 

 信頼が続く仕組みにつきましては、限られた

行政資源の効率的配分やＤＸの推進等により、

健全で持続可能な行財政基盤の確立に取り組ん

でまいります。 

 7ページをご覧ください。 

 私らしさが輝く場につきましては、職員への

キャリア形成支援の充実や、働きやすい職場環
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境の整備に努め、職員一人一人の強みや意欲を

引き出し、組織の活力につなげてまいります。 

 これらの取組により、職員が主体的に課題解

決に取り組む組織へと変革し、質の高い行政サ

ービスを持続的に提供することで、県民の皆様

の信頼に応える県政運営を実現してまいります。 

 以上で新行政推進室からの補足説明を終わら

せていただきます。 

【初手委員長】 次に、財産活用室長より補足説

明を求めます。 

【寺﨑財産活用室長】 私からは、長崎県公共施

設等総合管理基本方針の改定について補足して

ご説明いたします。 

 お手元の補足説明資料、長崎県公共施設等総

合管理基本方針令和8年6月改定概要版をご覧く

ださい。 

 1ページをご覧ください。 

 まず、基本方針の概要についてご説明いたし

ます。 

 本方針は、国のインフラ長寿命化基本計画を

踏まえ、県が保有する公共施設等について、長

期的な視点を持って計画的な維持管理、更新を

推進するため、平成27年度に策定したものでご

ざいます。 

 資料中段に記載のとおり、本方針は資産の長

寿命化、資産の総量適正化、資産の有効活用の

三つを基本的な考え方として示すとともに、資

料下段に列挙しております施設類型ごとの具体

的な対応を定める個別施設計画の上位に位置づ

けられる方針でございます。 

 次に、2ページをご覧ください。 

 改定のポイントについてご説明いたします。

大きく4点ございます。 

 1点目は、県の総合計画や、先ほど説明のあり

ました行政経営方針の策定と併せ、対象期間を

令和8年度から5年間としたという点でございま

す。 

 2点目は、資産の長寿命化、総量適正化、有効

活用の三つの方針は継続するということでござ

います。 

 3点目は、ファシリティマネジメントについて

考え方を基本方針の中に明確に位置づけたとい

う点でございます。ファシリティマネジメント

につきましては、別途その基本方針を平成22年

度に策定し、取組を進めてまいりましたが、考

え方を基本方針に明記することで、さらなる推

進を図ろうとするものでございます。 

 4点目は、ファシリティマネジメントの対象を、

インフラ施設等をはじめとする全ての県有財産

に拡大したという点でございます。 

 県の資産を貴重な経営資産と捉え、一層の有

効活用を図ることは、建物施設に限らず、イン

フラ施設をはじめとする全ての県有施設に共通

するものでありますので、対象を拡大したとこ

ろでございます。 

 引き続き、本方針に基づき、公共施設等の総

合的かつ計画的な管理を推進してまいります。 

 私の補足説明は以上でございます。 

【初手委員長】 ありがとうございました。 

 次に、陳情審査を行います。 

 事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧をお願いいたします。 

 陳情について、何かご質問はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問もないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。 

 ここで休憩をいたします。 
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― 午前１１時５２分 休憩 ― 

― 午前１１時５３分 再開 ― 
 
 

【初手委員長】 再開いたします。 

 次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。 

 まず、政策と決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はありませんか。 

【山口委員】 もう単純な質問で申し訳ないんで

すが、1点だけお尋ねします。 

 1,000万円以上の契約の関係の秘書・広報の関

係で、広報テレビ番組の「みジカなナガサキ」

をそれぞれ各民放の各社と契約あるいは随意契

約等がなされておるんですが、ＮＨＫは別にし

て、民放は長崎に4者あると思いますけども、3

者について契約がなされているようなんですが、

もう1者については特別な申入もなく、どういう

状況になっているのか、このことについて、契

約そのものについてもお尋ねします。 

【鶴田広報課長】 現在、こちらの広報テレビ番

組制作放送等業務委託におきまして、総合評価

方式を採用しまして、民放4者を指名する指名競

争入札において、まず民放1者を選定いたしまし

た。 

 その後ですね、制作された広報テレビ番組の

放送回数を確保するというところで、公募型プ

ロポーザル方式により広く提案を受けた結果で

すね、県内に本社を構える民放2者を選定したと

いう状況で、合計3者に放送をしていただいてい

るという状況でございます。 

 こちらにつきましてはですね、以前は全ての

放送局で放送していただいたという経緯はござ

いましたけれども、令和5年度からでございます

が、放送回数、あと周知方法、ＳＮＳを活用し

た情報発信の工夫などを含めてですね、総合的

な提案内容を評価いたしまして、優れた提案を

行った2者を選定して契約をしているという状

況でございます。 

 その結果ですね、再放送を含めた放送回数が

増加していますほか、パブリシティや各種ＳＮ

Ｓ、街頭ビジョンなど広く広報展開ができてお

りまして、効果的な情報発信につながっている

と認識しておりますので、現在の契約の形にな

ったものでございます。 

【山口委員】 契約については分かりました。 

 すみません、申し訳ないんですが、この「み

ジカなナガサキ」の番組の概要、大まかにご報

告いただけますか。 

【鶴田広報課長】 「みジカなナガサキ」でござ

いますが、より多くの県民の皆様に視聴してい

ただきまして、県政に対する理解と参加を促進

するために放送をしているものでございます。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 次に、政府施策に関する提案・

要望の実施結果について、ご質問はありません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。 

【畑島委員】 私からは1点だけ確認させていた

だきたいと思います。 

 国からの特定利用空港・港湾についてですね、

福江港、対馬空港、壱岐空港が新たに対象候補

として検討しているというようなことが発表さ

れております。 

 長崎県においては、既に長崎空港、福江空港

が指定済みとなっております。そうしたこの既

に指定済みであった指定された後の活動と言い
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ますか状況も踏まえて、改めてこうした特定利

用空港・港湾に指定されることによる期待され

るところ、メリット、あるいは何か実際指定さ

れたことによってこういったことがよかったと

いったことがあれば、確認させてください。 

【伊東基地対策・国民保護課長】 お答えいたし

ます。 

 特定利用空港・港湾の指定による効果として

は大きく三つあると考えております。 

 まず、施設の利用調整に関しまして、これま

で自衛隊の訓練等の実施に当たりましては、そ

の訓練の都度にインフラ管理者等との調整が行

われておりましたけれども、特定利用の指定を

受けますと、国との間に連絡調整体制が構築さ

れることになります。 

 年度当初に、国の方から年間の利用計画がイ

ンフラ管理者の方に示されますので、民生利用

に影響のないところでの利用調整が図られてま

いります。 

 そういったことで、そのインフラの計画的な

利用といった観点から、管理者側と利用者側の

双方にメリットがあるものと考えております。 

 二つ目が、災害時等の対応につきまして、空

港・港湾のそれぞれの特性がありますので、自

衛隊機等の利用に当たりましては、その構造や

周辺環境に大きな影響を受けるため、平素から

それぞれの特性に習熟をしていただく必要がご

ざいます。 

 自衛隊や海保が日頃から訓練を行っていただ

くことで、急患搬送や災害派遣、その際の住民

避難や物資輸送などを効率的に行うことが可能

となります。 

 例えば、能登半島地震のような大規模災害が

発生した際にも、迅速な支援活動が期待される

と考えております。 

 それから最後に、施設整備の促進につきまし

て、国の説明によりますと、特定利用空港・港

湾は民生利用を主としつつ、自衛隊のニーズを

考慮し、安全保障上の観点も加味しながら、必

要な整備費の確保及び事業の着実な推進に努め

るとされております。 

 土木部の方に確認いたしましたところ、指定

済みの空港につきましては既存の整備計画、こ

の実施に必要な予算はしっかりと確保されてい

ると伺っております。 

 したがいまして、今後も利便性の確保や機能

強化に向けた整備促進が期待されるものと考え

ております。 

【畑島委員】 ありがとうございます。 

 一昨年の本会議の方でも、私の方からも言及

させていただいておりますけど、今回指定され

る対象となっておりますのはまさに離島、そし

て有人国境離島の3島でございます。 

 日頃から自衛隊との連携は密にしております

し、またある意味災害という面においても非常

に大きな効果を期待しているところでございま

すので、ぜひですねそうしたところのメリット

を踏まえて、各市町とも連携していただきたい

なと思っております。 

 もう一つだけ確認させてください。実際指定

を受けることによって、民間利用が圧迫される

などの懸念を示すような声も聞いておりますけ

ども、既に指定済みである福江空港、長崎空港

の方でどういった状況なのかを確認させてくだ

さい。 

【伊東基地対策・国民保護課長】 お答えいたし

ます。 

 今現在、特定利用空港として指定を受けてお

りますのは、委員申されたとおり長崎空港と福

江空港の2か所になります。このうち、県管理の
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福江空港が県の方で利用実績が把握可能でござ

いますので、そちらの数字をお答えさせていた

だきます。 

 福江空港における自衛隊機等の利用の回数に

つきまして、指定前の令和3年から令和5年で答

えさせていただきますと年平均で約45回となっ

てございます。そして指定後、令和6年から令和

7年、この2か年の年平均では54回ということで、

指定前と指定後におきましては大幅な利用回数

の変化は見られないというふうに考えておりま

す。 

 また、ただいま申しました回数には訓練だけ

ではなく、急患搬送や災害派遣といった実働の

利用も含む数字となってございます。 

 それから、特定利用空港としての指定を受け

たことによります民生利用の支障、また特段の

苦情等もないものと伺っておりますが、県とし

ましては、自衛隊の訓練等の際には騒音抑止な

ど日頃から周辺の生活環境への配慮につきまし

て機会あるごとに求めておりますので、今後も

引き続き適切な対応を行ってまいりたいと考え

ております。 

【畑島委員】 ありがとうございます。 

 今現時点においては、これまででそうした懸

念が生じていないということをお聞きして安心

しました。 

 今後も各市とも連携しながら、こうしたとこ

ろの説明も丁寧にコミュニケーションを図って

いただければなと思います。よろしくお願いし

ます。 

【初手委員長】 ここでしばらく休憩をいたしま

す。 

 次の会議を13時30分からといたします。 

 

 

 

― 午後 零時 ２分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 
 

【初手委員長】 会議を再開いたします。 

 なお、畑島委員から欠席する旨の届出が出て

おりますので、ご了承をお願いいたします。 

 引き続き、議案外所管事務一般に対する質問

を行います。 

 ご質問ありませんか。 

【本多委員】 私からは1点だけというか、長崎

県行政経営方針についてお尋ねしたいと思いま

す。 

 個人的には非常に期待しております。その反

面ですね、難しかばいと、果たしてできるとか

なって思いも実際にございます。そういったと

ころを考えながら、ちょっと何点かお聞きいた

します。 

 説明資料の後半ですね、5ページ、6ページ、

7ページっていうのが、それぞれのまとめたよう

な内容が書いてあります。挑戦が生まれる風土

の5年後の到達目標ですとか、主な取組項目等載

ってるんですけれども、その取組項目の中で中

段、挑戦を評価し称賛する文化の醸成、褒める

文化、失敗を生かす文化の醸成、挑戦を評価す

る仕組みづくり、非常に大切なことだと思うん

ですが、それに向かって具体的にこれをやった

方がいいなとかこうしていこうというものがあ

れば教えてください。 

【井手新行政推進室長】 行政経営方針の具体的

取組についてのご質問かと存じます。 

 まず、委員ご指摘のとおり、まず県庁におき

ましては組織の性質上、なかなか失敗をするこ

とが許されない厳しいところがあるというふう

に認識しております。 

 そういった中で、新しい取組に踏み出しにく
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いという側面がある、それを覆していくと、こ

のためにまずその挑戦については特別なものだ

けではなく、日々の様々な業務の中で課題を見

つけながら、それをより良いやり方に見直して

いくといった日々の小さな改善も含まれるとい

うふうに考えております。 

 こういった挑戦を広げていく中でだんだんそ

のハードルが下がっていき、様々な挑戦、大き

な挑戦の方にもつながっていくものと考えてお

ります。 

 そのため、職員の対応力向上に向けた職員の

人材育成、こちらにしっかり取り組んでいくと

いうこと、あわせまして、職場の中の風土を変

えていくことも重要だと考えております。 

 そのため、エンゲージメント調査等を活用し

ながら、職員が安心して提案を行い、それに対

して建設的な議論が行われるような環境づくり

に、こちらもしっかり取り組んでいくというこ

と。 

 また、実際やった内容、挑戦を行った上で失

敗になってしまうもの、うまくいかないものも

生じると思います。そういったものにつきまし

ても、あわせて職場として応援をする。また人

事評価等に含めて評価を行っていくような仕組

みも併せて改善を加えていくことで、挑戦が自

然に広がっていくような県庁を目指してまいり

たいと考えております。 

【本多委員】 ありがとうございます。 

 まずは人材育成だというようなお話でした。

そのほかも非常にいいお話かと思います。 

 ただ、時間が必要かなというふうに考えてお

ります。人材育成にしても育成された多分、例

えば上長の方がその部下の方に失敗してもいい

んだよっていう、この話かけていくことに時間

を費やさないといけない、そのように思ってお

ります。 

 その時間をどうやってつくるのかっていうの

が、多分この2の信頼が続く仕組みにの中である

5年後の到達目標、業務の効率化が進み、新しい

時間が生み出されている。この生み出した時間

をそういうものに使うというようにイメージし

てるんですけれども、それで合ってるんでしょ

うか。 

【井手新行政推進室長】 委員ご指摘のとおり、

様々な挑戦を行っていく、またそういった様々

な改善を小さな見直しを繰り返しながら、より

よいものにブラッシュアップしていくためには

必要な時間と、あとは心理的余裕が必要になる

と考えております。 

 実際、職員に対するアンケートを実施した中

でも、時間が限られている、また人員等が限ら

れているということで、なかなか挑戦に踏み出

せないというお声もいただいているところでご

ざいます。 

 様々な業務改善を行いながら必要な時間、ま

た心的余裕も生み出していくような取組をしっ

かりと進めてまいりたいと考えております。 

【本多委員】 ありがとうございます。 

 その5年後の到達目標の、ごめんなさいね、一

番目に言うの忘れたんですけど、新たな採用戦

略により優秀な人材を確保できるようになって

いる、これは午前中にお話しした週休3日制って

いうのも影響されていくっていうか、プラスの

要素に働くと思いますけれども、そういったも

のも加味しての週休3日制だったんですかね。 

【猪股人事課長】 先ほどの週3日制の目的の一

つとして、働きやすい柔軟な働き方が目的の一

つとなっております。 

 やはり民間企業とか、あと他都府県でもそう

いう柔軟な働き方が進んでおりますので、今回
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の本県の取組を皮切りにですね、新たな採用の

確保にもつなげていきたいと思っております。 

【本多委員】 ありがとうございます。 

 全てがこうつながってうまくできてるんだな

というふうに感じます。 

 そして最後がですね、私らしさが輝く場に、

人の活躍を促すための環境の整備というのがあ

ります。5年後の到達目標。それぞれそれぞれす

ばらしいというか、3点ともすばらしいと思いま

す。 

 そして、ちょっとここでお聞きしたいのは、

指標の2番目、時間外勤務のところなんですけれ

ども、月45時間超の職員数、令和6年の時点で

1,064人だったものを令和12年で958人、多分1割

削減ぐらいなのかなと思うんですが、1割とした

その根拠のようなものはあるんでしょうか。 

【猪股人事課長】 1割の目標ですけども、この

時間外勤務の縮減といいますと、以前から特定

事業主行動計画で定めてまして、従来から10％

削減と進めてきたところでございます。 

 大きな改善がなかなか難しいところもござい

ますので、10％を目標に今までしてきたところ

でございます。 

【本多委員】 ここは非常に難しい課題なんで、

10％というものをまずは目標にしていこうとい

うその10％、かしこまりました。 

 4番目に2次検診受診率というのがございます。

基準値が令和6年の80.6％、これが目標値、令和

12年に85％とあるんですけれども、私は目標

100％でもいいのかなっていうふうに思ってお

りますが、これ85％のその根拠も教えてくださ

い。 

【岸川職員厚生課長】 85％ということですけ

ども、2次検診の受診につきましては、法的な義

務ではございませんでして、あくまでも本人の

意識の行動の問題ということでございますので、

過去これまでの令和6年度80.6％、これまでの推

移もございまして、そこを見ながら現実可能性

のある数値ということで85％というふうなこと

を設定しております。 

【本多委員】 義務ではございません、そのとお

りだと思います。それで現実可能性があるとこ

ろで85％かなというようなお答えだったかと思

うんですけれども、これは100％目指すべきだと

思います。 

 この最後のところは、県庁は人を大事にする

んですよというようなメッセージのページでも

あるかと思います。働いている職員を大事にす

るんだ、それが長崎県庁なんですと、そういっ

た職場をつくるおつもりであれば、嫌がられて

も行く行くは本人のためになる、そういったも

のは高い目標を掲げてもいいのかなというふう

に思っております。 

 今の時代ですね、あんまりいろいろ個人のこ

とを言われると嫌がる、そういう風潮はあるか

と思うんですけれども、この行政経営方針って

いうこと自体が非常に難しいチャレンジだと私

は思っております。その難しいチャレンジをや

っていく中で、嫌われても相手のためにという

かですね、そういったマインドがあった方がよ

り進んでいくんじゃないのかな、そのように思

っております。 

 初めに申し上げたみたいに、非常に期待して

おります。誇りを持って仕事をする、理念を持

って県民に仕事をしたっていうことは、必ずそ

の職員の方の財産になるのかなというふうに思

っておりますので、県庁で働けばしっかり成長

できる、そんなすてきな職場ですというような、

その県庁が長崎をよくしていく、そういった理

想を追い求めていきたいと思いますので、よろ
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しくお願いします。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【山下委員】 ありがとうございます。皆さんお

疲れさまです。 

 議案外について、大きく二つお尋ねをしたい

と思います。 

 まず、個人版のふるさと納税についてお尋ね

をしたいと思います。 

 ふるさと納税、私は言うまでもなく県外から

長崎県を思って、ふるさとを思ってその思いを

ありがたく受けさせていただく納税だと思いま

すし、県にとっても税収増ということで非常に

ありがたい制度、そしてこの納税制度だと思い

ます。 

 私がお聞きするところによると、令和5年度の

実績が個人版ふるさと納税の実績が約5億円だ

ったということをお聞きしております。次の年、

令和6年度が10億円になるというような見込み

をお伺いをしていたところでありますが、その

後ですね直近の個人版ふるさと納税の寄附の金

額の実績状況が分かればお尋ねをしたいと思い

ます。 

 またあわせて、その金額が全国においてどの

位置を占めているのか。全国における長崎県の

順位が分かっていれば教えていただければと思

います。 

【高木税務課企画監】 個人版ふるさと納税の直

近の実績状況と全国の順位ということのお尋ね

だったかと思います。 

 本県の直近の個人版ふるさと納税の寄附金額

の実績でございますけれども、委員ご指摘のと

おりでございまして、令和5年度が5億9,000万円、

令和6年度が10億6,000万円で、前年より4億

7,000万円の増で、前年比にしまして1.78倍にな

っております。 

 令和7年度、これ決算見込みでございますけれ

ども、さらに1億円の増を見込んでまして、11億

6,000万円の見込みでございます。 

 また、総務省の統計が令和6年度での実績で全

国比較してございますので、令和6年度実績にお

いてご説明しますと、全国都道府県の長崎県の

順位が6位でございます。令和5年度は8位でござ

いましたので、二つ上がりましたということに

なってございます。 

 参考までに、全国都道府県の1位が山形県で約

29億円、第2位が新潟県でございまして約23億円、

第3位が北海道で約14億円となってございます。 

【山下委員】 ご答弁ありがとうございました。 

 着実にですね、確実に寄附金額の実績が伸び

てきているということを確認をさせていただき

ました。 

 この実績が伸ばしてるっていうところは、何

かやっぱり努力をされていろんな取組をされて

今日に至っているんじゃないかなと思いますが、

この寄附額が増収に向けて今まで何をどのよう

に取り組まれてきたのか、その辺りをお知らせ

をいただければと思います。 

【高木税務課企画監】 寄附額の増収に向けての

取組ということでございまして、まず寄附金の

募集サイトを追加しておりまして、まずこれに

ついては本県の寄附の間口を広げるということ

をやってございます。 

 また、返礼品の内容を充実させることなどに

よってこの成果、実績が伸びているものと考え

ております。 

 まず、今後も主力商品であります県内の旅行

クーポンなど、これが大体令和7年度実績でまだ

見込みでありますが、大体60％ぐらいの見込み

がございまして、こういった県内の旅行商品な

どの主力商品とともに、その他の返礼品につい
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ても魅力ある返礼品の開発や返礼品のブラッシ

ュアップ、ふるさと納税サイトでの効果的なＰ

Ｒを行いまして、今後も増収につなげてまいり

たいと思っております。 

【山下委員】 ありがとうございました。 

 恐らくですね、長崎県もやってらっしゃいま

すし、各市町も取組をそれぞれされてると思い

ます。 

 もちろん重なることがないような形で配慮を

しながらされてるんじゃないかなと、そういう

努力もされながら増やしていっていただいてい

るのかなと思います。 

 やはり職員の皆さんがですね、いろんな工夫

をしながら知恵を絞りながらされてきた結果が

ですね、このように順調に伸びてきている結果

につながっているんじゃないかなと思いますの

で、引き続き職員の皆さんにも頑張っていただ

きたいと思いますし、ぜひとも成果を上げてい

ただくようにお願いを申し上げまして、この質

問は終わりたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

 議案外もう一つですね、部長説明の中にもあ

りましたが、県南振興局の庁舎整備の状況につ

いてのご報告がありました。この件についてち

ょっと数点お尋ねをしたいと思います。 

 工事の進捗状況についてはおおむね工期であ

ります年内に完成するように進んでいるという

ことで報告があったと思います。説明にもあり

ましたとおり、次の大型発注が什器関係だとい

うことで説明がありました。 

 まず、どの程度のボリュームで什器関係の物

品を調達していこうという予定なのか、その辺

りから教えていただきたいと思います。 

【寺﨑財産活用室長】 県南振興局での什器の調

達のボリュームについてでございます。 

 まず、県南振興局につきましては、長崎振興

局、島原振興局、県央振興局の機能を集約する

形で建設を進めておりますけれども、物品につ

きましては、各振興局で現在使用しております

既存什器のうち、転用ができるものはできる限

り転用するということとしておりますけれども、

老朽化の状況でありますとか安全性の状況を踏

まえまして、机だったりキャビネットといった

約2,000点の物品を調達する予定としておりま

す。 

【山下委員】 ありがとうございました。 

 什器関係約2,000点というような物品を調達

していくという予定だということでありました。

この納品なんかの時期を考えるとですね、調達

時期っていうのももうそろそろ近まってきてる

時期じゃないかなというふうに思うわけであり

ますが、その什器調達のスケジュール感をまた

教えていただけますか。 

【寺﨑財産活用室長】 物品の納品を踏まえた調

達のスケジュールにつきましてですけれども、

先ほど委員おっしゃられたとおり、工事につい

ては本年12月を工期に進めているところでござ

います。 

 その後、庁舎の引渡しを受けた後、移転まで

の間に物品を納品するという必要がございます

ので、今想定しておりますのは1月から2月頃の

納品を想定しております。 

 入札に要する手続を考えますと、できる限り

早いタイミングで公告の手続が必要になります

ので、現在発注に向けた最終の詰めをしている

ところでございます。 

【山下委員】 ありがとうございました。 

 常々私はこういう案件だけでなくて、地元業

者、地元企業ができること、発注を受注してい

ただくことは、できるだけ地元の長崎県内の業
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者さんや企業さんにやっていただきたいと常々

私も申し上げてるんですけれども、特に今般こ

ういう経済状況でもありますしですね、その地

元県内発注にやっぱり最大限の配慮をすべきだ

というふうに考えますが、県内企業の受注につ

いて、機会の確保について、どのような方向性

で考えられるのかお尋ねをいたします。 

【寺﨑財産活用室長】 県内企業の受注機会の確

保についてでございますが、先ほど申し上げた

物品の調達の規模が約2,000点という規模から

考えますと、入札はＷＴＯの案件になるという

ふうに考えております。 

 ただ、そういった中でも、県内中小企業の皆

様の参加の機会の確保に配慮する必要があると

考えておりまして、例えば調達コストを抑えな

がらできる限り分割発注を行うなど、工夫でき

る余地はあると考えております。今のご意見も

踏まえまして、どういう発注とすべきかという

のを改めて確認をしたいと思います。 

【山下委員】 ありがとうございます。 

 できるだけですね、やはり県内企業さんにも

そういう受注機会が増えるような形で、もちろ

んそのＷＴＯ案件ってのはもうしようがないで

すね、これはもうルールで決まってるわけです

から。その中で何がどう工夫できるのかってい

うのをですね、ぜひとも前向きに検討をしてい

ただきたいということで質問させていただきま

した。以上です、ありがとうございました。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【虎島委員】 私からは能登半島地震を踏まえた

防災対策の見直しについてお伺いしたいと思い

ます。 

 資料も共有しましたけれども、これから避難

所のスフィア基準に基づく確保ということで取

組をされておられますけれども、まずそもそも

スフィア基準とは、皆様に分かりやすくご説明

いただければと思います。 

【山口防災企画課長】 スフィア基準と申します

のは、災害や紛争の被災者が尊厳ある生活を営

むための人道支援活動における最低基準のこと

でありまして、人道憲章と人道対応に関する最

低基準と言われるものになります。 

 その基準を踏まえて、国において指針、ガイ

ドラインというのが示されています。例えば居

住スペースとして1人当たり3.5㎡以上、避難所

の開設時からパーテーションとベッドを確保、

あとトイレについては初期は50人に1基、中期段

階では20人に1基ですとか、あと簡易トイレにつ

いては1日5回として3日分を備蓄するなどです

ね、そういったものが示されている内容、基準

になります。 

【虎島委員】ご説明ありがとうございます。 

 スフィア基準ですね、今まで避難所といえば

体育館にブルーシートひいて雑魚寝というよう

なイメージだと思うんですけど、これからは人

道、そしてプライバシーの確保等において、パ

ーテーションを切ったり、1人当たりの居住スペ

ースを確保するというようなことが求められて

いくということになると思います。これはプラ

イバシーばかりではなくて健康ですね、例えば

トイレを我慢して水分を取らずに脱水になって

血栓症を起こすとか、そういった非常に命に関

わるようなものにもつながっていきますので、

これは非常に大事な取組であるというふうに私

は理解しております。 

 避難所としては、そもそも市町が行うという

ことと理解しておりますけども、このスフィア

基準を踏まえた県内市町の取組状況についてお

伺いいたします。 

【山口防災企画課長】 今おっしゃられたとおり、
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避難所の指定というのは市町が行うことになり

ます。県としては、市町に対してですね、現在、

その基準を踏まえた指定避難所のレイアウトの

作成と収容者数の算出作業というのを依頼して

いるところになります。 

 あわせて、昨年度ですね、国の避難生活にお

ける良好な生活環境の確保に向けた取組指針と

いうものがあるんですけれども、それの改定を

受けて、県と市が意見交換をするための資料、

状況を把握するためということで調査を行いま

した。 

 その結果ですけれども、例えばスペースに関

しては1人当たり3.5㎡のスペースの確保という

ことに関しては、現在想定している避難者を受

入れ可能という回答をした市町が9ありました。

難しい、困難という回答が11でした。 

 それから、トイレに関してですけれども、携

帯トイレ、簡易トイレについて、1日5回分とし

て、最大避難者想定数の3日分を現物備蓄してい

るという市町は5ありました。 

 現物備蓄と流通備蓄と合わせたところで確保

しているのが6市町、そしてガイドラインの数量

の備蓄はないというのが8市町でありました。 

 それと、避難所の開設のときに、パーテーシ

ョンでありますとか段ボールベッドですね、こ

ういったものを設置するということについて、

想定される避難者全員について設置をすると、

そして準備ができているという市町は1市町あ

りました。 

 全員への設置に向けて準備を進めているとい

う市町が3、その他の市町については、高齢者と

か障害者等に優先的に提供して、不足分につい

ては民間の事業者との協定ですね、これに基づ

いて調達をし、提供する準備ができているとか、

あるいは準備を進めているとか、また検討中と

いう市町があるという状況でした。 

 あと生活必需品ですね、この備蓄については、

指定避難所ですとか物資の拠点で備蓄をするほ

か、流通備蓄というやり方で確保するという市

町も多くあります。 

 また、多くの市町が事業者団体などと供給に

関する協定を締結して避難所の物資の確保に関

する取組をしているという状況であります。 

【虎島委員】 ありがとうございます。 

 そもそも今雑魚寝であったところに区画をつ

くってやっていくわけですから、どうしても1人

当たり面積が増えて、収容人数というか、どう

しても少なくなってしまうという中ですね、多

くの市町が既に取組を可能だというふうなご回

答でございました。 

 今後ですね、このスフィア基準を満たす避難

所を設置するためですね、今後は必要な備蓄を

行う市町を増やしていくための県の取組につい

てお伺いいたします。 

【山口防災企画課長】 県の取組ですけれども、

現在県においては今年度末までの2か年をかけ

て、地震アセスメント調査を実施しています。 

 その調査では、各市町がスフィア基準を満た

す避難所ですとか資機材ですね、こういったも

のを確保するための基礎となる市町ごとの最大

の避難者数を算定することとしております。 

 この避難所運営など、市町が主体的に取り組

む項目については市町との協議会において意見

交換を行いながら推進しています。 

 これまでの協議の中で、現在県が実施してい

る地震アセスメント調査の結果、これを基にス

フィア基準を満たす避難所を令和12年度までに

計画的に整備していくということ、そして調査

結果が出るまでの間に現状の避難所のレイアウ

ト作成と収容者数を作成するということ、そし
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て、想定可能な範囲で資機材を購入することな

どを確認しているところであります。 

 今後とも、各市町におけるスフィア基準を満

たす避難所の整備に向けまして、市町との協議

会の中で意見交換を行いながらしっかりと取り

組んでいきたいと考えています。 

【虎島委員】 ありがとうございます。 

 お話を伺うとですね、資機材の備蓄の問題と

かいろんな課題もたくさんあるというふうに伺

いました。 

 これ市町としっかり連携をして、できるだけ

早くですね、いつ災害が起こるか分かりません

ので、できるだけ早く対応していただければと

思います。よろしくお願いいたします。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

【赤木委員】 お疲れさまです。何点か質問をさ

せていただきます。 

 まず、一般質問でもさせていただきました国

道499号の通行止めについてお尋ねします。 

 5月に発生した499号の通行止めについて、5月

10日の零時過ぎに全面通行止めとなりました。

長崎市は防災行政無線で住民に周知したのは朝

8時頃となっております。野母崎の皆さんから、

既に生活が動き出してるのに、もっと早く無線

などで周知してほしかったという声をたくさん

私はいただいたんですけども、この防災行政無

線の活用の在り方として課題、私自身はあった

んではないかと思うんですが、そこら辺の今の

認知はどのようになっているのかお尋ねをいた

します。 

【山口防災企画課長】 市の防災行政無線の運用、

活用に関してのご質問であります。 

 この499号の防災行政無線の運用の在り方に

ついては、長崎市の防災無線になりますので長

崎市の方に考え方を確認しております。 

 市の考え方としてはですね、こういう道路で

ありますとか交通情報などの案件については、

まず道路管理者が持つ情報発信手段であるホー

ムページとかＳＮＳとかを活用すると、それと

ともに報道機関への情報提供を行うことで、地

域への周知を図る必要があると考えておられま

す。 

 それと、この防災無線の活用というのは周知

手段の一つではあるけれども、市の防災行政無

線については住民の生命とか身体に危険が及ぶ

ようなおそれがある場合、そういったときに放

送時間を制限せずに、可及的速やかに放送して

いるということでありました。 

 原則としてこの放送というのは、8時45分から

17時30分としているんだけれども、交通障害に

関する警察署との覚書があるということで、そ

れを準用して、今回の案件、事案については、

午前8時に放送をしたということでした。 

 今後もですね、引き続きこの防災行政無線の

活用に係る夜間とか早朝の対応については、そ

れぞれの事案に合わせて検討するとともに、Ｓ

ＮＳなどを活用した情報発信を行っていくとい

うこと。 

 そしてですね、この無線を活用した情報発信

については、必要に応じて県の振興局との協定

も検討する必要があるのではなかろうかという

考えを市としてはお持ちです。 

 こういう防災行政無線の運用ルールは、それ

ぞれの市町の考え方、判断でありますけれども、

もっと早くできたのではないか、もっと早くす

べきではなかったのかという、そうしたご意見

があったことですとか、ほかの手段も含めた情

報伝達の検討ができないかということについて

は、市の方にお伝えをしたいと思います。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 
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 前回の委員会、3月議会でしたけれども、県で

は孤立対策として集落の代表者の連絡先など、

孤立時の対応に必要となる情報の調査を今年度

中に予定して、カルテとしてまとめるっていう

ふうなお話を前回の議会、委員会でお聞きをし

ました。 

 完成すれば今回の事態にも、その地元の代表

者の方々に今こういう状況なんですということ

を時間関係なく、まずはお伝えして、そこでま

た地域の方々にお知らせすることもできたので

はないかと思うんですけども、そういった活用

の仕方はあるんではないかと思うんですが、い

かがでしょうか。 

【山口防災企画課長】 今ご質問いただいた孤立

集落の台帳ですね、これにつきましては、現在、

国において8月を締切りとして、市町に対して孤

立集落状況調査というものが実施中であります。

これが8月に締切りで、その後取りまとめられる

予定になっています。 

 その調査結果を基にですね、県の方で孤立可

能性集落情報の調査を行いまして、代表者の連

絡先でありますとか、あと物資の備蓄状況、こ

ういった情報を関係機関で共有をして防災対策

に活用していきたいと考えています。 

 この目的としては、円滑で迅速な救助活動で

ありますとか、あと物資輸送、こういった活動

での活用を想定しておりますけれども、今言わ

れたように市町において、様々な事案に対して

住民の安全安心の確保、向上のために活用いた

だくということは可能ではないかと考えていま

す。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 今回は幸いなことに人的被害がありませんで

したし、大規模災害ではないんですけども、や

はりこういった台帳をつくるに当たっては使う

こと、つくるだけが目的でなくて、やっぱり使

えないといけないと思っております。 

 幅広くですね、今回野母崎の件だけではなく

て様々な地域ではなりますけども、ぜひ安心安

全のために住民の皆さんの視点に立った形で使

われていくことをお願い申し上げます。 

 次の質問に移ります。 

 私ですね、3年ぶりに県議会に戻ってまいりま

したが、外から長崎県政を見てまいりました。

その間ですね様々この議会においても議論があ

ったんですけども、長崎県政を見ていて政務と

公務の線引きについて様々な議論があったと私

は外から見てまいりました。 

 平田知事が誕生されて、この間精力的に活動

されているとお見受けしておりますし、私もそ

の応援をしたいと考えておりますが、この3年の

間に政務と公務の線引きに関して、秘書課のマ

ニュアル内規、あるいは過去のこういった県議

会での答弁などを経て、明確なガイドラインな

どは存在するのか。 

 また、様々な指摘を受けて基準の見直しや厳

格化を行った経緯があれば教えてください。 

【川口秘書課長】 政務と公務に関するご質問で

ございます。 

 まず、政務と公務について、秘書課といたし

まして、まず公務に関しましては、公職として

の知事の立場での活動を公務と整理いたしてお

ります。 

 そして政務に関しまして、これはやはり政治

家としての立場での活動を政務として捉えてお

ります。 

 そして、知事の活動に関しましてですが、そ

れ以外のいわゆる私人としての活動もあるとい

うふうに認識いたしておりまして、秘書課とし

てはまず公務がある。そしてそれ以外、公務以
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外の活動があるということで、いわゆる線引き、

区分をしているというような状況でございます。 

 そして、これに関しましてガイドラインのよ

うなものがあるかとか、あるいは見直しがされ

たのかということに関しましては、これまでの

委員ご指摘のとおり様々なご指摘があり、県民

の皆様にも疑念を抱かれるようなことがないよ

うに、適切に努めるように努力、検討してきた

ところでございます。 

 ただ一方で、それぞれの行事と申しますか、

内容によっては相手方がどういった方々か、ど

ういった性質の方々であるのか。それに対して

知事が呼ばれるわけなんですけれども、呼ばれ

る際の目的でありますとか、そこにおける知事

が果たすべき役割とかそういったことを個々に

判断しないと、なかなか公務、政務、区別がつ

かないような事案があると思っておりまして、

そして案件については一つひとつですね、今申

し上げた状況を総合的に判断しながら、適切に

対処しているような状況でございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 私は何か縛るというよりは今課長がおっしゃ

っていただいたようにですね、本当に線引きっ

て難しい部分があるなと私自身も思います。公

務と政務ですね、またぐグレーなようなものが

あるんだろうなとお見受けしますが、やはり過

去の反省の下ですね、県民の皆さんに疑念を抱

かれないような運用、それは県職員としてって

いう部分だと思いますが、そこは務めていただ

いて、平田県政まだ始まって間もないですので、

平田知事が本当に動きやすいようにですね、そ

こは振舞っていただきたいなと思ってますので、

よろしくお願いします。 

 ちょっとがらっと話題を替えます。先ほどＰ

Ｒ戦略課の方にも予算の件でお尋ねをしました。 

 先日ですね、「デンリュウ」のながさき未来

応援ポケモン2周年イベントも私、こどもと一緒

に伺わせていただきました。ポケモン社の方々

とも久々お話しできましたし、次のポケモン天

文台のイベントも楽しみにしております。 

 長崎の変、にゃーがについて前回の委員会で

もお話になりましたけども、もともと福山雅治

さんが関わって、このにゃーがも誕生したわけ

でありますけども、今もちろん商品開発であっ

たり着ぐるみと言ったらあれですけど、商品展

開をされているというふうに認識はしておりま

すが、福山雅治さんが最近出てこないなってい

うふうに私自身思ってまして、なんか今後、展

開として用意されてるものがあれば教えていた

だきたいなと思います。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 長崎の変に関す

る福山さんの関わり方についてのご質問だと思

います。 

 福山さんにつきましては、この長崎の変のク

リエイティブプロデューサーということで、過

去ですねいろいろ動画の声をしていただいたり

とか、その前はブルーアイランズプロジェクト

ということで、離島のプロモーションのための

動画にも出ていただいたりしております。 

 近年はどちらかというと、にゃーがの方に力

を入れて今プロモーションをしているところな

んですが、そのにゃーがのフォルムなどにつき

ましても、今福山さんの方に監修をいただいた

りとかということで、プロデュースをしていた

だいております。 

 実は、1世代前のにゃーがは結構顔と胴体が3

頭身ぐらいだったのですが、福山さんのアドバ

イスで今2頭身ぐらいにデフォルメをしたりと

か、やっぱりそっちの方がかわいく見えるから

小さくしてくれというような福山さんのアドバ
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イスもいただいたりしております。 

 一方、福山さんご本人のご協力につきまして

は、福山さんも近年お忙しいところもありなが

ら、こちらとしてもできるだけご協力をお願い

しますということで、事務所のアミューズさん

を通じてお願いをさせていただいたりとか、あ

とは先日、昨年度もそうなのですが、福山さん

のライブがございまして、例えば福岡ドームで

ありますとかそういったドームににゃーがのブ

ースを出展をさせていただいておりまして、そ

こでにゃーがのＰＲであったり長崎の変のＰＲ

をさせていただいたところでございます。 

 引き続き福山さんの方に様々ご協力いただい

て、知名度の高いタレントさんでございますの

で、長崎の変の取組をもっと前に進めていきた

いと考えております。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 本当、福山さんも長崎に対する愛があります

ので、そこを県としてもやっぱり生かすって言

ったらあれですけど、本当連携しながらこれか

らも進めていただきたいと思いますし、ライブ

の話もありましたけど、長崎でのライブはスタ

ジアムシティでこけら落とし公演をしていただ

きましたけども、聖地稲佐山もしばらく行って

おりませんので、何かしら長崎で福山さんの活

動が生まれることを県としても後押しをしてい

ただきたいなと思っております。 

 そして、先ほどの事業のお話に戻ります。な

がさきの魅力への共感づくり・誇り醸成事業費

になりますが、ほかの自治体の話ですしといえ

ば富山、すしの都北九州のお話もいただきまし

た。 

 この事業の中で、長崎の魚がおいしいと、や

はり県民の皆さんが胸を張ることが、胸を張っ

てもちろん県民の皆さんもそうですし、県外の

人にも伝えることが大事だということで、その

イメージ向上のために長崎の魚の魅力を伝える

ストーリー開発がこの事業にも充てられており

ます。 

 やはり、なぜ長崎の魚がおいしいのか、その

根拠、そのストーリーをつくることが今回の事

業でもあるのかなと思いますが、私自身として

は、分かりやすさが大事だとも思っております。 

 そこで、先ほどの具体例として出していただ

いた中で、富山県の場合はやはり魚全般ももち

ろんそうですが、すしを題材にしております。

すしは好きな和食30年間第1位、すしは外国で最

も知名度の高い和食第1位、すしは訪日外国人が

滞在中に食べる料理第1位ということで、やはり

すしを使ってプロモーションを大々的にされて

おります。 

 今回の事業はですね、県民の皆さんが触れる、

体験、体感することなどを見詰め直し、発見す

る機会を提供するとも事業の目的として掲げて

おりますが、すしのイベントをするお考えがあ

るのかどうか、お尋ねします。 

【永川ながさきＰＲ戦略課長】 今年度の水産、

魚のＰＲにつきましては、まずは午前中も申し

上げましたとおり、長崎の強みは何なのか。そ

のストーリーをどうやってつくっていくかとい

うところの分析から入りたいと思います。 

 その上で、それで出てきた結果を基に、どの

ように県民の皆様とか県外の皆様にお伝えして

いくかっていうところの検討を行ってまいりた

いと思います。 

 強みが結局アウトプットにつながると考えて

おりますので、その結果でどのようなまたイベ

ントを行うかをしっかり分析しながら、もしそ

れがすしのイベントであれば、そういったこと

も検討いたしますし、それ以外のもしかしたら
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生の刺身のイベントもあるかもしれませんし、

様々な観点から水産部とも連携しながら検討し

てまいりたいと思っております。 

【赤木委員】 日本一のすしのまちって言うとで

すね、まだどこも掲げておりません。私はそれ

は長崎ができると思っております。その根拠を

つくる機会は、この事業の中、今回の予算の中

じゃなくて、また次年度とかも考えられると思

いますので、その冠を掲げられるようなイベン

トのつくり方というのも何か一緒にですね、今

後考えていきたいと思っております。 

 先ほど山下委員の方から、ふるさと納税のお

話があったんですけども、令和7年度が11億

6,000万円、これはまだ見込みということではあ

りますが、やはり増えていっていることは大変

喜ばしいことだと思っております。受入額から

返礼品や事業費などの経費を差し引いた収支、

または住民税控除額を加味した収支なのでとて

も大事だと思うんですが、これはまだ出てない

っていうことなんですか。 

【高木税務課企画監】 まだ7年度が決算見込み

でございまして、出てございませんで、6年度の

5億から10億に突破したところ、10億台に伸びた

ときには、収支は黒字でございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 前年度の分は議事録にも拝見しました。黒字

になっているということです。それは本当喜ば

しいことだと思ってますので、また分かりまし

たら、ご報告をいただければと思っております。 

 先ほどのすしなど、あと私の一般質問にもつ

ながるお話ではあるんですけど、クラウドファ

ンディング型ふるさと納税ですね。私はもう何

でも行政にお願いする時代というのは終わった

と思っております。 

 県としても今まで地域でのいろんなイベント

に関して、もう何か補助するということはなく

なったと認識しておりますが、ですが県民の皆

さんが何か挑戦をしたい、新しいことを踏み出

したいというときにですね、クラウドファンデ

ィング型ふるさと納税を使って、例えば長崎市

ですとその地域活動と組み合わせて、クラウド

ファンディング型ふるさと納税を使って、いろ

んな地域の活動を応援する仕組みというものを

つくっております。 

 ぜひですね、県としても県民の挑戦を応援す

るような仕組みをつくっていただきたいと思う

んですが、ご見解をお願いいたします。 

【高木税務課企画監】 まず、私、税務課の方か

ら、今ふるさと納税個人版のプロジェクトの要

使途についてちょっと現況を説明させていただ

きたいと思います。 

 なかなかふるさと納税制度を返礼品目当てっ

ていう制度で否めませんけれども、委員おっし

ゃるとおりに長崎県を事業とかそういったこと

で共感して得られるようなことっていうのは、

ふるさと納税の制度の趣旨にとってもそういっ

た使い道の選択っていうのは、非常に重要だと

考えております。 

 といったことで、長崎県を応援したいという

寄附者の思いを寄附者対象プロジェクトと令和

5年度からいたしまして、それを寄附者に提示し

まして、寄附者が選択して寄附を行っていただ

くということに今現状なってございます。 

 そのプロジェクト事業でございますが、今四

つありまして、長崎県の子育て応援が一つ、離

島の医療教育支援が一つ、動物愛護長崎犬猫殺

処分ゼロが一つ、あとその他で長崎県の重点テ

ーマに基づく重要施策の全般に使うものが一つ

と、この四つで現状されております。 

 また、令和7年度10月でございましたけれども、
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県立学校の支援ということで、学校を選んで寄

附をするということ、12月からは私立学校への

寄附ということで応援プロジェクト、これにつ

いては、委員がおっしゃるクラウドファンディ

ングじゃないですけども、返礼品ゼロで、なし

でやってございます。 

 現状以上でございます。 

【初手委員長】 ほかに質問はございませんか。 

【白川委員】 私の方からは、まずは県南振興局

調査整備の状況についてお尋ねをしたいと思い

ます。 

 先ほど什器に関しては山下委員の方からござ

いましたけれども、いま一度、開庁までの全体

的なスケジュールと、あとはこれまでの予算見

込みに大きく変化がないかについて教えてくだ

さい。 

【寺﨑財産活用室長】 県南振興局の庁舎の整備

状況ということでのお尋ねでございます。 

 まず、工期につきましては、本年12月を工期

としておりまして、5月末の建築工事の進捗状況

が約68％ということになっております。 

 現在、中東情勢の影響などもありまして、一

部製品の納入の遅れなどもございますけれども、

ほかの工法を選択することも含めまして、営繕

課でしたり施工業者との調整を進めながら工事

を進めさせていただいておりまして、現時点で

12月の工期が遅れると、完成見込みの時期に変

更があるという状況ではないと認識をしており

ます。 

 ただ、工事に要する経費については、物価の

上昇も含めて増加傾向にあるというふうには伺

っておりまして、今後変更契約も視野に調整を

進めているというような状況でございます。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 12月工期ということと、多少予算については

増える可能性も視野に入れているということで

ございました。 

 すみません、開庁についてはいかがでしょう

か。 

【寺﨑財産活用室長】 現在工事を進めている段

階でございますので、工事の進捗がしっかりと

確定をしましたら、開庁時期については判断で

きると思いますので、現時点でははっきりとは

申し上げることができません。申し訳ございま

せん。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 それでは統合の枠組みといたしましては、先

ほどもありましたけども、島原振興局、県央振

興局、長崎振興局というふうに把握はしており

ますが、全ての部署ではないということも言わ

れておりましたので、もう一度枠組みを教えて

いただければと思います。 

【井手新行政推進室長】 私の方からは、県南振

興局への再編に当たりましての組織の考え方に

ついてご説明をさせていただきます。 

 まず、再編に当たりましては、令和3年12月に

策定いたしました県南振興局整備基本計画でお

示しをしている内容から大きく変更はない状況

でございます。 

 その中で、行政ニーズの多様化、あと災害に

確実に対応できるような体制をつくる上で職員

の集約化を図り、高い専門性と柔軟性を持った

機動性の高い体制整備を図るというふうにして

おります。 

 一方で、長崎・島原の方におきましては、緊

急性が高い災害対応と窓口といった現場性が高

い業務につきましては、引き続き必要な機能を

現地に残すこととしております。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 人員の配置については集約化も見込んでいる
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ということでございますけども、近年、県庁職

員の欠員がやはり言われている中で、この欠員

の解消にはつながるようでしょうか。 

【井手新行政推進室長】 欠員につきましては、

この集約に伴いまして一定規模の人員の削減効

果を見込んでいるところでございます。 

 一方で、例えば部署でありますと、管理部門

ですね、経理部門の集約を伴ったところがメイ

ンでございますので、なかなか昨今厳しくなっ

ている技術職の欠員の解消にはなかなかつなが

らないものと考えております。 

 様々な視点での人員配置は総合的に判断すべ

きものと考えておりますので、体制の整備に合

わせて欠員の解消についても引き続き取り組ん

でまいります。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 三つある庁舎が一つになるということもあっ

て、そういった人員の集約に伴いですね欠員も

ある程度柔軟に対応ができるのかなという思い

で聞かせていただきましたが、なかなか技術職

については難しいということでしたので、引き

続きそういった採用面についても力を入れてい

ただくようにと思いますし、また要は、通勤等

も遠くなる方、職員さんも多くなるのかなって

いうことも懸念をしております。職員さんの負

担が増えるようなことがあまり起こらないよう

にということもお願いをしたいと思います。 

 県南庁舎については以上とさせていただきま

すが、次に、危機管理部の方にお尋ねをしたい

と思います。 

 雲仙岳火山防災協議会に対して、上申書が提

出されたということが報告として載っておりま

して、平成新山の登山道開放に係る上申書とい

うものが提出されているようです。この上申書

の内容について教えていただければと思います。 

【山口防災企画課長】 上申書の内容についての

お尋ねであります。 

 警戒区域に設定されております平成新山の登

山道の開放に関しまして、周辺が警戒区域であ

るため、専門的な知見を持った協議会において

も検討してくださいという内容になっています。 

 また、協議会の委員各位においても、それぞ

れの立場でご検討いただき、開放に向けた動き

を働きかけていただきたいという上申になって

います。 

 具体的な内容としては、1、警戒区域との整合

について、2、登山道の整備について、3、ルー

ル設定について、4、自然環境保護への配慮につ

いて、5、ガイドの同伴及び育成について、6、

その他ということで上申書をいただいておりま

す。 

【白川委員】 丁寧にご説明をいただきました、

ありがとうございます。 

 平成新山登山道開放に係る上申書というふう

にタイトルがありましたので、何かぜひ開放し

てくれというような要望なのかなとちょっと思

っておりましたら、どちらかというとそれにつ

いて、ご指導・ご助言をいただきたいというよ

うな内容でありましたので、開放ありきではな

いということは認識をいたしました。 

 県としてどのような議論をしていくのか教え

てください。 

【山口防災企画課長】 雲仙岳の火山防災協議会

は、県と島原市、雲仙市、南島原市が共同で設

置をしておりまして、気象台、国土交通省、環

境省などの国の機関、それから自衛隊、警察、

消防、それと学識経験者、民間企業などが構成

員、メンバーとなっています。 

 現在、この協議会内に設置をしております溶

岩ドームの崩壊対応に関する専門部会、この部
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会の中で議論を始めておりまして、その専門的

な知見の下で、警戒区域設定下での条件付き登

山の可能性など、検討依頼を受けた内容につい

て議論をしていくということになります。 

【白川委員】 ありがとうございます。 

 なぜこの質問をしているのかというとですね、

私もこの年に2回、この視察登山というのが行わ

れている中で、防災士としての登山に参加した

ことがあります。本当にですね、生きて帰って

来れてよかったなと思うような苛酷な登山であ

りました。 

 そういった登山の現状を見ている中で、この

警戒区域を一般の方に登山していただくという

ことが可能になるというのは、かなり慎重に検

討した方がいいのではないかと個人的には思っ

ている次第でありまして、この登山が可能とな

る可能性があるのかについても教えていただけ

ればと思います。 

【山口防災企画課長】 この災害対策基本法に基

づく市町村長の警戒区域の設定権につきまして

は、法律上、災害応急対策に従事する者以外の

者に対して当該区域への立入りを制限し、もし

くは禁止し、または当該区域からの退去を命ず

ることができるとされています。 

 どういった場合に立入りを許可するかという

ことに関しましては、原則として市町村長の自

由裁量に属するとされています。けれども、警

戒区域設定の趣旨を没却するような立入り許可

を行うということに関しては、市町村長の裁量

権を逸脱するものと考えられておりまして、立

入りの許可は必要最小限に限定される必要があ

ると考えられています。 

 現在は、先ほど申されたような防災登山など

に限定された立入りが許可されているところで

ありまして、この警戒区域設定下での登山道開

放の可能性については、今後、専門的な知見の

下で議論がなされていくことになると考えてい

ます。 

【白川委員】 ありがとうございました。 

 なかなか許可をするということが簡単ではな

いというかですね、そういった枠組みがあると

いうことではございましたので、この平成新山

の観光的な要素といいますか、そういう観光資

源としたいというような思いもある中である一

方、やはり万が一のことがあると防災ヘリを出

動させるとかそういったことにもつながってく

るし、人命に関わることでもあると思いますの

で、県としてもしっかり見届けたいというふう

に思っておりますので、また今後、議論の進捗

等あれば共有いただければと思います。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

【初手委員長】 ほかに質問はございませんか。 

【赤木委員】 すみません、もうほぼ終わりだっ

たんですけども、あと少しだけですね。 

 先ほどふるさと納税の実績って今行っていた

だいていることをお話しいただきました。プロ

ジェクト大きく四つ、そして返礼品がない形で

教育政策課、学事振興課の方に割り振っていた

だいていると、私も資料を拝見しまして、件数

としてさっきの四つの方は2万7,219件、さっき

言った返礼品がない形で教育政策課は57件、学

事振興課6件ということで多額の寄附、多くの方

からいただいてることを拝見しております。 

 これは県が設定したものであるので、私が申

し上げたのは、県民の皆さんの挑戦をまた一緒

に支える、応援するような仕組みができないか

という問いでありました。今すぐ答えられない

かもしれませんが、ぜひ検討いただきたいと思

うんですがいかがでしょうか。 

【髙橋財政課長】 ふるさと納税の充当に係る部
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分ですので、財政課からお答えをさせていただ

きたいというふうに思います。 

 先ほどやり取りもあったとおりですね、現在

個人版ふるさと納税のプロジェクトは4プロジ

ェクトプラス学校指定型のプロジェクトという

ことになってます。 

 ベースの４プロジェクトについては令和5年

度から設定をして、今3年程度が経過していると

いうことも踏まえてですね、より寄附を集めや

すいようなプロジェクトの在り方というものも、

随時これはそれの見直しを行わなければならな

いというふうに思っております。 

 他県の事例も参考にしながら、委員ご指摘の

クラウドファンディング型のようなそういった

地域の皆さんの活動を応援するような仕組みの

在り方についても、それも含めてこのプロジェ

クト設定の在り方については検討していきたい

というふうに考えてございます。 

【赤木委員】 ありがとうございます。 

 一般質問で申し上げたペーロン、これは長崎

市だけではなくて長崎県内様々な場所で地域の

文化として営みがあっているわけです。その地

域残しということでペーロンの船がなければ、

そのペーロンの文化も維持できない。県として

直接的に支援が難しいということであれば、そ

この人たち、地域の方々がそういうクラウドフ

ァンディング型のプラス納税を利用して自分た

ちで船を造る、県と連携しながらつくるという

こともできると思いますし、先ほどすしの話も

しましたが、すしのイベントもこういった制度

を使って地域の民間の活力を生かしてですね、

一体となってつくり上げることも可能だと私自

身は思ってます。 

 ですので、今検討いただけるということでし

たので、私自身も言うだけじゃなくて、その出

口も含めて一緒に県の皆さんと動いていければ

と思いますので、どうぞよろしくお願いします。 

【初手委員長】 ほかにございませんか。 

【永安副委員長】 私からは1点ですね、防災企

画課の方に原子力発電施設等の立地地域の振興

に係る特措法の見直しで、昨年の12月ですかね、

対象地域の拡大ということで報道もされており

ました。 

 実は私も佐世保の中で佐世保市も当然このＵ

ＰＺの範囲内ということで一部関わるというこ

とで、市の北部から南部の方へ避難計画を立て

て、実際避難訓練等も実施をされております。 

 当然これまでもＵＰＺの考え方っていうのは

当初からお示しをされておりましたので、関連

する平戸市、松浦市、壱岐も入ると思いますけ

れども、それぞれで自治体ごとの避難計画、ま

たしっかりとした避難ルートの確保ということ

では進められていたと思うんですけども、ちょ

っと今回の見直しですね。対象エリアの拡大に

伴って、今後は前回提供いただいた資料による

と地域指定、それから振興計画を上げていくっ

ていうような手順が今後予定をされているとい

うか、今後見込まれるというようなお話を伺っ

たところなんですが、ちょっと今の現在の状況

とこのスケジュール的なものを教えていただけ

ればなと思っております。 

【山口防災企画課長】 原発等立地地域の振興に

関する特別措置法についてのご質問でありまし

た。 

 この制度の地域指定につきましては、本県は

原発の立地県ではありませんので、制度として

立地県の知事の同意を得るということが必要と

されております。 

 そして、両県が内容について十分調整を行っ

て整合性を取った上で、それぞれの都道府県か
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ら申出を行うということになっています。 

 現在、本県は申出書につきまして、国との事

前調整を終えまして、佐賀県に対して同意の依

頼を行っているという状況にあります。 

 今後の予定は、国のスケジュールに沿いまし

て、今月下旬までに国に地域指定の申出を行い

まして、8月に国の原子力立地会議で審議がされ

指定がされていくという流れになります。 

 次の段階としては、振興計画の策定というこ

とになります。これについても同様に国と調整

を行って、佐賀県の同意を得た上で、11月に国

へ提出をして、12月に国の立地会議で審議がさ

れ決定という、こういう国のスケジュールに沿

った流れを考えています。 

【永安副委員長】 ありがとうございます。 

 佐賀県との足並みをそろえたということでの

お話を伺ったところでございますけれども、先

ほどもちょっとお話ししましたけども、既に佐

世保市等ではこれまでも住民を一緒に含めた形

での避難訓練等も実際されたりとかしていると

ころの中で、当初からこういったいろいろ補助

の拡大であったりとかエリア拡大した声があっ

たのは、今回それが実現できたことは大変喜ば

しいことで、これを今後どのような形で事業展

開というかされていくのかなというのがちょっ

と気になるところです。 

 原子力産業新聞ってちょっとサイトをインタ

ーネットで調べると、当然のことながら避難ル

ートの部分ですね、道路、港湾であったりとか、

それから避難施設等の整備、それからここに企

業投資、融資等の支援とかもろもろ何か事業の

対象となるというものが文言としては出てくる

ところなんですが、具体この長崎県が今回取り

組む、ここが地域指定を受けたとして、今後進

める事業として具体どのようなものが想定をさ

れているのか、ちょっと内容等を教えてくださ

い。 

【山口防災企画課長】 先ほど申し上げた振興計

画で認められた事業というのは、国の補助率の

かさ上げというのが行われていくということに

なります。 

 このかさ上げですね、この補助の特例を受け

ようとする事業については、何でもいいという

わけではなくて、原子力防災の観点から地域の

住民生活の安全の確保及び緊急に整備すること

の必要性が説明できるものであることとされて

います。 

 具体的には道路、港湾、漁港、消防用施設、

義務教育施設の整備というのが対象になります。 

 ただ、何でもいいというわけではなくて条件

がありまして、例えば道路であれば原子力災害

が発生した場合に円滑な避難、または緊急輸送

を確保するために必要なものとされています。

具体には原子力発電施設と防災上重要な施設を

相互に連絡する道路ということが示されていま

す。港湾や漁港であれば、原子力災害時に緊急

輸送を確保するために必要なものとされていま

して、具体に緊急輸送の用に供することが適切

な施設であることが必要とされています。 

 そして消防施設については原子力災害の発生、

または拡大の防止に資するもの、そして義務教

育施設についても円滑な避難を確保するために

必要なものとしての基準に適合する必要がある

ということが示されています。 

 県としましては、対象となる事業など、地元

自治体の意見も踏まえながら作成して、この基

準の下で県内の事業ができるだけ幅広く適用さ

れるように、国との調整を進めていきたいと考

えています。 

【永安副委員長】 分かりました。地元自治体と
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の意見を踏まえてということで、今後多分進め

られる中で具体見えてくるものがあるのかなと

思うんですけども、ちょっと気になるところが、

もう既にそれぞれの市、まちはないのでここは

今4市は避難計画を立てられて、実際それに基づ

いて本当訓練もされている中で、今回のこの制

度を受けて例えば避難ルートをちょっと変えよ

うかとか、より効率的にその補助金を使ってス

ムーズにというか的確に避難するためにはルー

トを変えた方がいいかなとか、避難施設等を再

整備するとこちらの方の施設がいいのかなって

いう、もともとのその計画の変更まで発展する

っていう可能性っていうのもあるんですか。そ

れともあくまでも、もう既存の中のそれぞれの

自治体が進められている部分をこの制度で、よ

り何か補足していくっていうような考えでいい

ものなのか。 

 要は、先ほどの自治体の意見を聞くっていう

ところの中で、そうであれば避難計画そのもの

をもう一度見直してみますよっていうような場

面に展開していくものなのかどうなのかってい

うのがちょっと気になるところなんですけども、

その辺りのところいかがでしょうか。 

【山口防災企画課長】 現時点で私どもの方で、

地元自治体の方から今回の範囲の拡大を受けて

避難計画を変更しようとか、そういった考えと

か意見というものを聞いているという状況はな

いです。 

 ただ、当然それぞれの自治体としてみれば、

様々な条件、住民の安全安心という観点から、

様々な条件であったり制度を考慮しながら避難

計画というのは見直すこともあり得るとは思い

ますので、現時点でそういう具体的な考えとい

うものはこの制度があるから変えようというこ

とで聞いているわけではないですけれども、こ

れから先全くないということは言い切れないと

思います。そこはそれぞれの自治体が当然こう

いう制度、費用というものもあるでしょうし、

一番はやはり住民がいかに円滑に迅速に避難で

きるかということを考えながら、常に最善の避

難計画というものを考えていくのかなと思いま

すので、それについては県もそうですし、それ

ぞれの市町が不断に追求していくことかと考え

ます。 

【永安副委員長】 ありがとうございます。 

 もうおおむね大体やり取りを聞いて、今後調

整を図られることに期待をするところなんです

が、もう一つです。実は先月でしたかね、県北

の方で板山・椋呂路トンネルの期成会がござい

ました。 

 板山トンネルはもうご存じのとおり、佐世保

市の松浦に向けてもう既に供用開始をされてい

るトンネルですけども、これと一体的に今事業

化の推進を今お願いされている期成会だったん

ですけど、それが椋呂路トンネルですよね。 

 この目的が複数ある中で、玄海原発における

災害時の緊急避難道路の確保ということで、そ

ういうふうなトンネル事業の推進ということで

進められてるとこがあるんですけど、今回のこ

の事業、事業拡大によってその辺りのところっ

ていうのは何か反映できるものっていうのがあ

るんですか。 

 ちょっともともとの事業所のがちょっと土木

関係になるのかもしれませんけれども、これま

ではなかなかやっぱり具体、補助対象となり得

るメニューがないというような中で苦慮されて

きているところは承知しているんですけども、

今回国の制度っていうのが変化することによっ

て、本来地域が抱えている諸課題の課題解決に

向けて、少しでも前進できるものがあるんであ
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れば非常に期待を大きくするところなんですが、

その辺りのところ何か見解が今できるようなこ

とがあれば教えてもらいたいなと思います。 

【山口防災企画課長】 この制度に基づく振興計

画にどういった事業を上げていくかということ

に関しては、今後、市町と調整しながらになり

ますので、今は具体的にその事業が対象になる

とかということを断定的に申し上げることは難

しいです。 

 ただ、先ほど申し上げたように、この事業が

何にでも使えるというわけではなくて、避難道

路に関しても、原子力防災、その避難に活用で

きるというか、そこに資するということをきち

んと証明していくという条件がついております

ので、そこは先ほど申しましたように市町の意

見というのをきちんと聞きながら、県としては

できるだけ幅広く適用されるようにという考え

で作業としては進めたいと思います。 

 また、原子力災害のインフラ整備ですね、先

ほど委員がおっしゃったようなインフラ整備に

ついては、当然県としても進める必要があると

思っていますので、この制度に限らずですが、

原子力防災独自のインフラ整備の制度というの

をつくってほしいということを国の方に今も要

望しておりますし、今後も要望していくことに

なるのではないかと思っています。 

【初手委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかに質問がないようですので、

次に進みます。 

 次に、意見書審査を行います。 

 自由民主党会派より、地方財政の充実・強化

を求める意見書案提出の提案があっております

ので、事務局より文案の配付をお願いいたしま

す。 

 それでは、永安副委員長より意見書提出につ

いての提案趣旨説明等をお願いいたします。 

【永安副委員長】 それぞれお手元に今お配りい

ただいたと思いますけれども、地方財政の充実・

強化を求める意見書案についてご説明をさせて

いただきます。 

 本意見書は、県が国に対し政府政策要望を行

っていることを踏まえ、県政推進のためには地

方財政の充実・強化が大変重要なことであるこ

とから、毎年この時期に提出をさせていただい

ているところであります。 

 令和9年度の政府政策に関する提案・要望にお

ける関係項目や昨年の意見書をベースにしつつ、

不安定な海外情勢等を背景として長期化する物

価高騰など、社会経済情勢の変化等を踏まえた

構成となっております。 

 内容を簡単に説明したいと思います。1番から

3番までの項目につきましては、基本的な事項と

して、従前どおりの意見としております。 

 4番目につきましては、東京一極集中による地

域間格差の是正に向けて、税源の偏在性が小さ

く、税収が安定的な地方税体系の構築を求める

項目でございますが、現在国において消費税な

どの税制の見直し等の議論が行われることを踏

まえ、税制改正による地方の減収に対して代替

となる恒久財源を確実に措置することを前提に、

責任ある議論を丁寧に進めることを求めるもの

でございます。 

 5番目と6番目でございます。地方創生の推進

に必要となる財源措置や地方創生関連予算の十

分な確保などを求めるとともに、特に本県は離

島半島など条件不利地域を多く有し、人口減少

や高齢化が全国よりも進展している状況である

ことから、地方交付税の算定についても配慮を

求めるものでございます。 
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 次に、7番目でございますけれども、全国的な

賃上げ基調を踏まえ、会計年度任用職員等を含

む地方公務員の給与関係経費に対して、適切な

財政措置を行うことを求めるものでございます。 

 最後8番目についてでございますけれども、地

方の基金残高が増加しているとの理由だけをも

って地方交付税の削減を行わないよう、継続し

て要請を行うものでございます。 

 以上、各委員のご賛同賜りますようよろしく

お願い申し上げます。 

【初手委員長】 ありがとうございました。 

 ただいま説明がありました地方財政の充実・

強化を求める意見書案について、ご意見等はご

ざいませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ほかにご質問、ご意見はありま

せんね。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 では、ほかにご質問等もないよ

うですので、意見書の提出について採決を行い

たいと思いますが、ここでしばらく休憩いたし

ます。 
 

― 午後 ２時５０分 休憩 ― 

― 午後 ２時５０分 再開 ― 
 

【初手委員長】 会議を再開いたします。 

 それでは、地方財政の充実・強化を求める意

見書案を提出することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、地方財政の充実・強化を求める意見

書案については、提出することに決定をされま

した。 

 なお、体裁の修正等につきましてはいかがい

たしましょうか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 それでは、正副委員長にご一任

を願います。 

 以上で、委員会の審査が終了いたしましたの

で、秘書・広報戦略部、総務部及び危機管理部

関係の審査結果について整理をいたしたいと思

います。 

 しばらく休憩をいたします。 
 

―午後 ２時５１分 休憩 ― 

―午後 ２時５２分 再開 ― 
 

【初手委員長】 会議を再開いたします。 

 これをもちまして、秘書・広報戦略部、総務

部及び危機管理部関係の審査を終了いたします。 

 引き続き委員間討議を行います。理事者の皆

様退席のため、しばらく休憩をいたします。ど

うも疲れさまでした。ありがとうございました。 
 

― 午後 ２時５２分 休憩 ― 

― 午後 ２時５４分 再開 ― 
 

【初手委員長】 会議を再開いたします。 

 閉会中の委員会活動について協議をしたいと

思いますので、しばらく休憩をいたします。 
 

― 午後 ２時５４分 休憩 ― 

― 午後 ２時５５分 再開 ― 
 

【初手委員長】 会議を再開いたします。 

 閉会中の委員会活動について何かご意見はご

ざいませんか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【初手委員長】 ありがとうございます。 

 それでは、正副委員長にご一任を願いたいと

思います。 

 以上をもちまして、総務委員会及び予算決算

委員会総務分科会を閉会いたします。 
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 大変お疲れさまでございました。ありがとう

ございました。 
  

― 午後 ２時５５分 閉会 ― 
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